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円高と海運業界の対応

日本船主協会会長 韓法輪　奏

幽

）

　去る6月21日目始めて円が100円を突破（99円

85銭）してから1カ月、今や流れは円高でなく

てドル安であるといわれている。確かに米国で

のドル、株、債券のトリプル安を嫌って起こっ

た世界の資金の円、マルクへのシフトが、プラ

ザ合意（85年）時と違って9千億ドルにまで膨

れた非実需の為替投機資金と、10兆ドルを超え

るまでになった金融派生商品（デリヴァテイヴ）

を巻込んでの流れとなり得る今日では、為替の

動きは1～2年前までのようにファンダメンタ

ルズ等の理論が働き難い投機性を強めているこ

とを否めない。「理由なき円高」、「経済理論的に

おかしい」と嘆いてみても、世界のディーラー

達がその方向へ流れを誘導して儲けられたらそ

れが勝ちという今日の動きは、ドルにあっては

クリントン政権の国際経済と外交での弱さ、日

本にあっては「異質の国」を露呈したような小

児的政治混迷の中で思いのままの如き観を呈し

ている。

　そしてわが国にとって、次に予測される大き

な危険は「ドル全面安」を恐れるアメリカが、

国際的対応性を欠く日本にのみ責を負わせて「円

独歩高」の方向に持っていくことによって自ら

が助かろうとする動きである。このように今や

為替の世界は経済理論の問題以上に各国の戦略

戦術を駆使しての仮借ない闘いの場の色を濃く

している。「誠心は必ず通じる」（6月29日指名

を受けた村山首相言〉などと「理解」願望型の

指導者を戴くわが国の先が思いやられる。今日、

自国利害の防衛は影響力を持つ明瞭なコンセプ

トを強く世界に発信することにおいてのみ可能

な時代だが、「海運」においても事は同様であ

る。

　海運が円高を嘆いて久しいが、一度でも意志

を伴って円建タリフを荷主に提言交渉したこと

があるか2　今やサービス継続まで危うくなっ

ている定航の運賃修復を毎年やっても駄目との

セールスマン・レベルでの話し合いの繰返しで

なく、大西洋協定のように経営者レベルでの3

力年計画導入の努力にまで高めたことがあるかP

われわれは円高にも安売りにも半ば抗し難いも

のとして諦観的になり過ぎていないか2「神は

自ら扶く者を助く」というが、海運も「自ら湧

く」努力をもう一段高めるべき時に来たと考え

る。大方のご一考を乞いたい。

せんきょう　平成6年7月号 ：i：



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　塾

　　．日本船主協会第47回通常総会匿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蓼情

　当協会は、平成6年6月15日、日本海運倶楽

部において第47回通常総会を開催し、下記の議

案を原案どおり承認した。

第1号議案　平成5年度事業報告書および収支

　　　　　　決算書承認について

第2号議案　平成6年度事業計画、収支予算お

　　　　　　よび会費徴収方法承認について

第3号議案　平成5年度通常総会以降における

　　　　　　役員異動の承認について

第4号議案　理事・副会長の補欠選任について

第5号議案　決議について

　なお、平成6年4月1日現在の当協会加盟の

会員数は160社、会員登録船舶数595隻、1，446万

5，938％、2，254万6，432％である。
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　わが国外航海運は世界貿易物資の安定輸送、

就中、わが国およびNIES、　ASEAN等の国民

経済を支える重要な使命を担っており、安全運

航を基本に高品質のサービスを提供してきた。

　しかしながら、近時の経済ファンダメンタル

ズから離れた異常ともいうべき円高ならびに国

際レベルから遊離したわが国の高物価により、

わが国外航海運産業は厳しい対応を迫られてい

るQ

　この難局を乗り越えるためには、自助努力と

して、混乗のさらなる推進等一層のドルコスト

化はもとより、諸外国海運と協調しつつトレー

ドの安定化を図るとともに、関係方面および国

民一般の理解を得て、安全運航と高品質のサー

ビスに見合う適正な運賃を確保しなければなら

ない。さらに、円高および高物価については、

内需拡大・市場開放・内外価格差の解消等、政

府の適切な施策により一刻も早くこれが是正さ

れるよう、経済団体等と連携して強力に働きか

けていかなければならない。

　また、船舶の安全運航、地球環境保全の観点

から、サブスタンダード船の排除機運が世界的

に盛り上がりを見せている。安全運航は海運の

原点であり、サブスタンダード船は適切なポー

ト・ステート・コン．トロール等を通じてすべか

らく海運市場から排除されるべきである。特に

老朽船については、世界的枠組みで解撤促進に

向けた努力を続けなければならない。

　内航海運においては、国内経済の停滞下、輸
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送需要の減少に対応しつつ、一方で中長期的に

は内需重視の政策要請に対応して、企業基盤の

一層の強化を促進していかなければならない。

　かかる認識のもと、われわれは広く国民、政

府ならびに関係各方面の理解と支援のもと下記

項目の実現を期するものである。

　　　　　　　　　　記

1．トレード安定化の推進と適正運賃の確保な

　らびに円建て収入の増大

2．日本商船隊の国際競争力強化のための諸施

　策の確立

　（D　混乗の一層の推進と日本人乗組員の少数

　　化

　②　船隊整備のための外貨建てを含む長期低

　　利資金の確保

　（3）海運税制の充実

3．アジアおよび諸外国との密接な連携・協調

　による国際海運諸問題への適切な対応

4．サブスタンダード船の排除と老朽船の解撤

　促進

5．優秀な船員の育成・確保

6．船舶の安全運航と環境保護に関する対策の

　推進

7．外航中小船主の経営安定化のための諸対策

　の推進

8．内航海運事業の経営基盤の確立

9．客船事業振興のための諸対策の推進

10．国民の祝日「海の日」の実現

　以上決議する。
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平成6年度事業計画

1．海運対策の推進

（D　外航海運活性化方策の検討について

②　外航海運の国際競争力強化のための諸施

　策の実現

（3）船舶解撤対策の推進

ゆ　規制緩和問題への対応

⑤　造船補助削減問題への対応

（6）その他当面する海運対策の推進

2．海運関係税制等の確立

（1）海運関係税制の拡充

　②　租税条約等外国税問題

　〔3）海運企業の経理・財務問題

3．船員対策の推進

　（D　日乗の拡大に伴う船員対策の推進

　②　船員に関する国際条約への対応

　③　船員の確保・育成および教育・資格制度

　　問題

　（4）船員制度の近代化

　（5）船員関係法規の検討

　（6）船員の社会保険制度

　⑦　乗組員の安全対策

　（8）船員の福利厚生問題

4．国際海運問題への対応

　（1）定航関連の諸問題

　（2）　GATT海運問題

　（3）OECD海運問題

　（4）アジア船主フォーラム

　（5）二国間海運問題

　（6）国際海運関係機関との連携・協調の維持

5．海上運送業務の円滑化

（D　有害危険物質の海上輸送についての責任

　及び補償に関する条約（HNS条約）案問題

（2）1990年米国油濁法問題

（3＞国際油濁補償基金問題

（4）1976年の海事債権の責任権限に関する条

　約の改訂問題

⑤　漁場油濁被害救済制度問題

（6）1952年の船舶アレスト条約の改訂問題

（7＞情報システム化の推進と貿易手続きの簡

　　易化問題

6．内外における港湾諸間題への対応

　（1）八大港けい留施設使用料金体系の見直し

　②　入港料改定への対応

　③　水先料金体系の適正化

　㈹　水先業務の改善

　（5）内地港湾関係諸料金の適正化

　（6）外地港湾関係諸料金の適正化

　（7）港湾の整備・管理運営への対応

　（8）港運問題への対応

了．船舶保険に関する諸条件の改定

　（D　船舶保険料率・条件の改定

　（2）船舶保険の自由化

　（3）船舶戦争保険問題

8．船舶の安全確保と運航の効率化

　（1）貨物の目付け・輸送に関する諸問題

　（2）害虫等の船舶による移入規制問題

　（3）船舶の建造および保船業務

　（4）海上人命安全条約の改正
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⑤　粗悪燃料油対策

（6）船舶通信の改善

⑦　検疫業務の改善

（8＞ポート・ステート・コントロールへの対

　応

⑨　船舶修繕費・船用品費の調査

⑩　麻薬等の不正輸送防止問題

9．海上交通ならびに港湾水路の安全対策の推

進

（1）海上交通安全対策

②　港湾における安全対策

（3）マラッカ・シンガポール海峡の航行安全

　　対策

　（4＞海賊防止対策

　⑤　船舶の安全に関する情報の周知

10．環境保護対策の推進

　（D　海洋汚染防止に関する諸問題

　②　大気汚染防止に関する諸問題

　③　海上災害防止対策

　翰諸外国におけるバラスト水排出規制問題

11．国際船舶管理コードへの対応

12．調査・広報活動の推進

　（1）調査活動

　②　広報活動

13．その他の活動

　（D　国民の祝日「海の日」制定推進運動

轄法輪会長挨拶
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　　　第47回総会にあたり、ひと言ご挨拶申し上げ

　　　ます。

　　　　この一年間を振り返ってみますと、国内の政

　　治では、55年体制の終焉と非自民連立政権の誕

　　生があり、経済では円高の一段の進行が起こり

）　　ました。1993年の為替相場は8月17日に（東京

　　市場で）一時100円40銭の最高値となり、今年に

　　　はいって2月15日に再度高騰して101円90銭をつ

　　　けるなど今なお予断を許さない状況にあります。

　　　1ドルー100円の為替相場の現状は、日本経済の

　　　今後の発展にとって極めて憂慮すべき事態であ

　　　り、これに対して対外的にも、また対内的にも

　　　対応するために、わが国経済の規制緩和、市場

　　　開放、輸入拡大、内外価格差解消が強く求めら

　　　れています。

」
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　そのためには、日本の政治を正常な軌道に戻

して、平成6年度予算案の早期成立を図り、併

せて世界を納得させる力と具体性をもった日本

の貿易黒字縮小策を打ち出し、日米経済摩擦の

解決に向かわねばなりません。

　そのような対策と実行が遅れに遅れ、現在の

円高状況が長引き、改善されないままとすれば、

わが国社会は次第に雇用の不安を招き、現在の

政治の混乱に一層の拍車をかけることが危惧さ

れます。

　このような情勢は、現在の国際環境の著しい

変化によって、さらに加速される可能性があり

ます。経済の東西冷戦が本年3月31日のココム

　（対共産圏輸出統制委員会）の解体によって名

実ともに終結し、今後の世界貿易は、昨年12月

15日のガット・ウルグアイラウンド妥結、なら

びにWTO（世界貿易機構〉設立の合意により、

その拡大が予想されています。しかしながら、

円の実際の購買力平価等より見て極めて異常な

現在の円高がこの上続くとすれば、日本の主要

な産業の競争力は疲弊を免れ得ないと懸念され

ます。

　わが国の鉄鋼業、造船業、石油化学工業など

戦後日本経済の発展の原動力であり、日本海運

の発展を支えてきた重産業については、MES諸

国の追い上げが激しく、NIES諸国の企業は円高

メリットを享受し、急成長しているといえます。

　エレクトロニクス、家電、繊維雑貨等の分野

では、日本の企業が低コストで良質な労働力を

求めてその生産拠点をASEAN諸国や中国に移

転させつつあり、そしてそれら移転先から日本

への逆輸出が増加している情勢にあります。こ

れらの産業におけるわが国の空洞化現象は依然

として進行していると見なければなりません。

　世界貿易が今後北米、NIES、　ASEAN、中国

を含むアジア、そして欧州の三極経済圏を構成

しての展開が予想される中で、日本経済は否応

なしに全産業にわたってリストラクチャリング

が進行していくと思われますが、アジア経済圏

にあって、今、中国が大きな変化をとげっっあ

ります。同国の12億を数える大量豊富な低コス

ト労働力に北米・欧州、日本等先進諸国の投資　　（

と最新の技術移転が結びついた場合、もたらさ

れる世界に及ぶ価格破壊とマーケット支配力の

衝撃は、はかり知れぬこととなり得ますが、既

に中国政府は自由経済世界への参入政策を国を

挙げて押し進めている点に注目したいと思いま

す。

　他方、米国経済も1980年代のデレギュレーシ

ョン政策の浸透により、全産業にわたるリスト

ラクチャリングをいち早く、かつ、ドラスティ

ックに進行させ、各企業の経営トップが情報シ

ステムの力を最大限に活用したリエンジニアリ

ングを徹底させてきた結果、ワシントンの円高　　（

誘導政策と相侯って、先進国間にあって一歩先

んじて相対的国際競争力を回復し、不況を脱し

つつあるヒいえます。

　1年前の我々の現状認識であった「世界同時

不況」は明らかに変化しつつあり、わが国経済

もようやく景気回復の軌道に乗りつつあるもの

のステップは遅れており、楽観は許されないと

思わねばなりません。戦後40年間続いた日本経

済の高度成長と日本を原動力とする世界貿易の

拡大という図式は過去のものとなり、NIES、
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ASEANの成長とともにアジア域内貿易の拡大

とアジア／北米、アジア／欧州の貿易が拡大し

ていくとの構造の中で、生産の座標軸が日本か

らNIES／ASEANへ、そしてNIES／

ASEANから中国へとシフトして．いるからで

す。

　このため、わが国外航海運にあっては、世界

貿易の拡大軌道から外れないようにするために

は、日本を起終点とするマーケットから広く世

界マーケットへ飛躍、拡大していくことが不可

欠であります。今後の外航海運は、アジア・北

米・欧州三極経済圏にまたがる多様なマルチ型

の物流のニーズに応えていかねばなりませんが、

このサービス・ネットワークの構築は今や一船

社のみで実行できず、荷主の多様なグローバル

。ニーズを満たしていくことは難しくなってい

ます。このため、世界の外航海運は、国籍を越

えての協調体制の構築に向かって進んでいます。

　それは、一方で、オペレーションというハー

ド面での協調・提携でもありましょうし、他方

で、安定化協定のようなソフト面での協調・共

同でもあります。

　ハードの面については、最近の日本の外航定

期の分野では、韓国、シンガポール、香港、オ

ランダ、ドイツ、米国等大手船社との提携の実

現が顕著な実例であり、また、日本の外航不定

期の分野でも、様々な提携が進行しているとい

えます。

　ソフトの面については、外航定期の分野では

安定化協定の強化であるといえます。第3回ア

ジア船主フォーラム北京会議で確認された基本

精神すなわち「全ての船社の全ての安定化協定
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への参加義務と安定化協定の機能強化への責任

のわかちあい原則」です。

　さらに、船員問題、安全運航の問題、解撤促

進の問題、加えて新たに追加された保険の問題

を含め、アジア船主フォーラムにおける5つの

課題とその解決のための協同の努力に我々は積

極的に参加していかねばなりません。

　これら共通の諸問題について、共同して考え、

共同して行動できるような土俵ができあがって

始めて我々の求めている海運産業の収益力の再

建を実現することになると確信します。

　そのために、アジア各国の船主協会の中でそ

の歴史が最も長く、最も充実した事務局とスタ

ッフ、そして欧米船’協との対話チャンネルを長

い期問をかけて築いてきた日本船主協会の国際

的な場での努力が期待されるところであります。

　さらに、わが国を取り巻く国際環境の変化は

いずれ国内産業の大幅なリストラクチャリング

の進行も加わって、内航海運の構造改善に影響

してくるものと予想されます。

　内航海運業の体質強化、内航輸送の効率化お

よびモーダルシフトの推進、内航船員の確保は

常に基本的な課題であり、規制緩和等も視野に

入れた取組みの強化が必要です。

　私もこの上とも、日本船主協会の発展と日本

海運の発展のため微力ながら誠心誠意努力して

まいる所存でございます。

　皆様のご支援、ご鞭健のほどよろしくお願い

申し上げます。

　ありがとうございました。
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　海技大学校は、昭和20年4月に海上実歴のあ

る者に対し、船舶運航に必要な学術技能を教授

するために創立された海技専門学院に始まり、

昭和3⑪年7月に現在の芦屋市に移転、その後昭

和36年に校名を「海技大学校」と改称し、今日

まで我が国唯一の船員再教育機関として重要な

役割を果たしてきました。

　その歴史は半世紀におよび来年は創立50周年

を迎えることとなっています。

　平成4年4月には、近年の船員需要構造の変

化、日本人船員の役割の変化等船員を取り巻く

諸状況は大きく変化してきており、このような

社会的ニーズに即応できるように教育課程の新

設及び現行課程の一部を再編・改善・整理し、

その内容等を改めました。

　その課程の概要を簡単に紹介しますと、

1．「海技士科」

　船舶に乗り組むときに必要な海技資格（免許）

を取得する課程。

2．「講習科」

　近代化対応、海運経営及び語学、コンピュー

タを主とする情報工学口広く海運界に貢献でき

る人材の育成を図る課程。

と大きくこの二課程に分けられますが、さらに

教育の機会均等の精神に基づいて、船の職場で

働きながら学べる「通信教育」や陸上でも活用

できる資格の取得を目的とする「技能講習」等

幅広い課程が設置されています。

　また、以前「本科」と呼ばれていた課程です

が、改革によりその教科内容を精選し、講習期

間を分割・短縮し専攻科を講習科に新設し、

　（D船舶技術管理課程（講習期間4月）

　②国際海運管理課程（講習期間4月）

　（3）シミュレータ課程第一（講習期間1月）

　（4）シミュレータ課程第二（講習期間1月）

の課程となりました。これらの管理課程では、

三級海技士以上の資格のある方を対象に特に語

学力の錬成に力を入れており、他の科目につい

ては多くの選択科目を用意し、受講生各自の目

的に合わせて自由に選択できるようになってい

ます。

　また、シミュレータ課程では、訓練用として

は我が国で最初に企画・設計・設置された船橋

シミュレータや機関室シミュレータを利用し、

操船及び機関の取り扱いの習熟・訓練を実施し

ており、これら訓練は最近国際的にも海上経験
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に代わり得るものとして注目されている分野で

すが、まさに本校がその先駆けを行っていると

青っていいでしょう。

　「海技士科」には、一級海技士や二級海技士

の資格取得を目的とする課程のほか、特に三級

海技士の資格取得希望者が多岐にわたるため、

　（1）「三級海技士科第一J（修業期間　10月）

　　部員の職員化のための課程。

　②　「三級海技士科第二」（修業期間3．5月）

　　当直三級海技士免許所持者のための課程。

　（3）「三級海技士科第三」（修業期間　4月）

　　四級海技士免許所持者のための課程。

等を設置しており、これらいずれの課程も活気

ある雰囲気の中で学習し、その成果は国家試験

の高い合格率からも明らかになっています。

　㈲　　「三級海技士科第四」（修業期間　2年）

　　海員学校（本科）卒業後さらに上級の資格

　　取得を目指す者のための課程。

この課程は、平成5年4月から“海員学校の魅

力化”の一環として開設したもので、2年生は

現在航海訓練所の練習船において乗船実習（12

月迄の9ケ月）に励んでいます。

　　「講習科」には、多種多様な課程を設置して

おり、

　（D　「三級海技士科」（講習期間　7月）

　　　二級海技士（通信）免許所持者が航海又

　　は機関の資格を取得するための課程。

　②　「四級海技士科」（講習期間3．5月）

　　　三級海技士科（通信）免許所持者が航海

　　又は機関の資格を取得するための課程。

これらの課程は、乗船修学制度を適用し2ケ月

　（7月課程）、1ケ月（3．5月課程）の教室での
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授業に出席し、修了試験に合格すれば6ケ月以

上の海上実習後、国家試験時には筆記試験が免

除されます。

　これらの課程の他、政府開発援助の一環とし

て開発途上国の海技従事者を対象とした「技術

協力課程」（初級）及び（中級）も開設されてお

り、国際色豊かな課程で、多数の受講生が学習

に励んでいます。

　また、海技大学校には分校があり、七尾市の

七尾分校は平成4年3月に廃校になりましたが、

倉敷市にある児島分校には、多くの修了生を船

舶技士として送り出している「海技講習」課程

や海陸互換性のある技能資格の取得を目的とす

る「技能講習」課程が設置されています。

　その他、平成5年度から五級海技士科（2．5ケ

月）を開講し、さらに内航海運界のニーズに応

えるよう、その他の講習課程の検討を行ってい

ます。

　また、課程の募集については、その都度官報、

ポスター等で周知しています。

　各課程とも経験豊富な教官を配置し、出来る

だけ実地に即した教材を備え、実際にそれらを

運転することにより、短期間であっても十分教

育効果があがるようにカリキュラムを構成し、

より上級の海技資格の取得のために学術の教授、

研究に取り組んでおり、多くの方々の来校を待

ち望んでいます。

1σ．
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米国の新規運航補助金制度導入間題その後の動きについて

　相変わらず財政赤字に苦しむ中、新しく補助

金を出してまでも一定限度の米国籍船隊を保持

しようと決めることは、もちろんアメリカの内

政問題であり（GATTやOECD造船交渉上の問

題はあるが）、また一部には米船社が存在しなく

なるような事態となると海運法上の独禁法適用

除外の特別扱いなどは廃止される恐れありとの

意見もあって、その意味では米船社の存続が望

ましいとの見方も可能だが、その財源をトン税

引上げにより大部分外国船社の負担に依存する

というのはどう考えても言語道断で、アメリカ

もここまで落ちぶれたかといわざるを得ない。

この海運とさらに造船の新規助成法案H．R4003

とS．1945のその後の動きについて概略ご報告す

る。

1．下院商船・漁業委員会、行政府原案をさら

　に改悪

　行政府原案が議会に提出されたのは3月io日

のことであったが、これを受けてまず下院の商

船小委員会が3月17日に公聴会を開催したのを

皮切りに、4月、5月と上下両院の商船小委員

会が相当活発に動いた。まず下院の動きは次の

通りである。

（1）3月17日　商船小委員会第1回公聴会

　ペニャ運輸長官とハーバーガー海事局長が

証言、行政府原案を説明して議会の支持を要

請した。

　これに対し、造船派議員から建造助成（Se－

ries　Transition　Paynlent－STP）が盛り込ま

れていないことに批判が集中した。

（2）4月28日　小委員会第2回公聴会

　米船社／海員組合／造船協議会／石炭輸出

協会などが証言、それぞれの自己都合と利害

に基づき、賛否両論が申し述べられた。

（3）　5月24日　小委員会最終法案作成

　この小委員会の最終法案作成審議（マーク

・アップ）でリピンスキー委員長から先の行

政府案に対する大幅修正提案が発表された。

詳細は後述の通りであるが、運航補助対象隻

数の増加、造船直接建造助成の復活、トン税増

加額のさらなる引き上げが骨子となっている。

（4）　5月26日　商船・漁業委員会最終法案作

成審議

　上記小委員会の最終法案提案を受けて、本

委員会も直ちにマーク・アップ審議を行い、

小委員会の提案を無修正でそのまま採択した。

目
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　審議の過程では、それぞれの選挙区の利害

を反映した修正要求が幾つか出されたが、ス

タッズ委員長や、野党（共和党）リーダーの

ベイトマソ議員をはじめとする主流派は、こ

の法案は既に関係者間の複雑な利害を調整し

たいわば妥協の産物であり、これから委員会

の場で修正の討議を行っていると法案自体の

成立がおぼつかなくなるとして改定提案者を

押さえ込み、強引に無修正可決に持ち込んだ。

（5）歳入委員会、正式審議を決定

　　トン税値上げという税収に関係するところ

がら本法案が歳入委員会に回附されることは

最初から分かっていたが、リピンスキー委員

長は早い時点で本件既にロステンコウスキー

歳入委員長（当時）の了解取得済みと報告し

ており、歳入委員会は簡単に通過するものと

受け取られていた。然るにその後ロステンコ

ウスキー委員長が、汚職疑惑で委員長を解任、

例のギボンズ議員が歳入委員長に就任したこ

　とと、トン税値上げ反対（殊に小委員会によ

る値上げ幅増加）の声が強くなってきたこと

により、歳入委員会は7月15日目で予想以上

の期間をかけて正規に審議することを決定し』

た。

2．上院は小委員会公聴会の後は模様静観

（1）　4月25日目商船小委員会第1回公聴会

　下院同様、ペニャ長官とハーバーガー海事

局長が証言、行政府原案の支持を要請した。

　これに対し、ホリングズ本委員長、ブロー小

委員長などから対象隻数52隻では不充分であ

　る、また造船建造補助も考える必要があろう

　との意向が表明された。これに対しペニャ長

　官はトン税値上げは行政府案が諸外国の反対

　を何とか抑え得るギリギリの線であり、他に

財源もないところがら隻数増加や造船補助は

　とても考えられないとの態度を堅持した、

②　5月4日　小委員会第2回公聴会

　　民間側の証言が行われたが、基本的には下
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院における発言とほぼ同様であった。ただし、

CSXのスノー会長が補助金受給の選に漏れた

船、10年間の補助支給が終了、更改されない

場合はいずれも海外移籍が認められることを

明確に確認してほしいと要請したこと、ブロ

ー委員長がストッカー全米造船協会理事長に

OECD造船協議で諸外国に造船助成の廃止を

要求しておきながら、国内では新たに建造補

助や建造融資政府保証制度（タイトルXI）を

輸出船にも拡大適用して造船助成を行うのは

問題ではないかとの指摘がなされたが、スト

ッカー氏はOECDの合意成立に成功しても各

国の国内批准などを考えれば実際に各国が造

船助成をやめるのは相当先の話である。その

間米国の造船界は何の援助もなしに放置され

たのでは破産してしまう、従って短期の過渡

的な助成が必要であり、また、それはOECD

でも問題にならぬはずだと強弁したことなど

が注目された。上院における具体的な動きは

　6月末の時点ではここまでで、その後は下院

の模様待ちとなっている。

3．下院商船・漁業委員会の改悪案主要点

（D　法案番号・タイトル名など

　H，R，4003“Maritilne　Administration　and

Promotional　Reform　Act　of　l994”となり、

行政府提案の名称も変更された。これは行政

府の原案に代えて昨年のHR．2151“Marltime

Security　alld　Competitiveness　Act　of工993”

　を復活させ、同時に海事局関係の通常予算法

案と一体化してカムフラージュし、トン税引

　き上げは運航補助金1こ充当するのではなく、

　コースト・ガードの一般経費（年間8～／0億

　ドル〉の一部補填のために実施するとの説明

　をしゃすくすることを狙ったものであるが、

　既にトン税引き上げの増収により運航補助の

財源とする旨行政府、議会ともに公言したき

　た以上、今更コースト・ガードの維持費の一

　部に充当すると言い換えても納得されるもの

「II：
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ではなかろう。

（2）主な修正内容

　（a）　トン税

　　原案では西半球諸国からの入港船
　　（＄0．09／NRT→＄0．24）とそれ以外の諸

　国からの入港船（＄0．27→＄0．71）の2段

　階制となっていたが、これを一本化して一

　律＄0，53とする。ただし、1隻当たりの年

　間上限を＄6．36とし、また寄港回数の上限

　5回を12回に増加してそれだけ増税をさら．

　に強める。

　（註）　トン税の増加予想については、理論

　的には西半球諸国からの入港船は14．1倍、

　その他の地域からの入港船は4．7倍となる

　が、当協会のある会員の実績に基づく試算

　では、コンテナ船4倍、自動車船3倍～6

　倍、石炭船2倍となるケースがある模様。

　（b）シリーズ船受注に対する建造補助金の

　支給（STP）

　　具体案としては、支給期間は1995年会計

　年度以降5年間、支給総額5億ドル（初年

　度は2億ドル）程度が考えられている。そ

　の他修理船受注に対する援助も考慮される。

　（c）運航補助対象隻数増加

　　行政府案は52隻ヒされていたが、具体的

　数字は示されていないものの、相当の増加

　が考えられており（一部門は70隻以上との

　説もある〉、この運航補助とSTPに対する

　予算総額は17億ドルとされている。また、

　これに加え、運輸長官に対し緊急時用、常

　備軍用、船隊用の予算の未消化分を本プロ

　グラムに流用する権限を認めている。なお、

　　1隻当たりの年間支給額は第1年度230万ド

　ル、第2年度以降210万ドルに修正され、1

　隻当たりの総額は行政府案より若干減額さ

　れている。

4．トン税引き上げに抗議続出

上記の下院商船・漁業委員会のトン税引き上

げと海運／造船の助成案が発表されるや、多く

の反対の声が上がり、さらに日を追うごとにそ

の声は強まっている。

　主なところを列記してみると次の通りである。

　（1）ブロー上院議員

　　反対とまでは言っていないが、下院がクリ

　ントン政権の原案を大幅に上方修正したこと

　により、本法案の成立は相当難しくなったと

　のコメントを発表。（この辺はなかなか狡いと

　いえるが）

　（2）バネタ行政管理・予算長官ならびにパー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
　バーガー海事局長

　　建造補助（STP）を中心に下院案に対し反

　対を表明、行政府の考えを示した。

　（3）石炭、鉄道、農業その他の主要業界

　　石炭、穀物およびその他の農産物、ケミカ

　ル、木材などの輸出業界がこぞってトン価値

　上げに反対ののろしを上げている。なお、こ

　れらの業界は個別に異議申し立てを行うと同

　時に、‘℃oalition　Opposed　to　the　VesseI

　TQnnage　Tax”なる期成同盟を結成、共同抗

　議書をギボンズ委員長あて提出した。これに

　はCENSAも参加している。（合計48の団体、

　個別企業が参加）

　翰　各国船用、港湾局

　　当然のことながら先進国の同社も強く反対　　＿

　しており、CENSAは単独の抗議書を提出、当

　協会も独自の反対意見書を上下院それぞれの

　商船委員会ならびに下院歳入委員会に出状し

　た。

　　このような状況下、歳入委員会が本件をど

　のようにさばくかが鍵となってきたが、目下

　のところ予想を付け難く、引き続き時間とも

　競争（今議会の閉会）する必要があり、この

　H．R．4003が今年成立するかどうかは非常に微

　妙になってきたと考えられる。このため米船

　筋はますますFlag－outの準備に力を入れ出し

　たとの観測も強まっている。

せんぎょう　平成6年7月号



海運業界におけるEDlの現状1

．：大．阪　商　船　三　井　船　舶

牟画部副部長（業務企画担当〉 岡本秀徳

　　　　情報システム関連の全社統括窓口という社内

　　　的役割の中で、日本船主協会の情報システム専

　　　門委員会委員としてここ数年EDI（Eiectronic

）　　Data　Interchange：電子データ交換）の仕事に

　　　携わって来た。

　　　　EDIとは、「広く合意された標準的な規約を用

　　　いて、異企業間で、商取引のデータを、コンビ

　　　ュータ問で、通信回線を介して交換すること」

　　　と一般に説明されているが、海運業界における

　　　EDIの近況について取りまとめてみた。

　　　　「EDI」を技術の世界としてではなく、日常業

　　　務の中で業務の効率化を推進するための有効な

　　　手段としてご理解頂きたいと思う。

）

1．「EDbの経営的意義

　「情報」が第4の経営的資源といわれるよう

になって久しい。少し乱暴な表現かも知れない

が、私は「EDIとはこの第4の経営的資源とい

われる情報を企業の枠を超えて活用するための

仕組み」と定義したい。

　具体例としては、大手スーパーのジャスコが

花王にPOS（Point　Of　Sales：販売時点情報管

理システム）データを伝送し、これを受けた花

王が既定のルールに従って在庫補充をすること

により年間1億円のコスト削減を図り、このシ

ステムを他の仕入先であるライオンやP＆Gにも

拡大しようとしているケースなどが挙げられる。

　この例のようにEDIを使って業務合理化を実

施する場合、三つの要件がある。

　まず第一に、「データ活用のソフトウエア」が

存在すること、ジャスコの例で言えば、POSデ

ータから補充在庫量を算出するソフトウェアで

ある。

　第二に、「パートナーシップ／ネットワーク」

の構築であり、ジャスコの例では仕入先との取

引関係に基づくネットワークの構築である。

　第三に、「標準フォーマット（書式）」の設定

であり、EDIのパートナー数が増えればますま

す重要になってくる要件である。

　海運業界のEDIに対する取組みは極めて早か

っ々と言える。例えば、船社システムの基幹デ

ータであるB／L情報に関して手仕舞業務の合理

化を目指してSHIPNETS（Shipping　Cargo

InfGrlnatiOn　NetwQrk　System）という業界

VANをいち早く構築、1986年から運用開始して

いる。

　また、海運業界では国際間のEDIが避けられ

ないという業務の性格上、国内他業界に先駆け

て国際標準フォーマットであるUN／EDrFACT

　（ED工For　Administration，　Commerce　And

Transport）の研究を行ってきている。まず、　EDI

が今後重要な役割を担っていること、また、標

準フォーマットの設定がEDI実施上不可欠の要

件であることをご理解頂きたい。

廿ん宍よ5　平成6焦7日異
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2．EDIFACTとその開発体制

ED工をする際には、通信プロトコル（手順）

とは別に、交換するメッセージについて必要な

データ項目と桁数や使用コードの特定、特殊な

ケースの表現方法の決定等、いわゆるビジネス

プロトコルの標準化が必要となる。個別の取引

をEDI化する都度、当事者間でこれらの作業を

行う無駄を省くためには、あらかじめ標準フォ

ーマットを決定しておくことが必要である。

　企業間で取引される主要な書類について、こ

の標準フォーマットの開発を推進しているのが

国連の「欧州経済委員会」（UN／ECE）であり、

具体的にはその下部機構である「貿易拡大委員

会」（CDT）の中の「貿易手続簡易化作業部会」

（ECE／WP．4）が中心となって行っている。

　このECE／WP．4の下で国際標準フォーマッ

ト「EDIFACT」を開発していく体制は別表1の

通りであり、世界を6地域に分割、アジア地域

は商船三井出身の伊東健治氏がラボーターとな

りその推進体制は別表2の通りとなっている。

　日本では「アジアEDIFACTボード」の下で

「EDIFACT日本委員会」が結成され、メンバ

ーは各業界代表で構成されているが、運輸業界

では日本郵船の下村業務企画部長が副委員長を、

日本船主協会が運輸業界の代表幹事を引き受け

ている，運輸業界における実務遂行組織として

は、1992年6月に3力年計画で発足した「物流

EDI研究会」がEDI促進運動の中心となってお

り、その中のEDIFACT作業部会でEDIFACT

関連メッセージの研究・開発が行われている。

　「物流EDI研究会」の組織は別表3の通りであ

る。

　これらの推進体制の下で販売・物流・財務・

建設等の各分野に属する取引文書について標準

化活動が活発に行われているが、まず、最初に

EDIFACTにおける標準化のレベルについて理

解する必要がある。EDIFACTでは言語と同様

に文法（Syntax　Rule＞と単語集（データエレメ

ント集＋Code　List）が決められている。標準化

の第一は、この文法と単語集に従って、企業取

引の対象となる文書について標準メッセージ

（UNSM）を開発することである。このような

標準メッセージは、1993年9月24日現在既に開

発されている169のメッセージのうち、運輸関連

のメッセージは51開発されているが、これらは

いわば模範文例というべきものであって、極め

て汎用的なものとなっている。

　従って実際の使用に当たってはユーザー・マ

ニュアル（lmplementatlon　Guideline）の開発

が必要であり、EDIFACTではこのユーザー・

マニュアルについては、国や地域単位で自由に

複数開発することが認められている。

　標準化の第二は、このユーザー・マニュアル

を作成することである。

3．ベイプラン・メッセージの標準化

　EDIFACTの標準メッセージ開発の実態をベ

イプランを例にとって説明したい。

　ベイプランとは、コンテナ船用の積付プラン

（第1図参照）のことをいい、船社やコンテナ

ターミナルでは、本船上のコンテナの積付位置

や積付状況を把握すると同時に、揚荷／積荷計画

を作成するための基本情報として極めて重要な

ものである。

　特に最近では揚荷あるいは積荷計画はコンピ

ュータにより自動作成されることが多く、その

ためにはベイプラン情報をコンピュータに入力

することが不可欠となり、この情報をEDIによ

せんきょう　平成6年7月号
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〔別表1〕

）

国連欧州経済委員会

@　UN／ECE

関連組織
国際標準化機構

@　ISO

貿易手続簡易化作業部会
@　　　WP　4　　　　　　，

専門委員会　154

@TC　l54

ISOIIECIJTCI
　　　第1専門家会議（GE．1）

fータエレメントと自動データ交換
第2専門家会議（GE，2）

@　　手続と書類 ITUITS

｛JN／露DIFACTラポーター

　汎　米
dDIFACT

@ボード

　西　欧
dDIFACT

@ボード

　東　欧
dDIFACT

@ボード

豪州／ニュージーランド

@　EDIFACT
@　　ボード

　アジア
dDIFACT

@ボード

アフリカ
dDIFACT

@ボード

〔別表2〕

）「

アジア地域およびわが国における対応

　　　一アジアEDIFACTボード組織

ラ　ポ　一　タ　一　＆　副　ラ　ポ　一　タ　一

ボード事務局

i∫ASTPRO）
ア　ジア　E　D　玉　FA　C　Tボー　ド

メ　　　ン　　　バ　　　ー 準メンバー

日本EDIFACT
ﾏ員会　（JEC）

韓国EDIFACT
ﾏ員会（KEC）

中国EDIFACT
ﾏ員会（C2C）

シンガポールED1
ﾏ員会　　（田C）

台北EDIFACT
ﾏ員会（TEC）

運営委員会 マレーシァEDIFACT
ﾏ員会　　（MEC＞

インドEDIFACT
ﾏ員会　　（IEC）

タイEDI協議会
i事務局NECTEC）

事務局連絡会議（運営委員事務局）

［貿　易］日本荷主協会（JSC）

［金　融］金融情報システムセンター〔FISC）

［流　通］流通システム開発センター

［運　輸］日本船主協会（JSA）

［製造等］日本情報処理開発協会（JIPDEC）

［建　設］建設業振興基金

［その他］JASTPRO

NECTEC　N己tional　Electronics

　　　　　and　Computer
　　　　　Technol【）gy　Center

啓蒙・普及

（JASTPRO）

手続・書類

（JASTPRO）

技術評価グループ

　（JASTPRO）

1

メツセージ開発

受発注／物品管理

　・JiPDEC
　・EIAJ
　・JSC

輸　送　関　係
　・ISA

　・JASTPRO

せんきょう平成6年7月号 T百



〔別表3〕物流EDI研究会の組織（平成6年4月現在）

総　会

　会長＝齋藤教授（東京大）

幹事会

　幹事長＝長岡理事長（圃物情セ）
＊1合同で実施する

普
及
・
啓
蒙
作
業
部
会

座
長
N
圓
川
教
授

　
　
　
　
〔
東
工
大

副
座
長
日
大
塚
助
教
授

　
　
　
　
〔
横
浜
国
大

国
内
物
流
E
D
I
標
準

　
　
　
　
　
　
作
業
部
会

座
　
長
…
相
田
助
教
授

　
　
　
　
　
　
（
東
京
大
）

副
座
長
N
大
塚
助
教
授

　
　
　
　
　
〔
横
浜
国
大
）

港
湾
柑
貝
物
四
惜
…
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

　
　
　
　
　
　
作
業
部
会

座
　
長
日
圓
川
教
授

　
　
　
　
　
　
〔
東
工
大
）

副
座
長
一
大
塚
助
教
授

　
　
　
　
　
〔
横
浜
国
大
∀

E
D
I
技
術
普
及
S
W
G

　
主
査
”
大
塚
助
教
授

　
　
　
　
　
〔
横
浜
国
大

基
本
方
策
S
W
G

　
主
査
　
思
川
教
授

　
　
　
　
　
　
（
東
工
大
）

鉄
道
貨
物
S
W
G

　
主
査
…
横
田
部
長

　
　
　
　
　
（
J
R
貨
物
）

ト
ラ
ッ
ク
・
倉
庫
S
W
G

　
主
査
口
野
田
課
長

　
　
　
　
　
（
日
本
通
運

海
上
運
送
状
普
及
S
W
G

　
主
査
目
辻
本
副
部
長

　
　
　
　
　
（
日
本
郵
船

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
問
題
S
W
G

　
主
査
”
山
内
専
務
理
事

　
　
　
　
　
　
（
港
シ
協
V

－
タ
モ
デ
リ
ン
グ
S
W
G
＊

王
査
　
下
村
部
長

　
　
　
　
（
日
本
郵
船

り入手することは入力作業の削減、また、より

正確な情報の早期入手という点で業務の効率化

に大きく寄与することになる。

　私は「物流EDI研究会」EDIFACT作業部会

の下でベイプランSWG（Sub　Working　Group＞

の主査としてこのメッセージの標準化に取り組

んできたので、このベイプランSWGの活動を中

心に説明を進めていきたい。

　①日本標準ユーザー・マニュアルの開発

　ベイプランメッセージに関しては、既1こ標準

メッセージ（UNSM）が開発されており、開発

．主体となったSMDG（Shipplaning　Message

DevelQpement　Group）という西欧EDIFACT

ボードのユーザーグループでは、ユーザー・マ

ニュアルを開発している。ベイプランSWGの活

動は、まずこのSMDGのユーザー・マニュアル

をベースとして日本の実務慣行に即したユーザ

ー・ }ニュアルを開発することから始められた。

　標準化の作業は、もちろんEDIFACTの基本

ルールに準拠しなければならないので、技術的

要件も関係するが、何よりも具体的業務要件に

沿って整理していく必要がある。ベイプランSWG

ではまずメンバー各社の業務実態の調査を行っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（．．
た。船社とターミナル聞で交換されるべき情報

の流れを整理した上でデータ項目、使用コード

等の確定を行い、SMDGのユーザー・マニュア

ルとの相違点については1993年1月に開催され

たSMDGマルメ（ノルウェー）会議において25

項目にわたって改善提案を行い、約半数につい

ては改訂させることに成功した。しかし、日本

の要求を完全に調整できなかったため、日本は

日本の地域的必要項目に基づくユーザー・マニ

ュアルを作らざるを得ず、これが「物流EDI研

究会」の初年度の活動の成果物となった。

並 せんきょう　平成6年7月号
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②アジア標準ユーザー・マニュアルの開発

　標準化というものは極力広い範囲で行うべき

ものであり、ベイプラン情報のように世界中の

三社／ターミナル間で交換されるものは特にそ

うである。1992年10月にソウルで開催されたア

ジアEDIFACTボード（ASEB）の会議におい

て、日本はTRANSPORT　WORKING
GROUP（AS－TWG）の設置の提案をした。日

本の提案は満場一致で可決され、翌1993年5月

のASEB北京会議において第1回のAS－TWG

が開催された。日本が同WGの設置を提案した

こと、また、当面の課題がベイプランメッセー

ジであることから、私が議長、副議長には韓国

の朝陽海運のMR．　J．　B．　Shin（常務）、ならび

に中国交通部のMR．　Changsi　Cai（取締役）が

選出された。参加メンバーは初回にもかかわら

ず30名を超え、オブザーバーを含めると約50名

の大会議となった。

　この会議で日本はベイプラン日本版の説明を

し、アジア各国のコメントを求め、1993年10月

のAS－TWGソウル会議において、各国のコメ

ントを盛り込んでアジア版の内容を確定した。

これらが「物流EDI研究会」の第2年度と成果

物である。

　③世界統一ユーザー・マニュアルの開発

　我々はこのアジア版とSMDGとの相違点をま

とめ、SMDGに両マニュアルの統合化、即ち世

界統一マニュアルの開発を提案した。工994年3

月の英国サザンプトンで行われたSMDGの会議

では約70名の参加者を得て統合化について議論

され、アジアの要求項目はほとんど認められる

と同時に、SMDG（欧州）、　AS－TWG（アジ

ア）、ISA（アメリカ）3地域の統一マニュアル

を開発することが決定した。

　ISA（lnforrnation　Systems　Agreelnent）と

は汎米EDIFACTボードのユーザーグループで

あり、北米地域の要件を盛り込んだアメリカ版

ユーザー・マニュアルを開発していた。

　「物流EDI研究会」の最終年度に当たる平成6

年度の課題は、この世界統一マニュアルを完成

させることである。1994年6月12日、クアラル

ンプールで開催されたAS－TWGにおいては、

SMDGで作成された世界統一マニュアル案につ

いて遂条審議し、今後アジア各国のコメントを

取りまとめて、1994年9月にヘルシンキで開催

予定のSMDG会議において内容の統一化を図る

ことになっている。ベイプランSWGの活動経緯

については別表4をご参照頂きたい。

　④シンガポール港における電子ベイプラン

　システムの強制導入

　上述した標準化活動の途中、1992年9月にシ

ンガポールのコンテナターミナルを運営してい

るPSA（Port　of　Singapore　Authority）が、

1993年7月1日よりベイプランメッセージのEDI

化を全船社、全航路、全港、全コンテナについ

て強制とし、これに対応できず従来同様の書類

で提出する船霊にはペナルティーを課超すると

の発表を行った。これに対してベイプランSWG

が中心となって対応策を協議の上、関係邦船虫

共同で「実施の1年延期とペナルティーの廃止」

を骨子とする文書をPSA宛に出陣した。結果と

して、実施は1994年4月1日中延期されると同

時に、ペナルティー課徴も同年7月1日（最終

的に8月1日）となり、また、ペナルティーの

額も当初噂されていたものより大幅に下げるこ

とに成功した。このようなケースに迅速かつ的

確な対応がとれたのも、ベイプランSWGのよう

な組織があったからこそであったと同時に、

せんきょう　平成6年7月号
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〔別表4〕ベイプランSWG活動経緯

　（平成4年度）

　91．12拡大EDIFACT研究会
　92．6物流EDI研究会
　92．　9　SMDGジェノア会議

　92．10ASEBソウル会議
　g3．1SMDGマルメ会議

（平成5年度）

93．5AS－TWG北京会議
93．6SMDGカーディフ会議
93．10AS－TWGソウル会議
93．IG　SMDGニューヨーク会議

g4．3SMDGサザンプトン会議

（平成6年度）

94．6AS－TWGクアラルンプール会議
94．　9　SMDGヘルシンキ会議

g4．／0　AS－TWG台北会議

g5．3SMOGサレルノ会議

日本版ユーザー・マニュアル完成

VAN業者参加
ターミナルオペレーター参加

日本から初参加

日本TRANSPORT　WORKING　GROUP（AS－TWG）設置提案

日本の改善要求（25項目）にっき討議

アジア版ユーザー。マニュアル完成

日本版を元にアジア版ユーザー・マニュアル開発方針の決定

アジア版ユーザー・マニュアルの内容確定

SMDG／TOPAS／ISA　JOINT　MEETiNG
世界統一版ユーザー・マニュアルの開発方針の決定

世界統一版ユーザー・マニュアル完成（目標）

世界統一版ユーザー・マニュアル案を審議

　　　　　　　〃　　　　　　　審議（予定）

　　　　　　　　〃　　　　　　　確定（予定）

’）

EDIFACT実用化の第1号としてベイプランメ

ッセージを選んだことが誠に時宜を得たもので

あったということを示す好例としてあえて付言

したい。

4．EDIの今後の展開と課題

　「EDI」を企業の枠を超えて情報を活用する仕

組みと定義したが、その第一義の目的は業務の

簡素化・効率化にある。ある意味では最近はや

りのBPR（Business　Process　Reerlgineering）

の極めて有効な手段ということが出来る。

　昨年10月アメリカ連邦政府は年間2千億ドル

にのぼる商品やサービスの．購入に対して、97年

1月完全実施を目途にEDIにより調達プロセス

の合理化を図るという大統領令を発令したが、

これらもその好例と言える。

　欧州でも早くから国際物流のゲートウェイで

ある各回では、ハンブルグのDAKOSYやロッ

テルダムのINTISのように港湾局やターミナル

が中心となって必要な情報交換のためのネット

ワークを構築、標準メッセージ開発に当たって

も中心的役割を果たしている。

　また、個別企業のレベルにおいても、欧米で

はEDI専門の組織を設置、顧客や各種ベンダー

とのEDIを積極的に推進することにより、顧客

サービスの向上と業務の効率化を図っていくの

が一般化しているように見受けられる。ある米

船社ではEDI担当者だけでも20名強の要員を配

置しているとのことである。

　日本も、企業競争力を維持するためにも、海

運業界として関連する他業界を巻き込んでEDI

推進体制をこれまで以上に強化していかざるを

得ない。物流EDI研究会も、明春で3年間の研

究段階を終えることになるが、それ以降の実施

段階に向けて、EDI推進母体の設置や各船社に

おける取組み姿勢について官民一体となってさ

らに積極的に進展すべき時期が来ているように

思う、

廿んキよう　二平5墜6住7目暑
Tg…
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「日精丸」に想う

鯨酬大学獺◆織田政夫
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　去る4月に思いがけなく鹿児島喜入基地に停

泊していた東京タンカー㈱の「日精丸」に乗船

見学する機会を得た。世界最大の原油中継備蓄

基地といわれる喜入の、東京ドームがすっぽり

入る直径100メートルもある巨大タンク群が林立

する一大パノラマにも驚かされたが、聞きしに

まさる日精丸の巨体に目を見張らされた。

　船の全長がなんと378メートル、幅62メート

ル、船底から操舵室までの高さが17階建のビル

に相当する57メートルもある。とにかくデカイ。

48万重量トンの巨大さを実感させられた。

　同船は1回に56万キロリットル（350万バーレ

ル）もの原油を運ぶことができる。しかし、そ

れだけの量も日本の石油消費需要の0．8日分にし

かならないという。わが国の石油消費量の大き

さをあらためて認識させられた。

　その日精丸も、船齢20年を間近に控え、引退

の時期も近いという。思えば、同船が発注され

たのはオイルショック前のまだ世界経済が「鉄」

と「石油」を中心に高度成長を続けていた時期

で、石油貿易が二桁ないしはこれに近い伸びを

示していた。この頃、石油貿易はすでに世界海

上荷動き量の57％も占めていたが、安価なエネ

ルギー源として、また石油化学原料としてまだ

まだ伸びが続くと見込まれていたため、発注タ

ンカーが大型化していた。

　それが、1973年のオイルショックで石油をは

じめとする天然資源が一挙に値上がりしたため、

世界経済はそれまでの高度成長から一挙にマイ

ナス成長ないしは低成長に構造変化した。これ

が石油利用産業に与えた影響は特に大きく、タ

ンカー市場は未曽有の長期不況に入った。

　日精丸が就航したのは、オイルショックの影

響がタンカー市場にフルに現われ、係船量が4，00D

万トン台を突破し5，000万トン台に向かって急増

していた1975（昭和50）年であった。荷揚げを

．（
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　　　終えて赤い腹を見せている巨体を眺めていると、

　　　そうした当時のいっ回復するか予想もつかない

　　　深刻な海運不況が思い出された。

　　　　そうした状況を体験しながら、日田丸は就航

　　　以来、約50日の航海日数でペルシャ湾と日本の

　　　間を往復し、まさに動くパイプラインの役割を

　　　果たしてきた。この間の20年という日精丸の歴

j　　史は、いわば現代世界海運の変革の歴史でもあ

　　　る。便宜置籍船の急増、発展途上国および社会

　　　主義国海運の進出、先進海運国船隊の減少、低

　　　賃金国船員の配乗による先進海運国船員の減少、

　　　先進海運国における第二船籍制度と混乗制度の

　　　一般化、定期航路秩序の不安定化などがそれで

　　　あり、そしてこの歴史的変革はまだ終わってい

　　　ない。

　　　　いまや先進海運国では、コスト競争力を維持

　　　確保するために、船籍の如何を問わず実質的に

　　　所有支配する船舶に低賃金国船員を配乗し、と

　　　きには船舶管理会社に管理させているものを運

　　　航するのが、通常のパターンになっている。

　　　　この船舶運航管理（船費）部門で進展してい

　　　る「国際化」は、今後より一層徹底して行われ

　　　るだろう。そればかりではない。過当競争下の

　　　コスト削減圧力から、一般管理費（店費）の徹

　　　底した節減を必要ならしめられるので、海外店

　　　所・人員の見直しや本社業務の海外移転など、

せんきょう　平成6年7月号

海運業経営の構造変化の波は今後本社および陸

上業務体制をも大きく変革させることになるだ

ろう。

　しかも、菓アジアの高い経済成長と工：業化の

進展が、こうした先進国の海運業経営の構造変

化を誘引する外部的要因になっている。

　21世紀に向かって世界でもっとも高い経済成

長率と工業化の進む地域が、引き続き東アジア

においてNIEsからASEAN、そして中国、ベト

ナム、カンボジアへと広がる見通しにあるので、

この地域が将来も拡大成長を続ける船腹需要源

として船社の拠点整備を誘引する。それだけで

はない。この地域は先進諸国に比べて人件費お

よびその他一般管理費（店費）において割安と

なり、コスト競争力を確保できる。加えて、一

部の主要都市は航空輸送分野も含めた効率的経

済的な複合輸送体制の整備、質の高い物流情報

システみの構築などに適した立地条件も備えて

いる。

　それゆえ、先進国川社の一部本社業務のアジ

ア諸都市への移転が今後ますます目立ってくる

と考えられる。特に円高基調の定着で一段のコ

スト低減を追られている日本海運は、コストの

徹底削減とドルコスト化のために、本社業務の

一部東アジア地域への移転を促されるだろう。
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4 1．サブスタンダード船排除のための欧州訪問について

2．第8回アジアEDIFAOTボード
　第3回運輸ワーキング・グループの模様

3．19ア4年海上人命安全条約の改正

4，20条問題小委員会の審議模様

1．サブスタンダード船排除のための欧州訪問について

　既報の通り、船協／造田船舶解撤問題共同検

討委員会は本年4月第3回委員会を開催し、

1994年度の活動方針としてサブスタンダード船

の市場からの排除を推進するために、国内の関

係者をはじめとし、欧州ほかの船主、造船業界

に対して共同で当該国船級協会、損害保険、荷

主に支持・協力を要請するよう働き掛けること

を決定している。（本誌1994年6月号シッビング

フラッシュ2．参照）

　本決定に基づき、同検討委員会は見井幹事長

を団長に訪欧団を組織し、本年5月30日から6

月10日までの間、欧州の主要海事関係団体、船

主、造船業界などを訪問、関係者に対して訪欧

団の目的、サブスタンダード船対策についての

基本的考え方を説明した上で本問題および船舶

解撤問題について幅広く意見交換を行った。そ

の概要は下記報告の通りである。

　　サブスタンダード船排除キャンペーン

　　訪欧団報告

1．メンバー（順不同、敬称略）

　見井団長（NKK）、飯塚副団長（大阪商船三井

　船舶）、河村副団長（三井造船）、杉浦団員（日

　本郵船）、赤塚団員（当協会事務局）、井上団員

　　（当協会事務局）、桐明団員（日本造船工業会

　事務局）

2．日程及び訪問先

　5月30日㈲　オスロ

　　ノルウェー船主協会

国際独立タンカー船主’協会

　　　　　　　　　　　（INTERTANKO）

5月31日ψO　オスロ

パルテック国際海運協議会会長との懇談

6月！日㈹　ロンドン

英国船主協会

欧州・日本船主協会評議会（CENSA）

　国際ドライカーゴ船主協会

　　　　　　　　　　　（INTERCARGO）

　二一日本海事関係者との懇談

6月2日休｝ロンドン

　国際海事機関（IMO）

　石油会社国際海事評議会（OCIMF）

　国際海運会議所（ICS）

6月3日轡　ロンドン

　ロンドン海上保険業協会（ILU＞

　プレスとの懇談

　国際海事産業協議会αM工F）

　国際船級協会会議（IACS）（中止）

6月6日（月）アテネ／ピレウス

（
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　　　　ギリシャ船主協会

　　　　6月7日㈹　アテネ／ピレウス

　　　　POSEDON工A　94　JAPAN　DAY参加者と

　　　　　の懇談

　　　　6月9日（掴マドリード

　　　　西欧造船工業会（AWES）

　　　　6月10日㈹パリ

　　　　　経済協力開発機構（OECD）

　　　3．概　要

　　　　当方より本委員会の活動経緯とサブスタンダ

　　　ード船対策についての基本的考え方をベースに

．＿　　今回の「サブスタンダード船排除キャンペーン

　　　訪欧団」派遣の趣旨を説明し、サブスタンダー

　　　ド船排除についての先方の意向を聴取するとと

　　　もに、広くサブスタンダード船問題および船舶

　　　解撤問題について意見交換を行った。

　　　　〔1）　5月にDONALDSON　REPORT（英国

　　　　運輸大臣に対する答申）が発表されるなど、

　　　　欧州ではサブスタンダード船問題に対する関

　　　　心が高まっており、今回のミッション派遣は

　　　　非常にタイミングが良かった。

　　　　　これまで、IMOをはじめ各海事関係機関が

　　　　独自にサブスタンダード船対策を検討してき

　　　　たが、それぞれ内部事情を抱えているため、

　　　　効果的な対策の実施までは到っておらず、こ

れを促進させる意味から日本の海運・造船両

業界が共同してキャンペーン活動を展開する

ことは誠に時宜を得た活動として、各訪問先

から歓迎された。また、大方の訪問先から本

キャンペーンへの支持・支援を得ることがで

き、大きな成果が得られたものと思われる。

　総論においては賛同を得られたものの、「老

齢船が必ずしもサブスタンダード船ではない」

との指摘がなされるなど、今後、いかにして

具体的にサブスタンダード船を排除していく

のか、また、サブスタンダード船をどのよう

にして特定するのか、の各論展開においては

せんきょう　平成6年7月号

各種議論が予想される。

②　IMO、　IACSの場における検査強化策は

ほぼ固まってきており、後はいかに実行に移

すかの段階にあり、その成果が各方面から期

待されている。このような状況において、寄

港国政府のポートステートコントロールのみ

ならず、旗国政府、船級に課される責任は重

大との関係者の一致した認識である。これら

旗国政府・船級の義務が、いかに厳正かっ公

平に運用されるか、IMO、IACSに対する関係

者の早期実施に向けての期待が強く表明され

た。

（3）保険・荷主業界ではサブスタンダード船

の存在を許容している旗国政府および船級へ

の不信感が高まっており、まずはそれら旗国

政府および船級の管理強化が最優先課題であ

るとの意見が多々あった。

（4＞サブスタンダード船の問題には、現在の

海運マーケットが大きく影響しているとの指

摘があった。即ち、船主が船のメンテナンス

に十分目費用をかけられないような市場が問

題であり、この点では荷主（チャータラー）・

保険会社も責任の一端を担っている。

　要は海事関係者のすべて、即ち、船主・船

級協会・保険会社・銀行・荷主がそれぞれ責

任を負っていることを自覚すべきとの指摘が

あった。

　また、一方でそれぞれが市場で競争を行っ

ている現実もあるとの指摘もなされ、市場経

済を前提とするなかで、本問題解決の難しさ

が改めて浮き彫りにされた。

（5＞ポートステートコントロールについては、

欧州はパリMOUをベースに実施されてお

り、昨年12月、パンパシフィック地域におい

て合意が得られた東京MOUの動向も注目さ

れている。今後、南米・アフリカ・アラブな

ど、他地域もこれに追随する動きがあり、最

囎1



終的には全世界ネットワークが構築されてい

くものと思われる。

㈲　本年3月、日・韓・欧造船首脳会議にお

いて採択されたサブスタンダード船対策に関

する造船業界からの提言に基づき、各国造船

業界から自国の政府ならびに関係業界に対し

働き掛けることとなっているが、その一環と

して欧州においても日本同様海運業界との連

携を強化するため、AWESよりECSA（Euro－

pean　CGmmunity　Shipow1ユers’Associati（＞n

欧州共同体船主協会）に対し、共同歩調を採

るよう働き掛けている。

（7）欧州においては、船舶解撤そのものを巡

る現状および問題点に関する理解が必ずしも

進んでおらず、当方より93年3月にとりまと

めたWHITE　PAPER　ON　GLOBAL　SHIP－

SCRAPP正NG　INDUSTRYに基づき、現状の

解撤能力は1，000万％程度までは確保できるも

のの、今後70年代目に建造された大型船が大

量に解撤に向かえば解撤能力がショートする

恐れがあること。また、現在解撤を実施して

いる国々は解撤船の購入資金、伸鉄スクラッ

プ材の需要などに問題を抱えており、今後の

解撤能力の増強は楽観できない旨指摘した。

　また、今後、解撤業を安定的に発展させる

ためには解撤工事量の平準化が必要であり、

そのためには解撤船供給サイドの努力も必要

とされることも説明した。

（8）検船データのデータベース化が各所で開

発中、もしくは実施に移されているが、その

データベースの運用にあたっては、情報の開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．（
示と乱用の防止について懸念を示す関係者も

あった。

　OCIMF…SIREシステム／パリMOU／

USCG／IMO…ISIDシステムetc．

（9）サブスタンダード船を市場から排除する

方策とともに、サブスタンダード船の新造船

への更新を支援するための優遇措置が考えら

れないかとの指摘もあった。例えば、D／Hタ

ンカーの入港税、トン税の軽減。

2．第B回アジアED　I　FACTボード
　　　第3回運輸ワーキング・グループの模様

　国連欧州経済委員会（UN／ECE：United

Nations／Economic　Commission　for　Europe）

では、EDI． iElectronic　Data　lnterchange：電

子データ交換一企業や行政機関が、互いにコン

ピュータを利用し、広く合意された規則に基づ

き情報交換を行うこと）のための統一規則とし

て、UN／EDIFACT（United　Nations／Elec．

tronic　Data　Interchange　fQr　Admin正stratiQn，

Commerce　and　Transport）の開発。保守・啓

蒙普及などの作業を行．っており、これを世界的

に推進するため、ラポーター（Rapporteur）と

呼ばれる専門家を西欧・東欧・汎米・豪州／NZ

・アジア・アフリカの6地域で1名ずつ任命し、

その支援組織と．して、各地域にEDIFACTボー

ドを設置している。

　アジア地域では、当協会情報システム専門委

員会委員でもある伊東健治氏（日本貿易関係手

続簡易化協会理事）がラポーターに任命され、

その活動を円滑に推進するためのアジア

EDIFACTボード（ASEB：Asia　ED正FACT

BQard）が組織されている。

　（船協月報1992年6月号内外情報6参照）

1．第8回アジアEDIFACTボード会合

　1994年6月7日～8日、同ボードの第8回会

合がクアラルンプールで開催され、正式メンバ

ーの台湾、インド、日本、韓国、マレーシア、

．（．
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．）「

中国、シンガポール、タイのほか、フィリピン、

香港、インドネシア、そしてESCAP、UN／ECE

／WP．4からのオブザーバーを含め、約180名

が参加し、当協会からは下記の7名が参加した。

棄雛獣勇灘細魚レ肇墾煙騨岡本秀徳

NYKシステム総研　主席研究員

川崎汽船　港湾事業部副部長

日本郵船　業務企画部課長

大阪商船三井船舶　企画部
業務企画グループ主任海技士

当協会　業務部業務第一課長

　〃　　業務部業務第一課

細貝　丈明

鬼頭　吉雄

辰巳　　順

村田　嘉隆

園田　裕一

笠原　永子

　今回の会合では、新ボード・メンバーおよび

メンバーの交代の紹介、規約改正の検討が承認

され、UN／EDIFACTに関する世界的動向や

去る3月14日～18日に開催された第39回ECE／

WP．4会合および4月25日～29日に開催された

JRT会合（オタワ）の模様（本誌1994年6月号

海運ニュース参照）などが報告された。

2．第3回運輸ワーキング・グループ

　ボード会合に先立ち、6月6日～7日の両日、

その下部組織である各ワーキング・グループ（以

下WG）が開催され、運輸WGの第3回会合も

開催された。

　「司WGへの参加者は、台湾、香港、インド、

日本、韓国、マレーシア、シンガポール、タイ、

の6島国2地域から31名であった。

　同WGは、第5回アジアEDIFACTボード会

合（92年10月ソウル）で日本から設立提案を行

ったもので、議長には、第1回会合以来、日本

の岡本秀徳氏（物流EDI研究会・EDIFACT作

業部会・ベイプラン小作業部会主査）が就任し

ている。また、事務局は日本が議長国である間

は当’協会が行っている。

　今回の会合の主な議題は、コンテナ船積付プ

ラン（ベイプラン）に関するUN／EDIFACTメ

ッセージ（BAPLIE）の世界統一マニュアル案

について検討することであった。

　具体的には、第2回WGにおいて採択された

アジア版マニュアルと、既存の欧州版および米

国版のそれぞれのマニュアルの内容を勘案して

作成された三者共通の新マニュアル案を逐条審

議したものである。

　会議では、各項目毎に討議が行われ、ベイプ

ランの専門家によるサブワーキング・グループ

を設置して詳細な問題点の抽出が行われた。そ

の結果、本WGとして基本的に同案に合意でき

ることが確認され、細部については94年9月に

開催されるSMDG会合（共通マニュアルのベー

スとなった欧州版を開発した西欧EDIFACTボ

ード傘下のユーザーグループ）にアジアとして

の意見を提出することとなった。

　同WGの次回会合は、94年U月に台湾で行わ

れる第9回アジアEDIFACTボードの際に開催

される予定である。

3．1974年海上人命安全条約の改正

　国際海事機関（IMO）は、5月16日～25日の

問、第63回海上安全委員会（MSC）およびSO－

LAS条約締約政府会議を開催し、1974年海上人

命安全条約（74／78SOLAS条約）の改正案など

を審議した。

　採択された改正案のうち主要なものは次の通

りであるが、SOLAS条約のほか、タンカーに乗

り組む者のための特別訓練要件に関するSTCW

条約第V章の改正についても採択（本誌1993年

4月号参照）されており、これにより、1989年

以陶こ頻発したタンカー、バルカーの安全対策

にかかわる条約改正は一段落した形となった。
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〔1）国際安全管理コード（＄OLA＄条約選章）

　船舶を運航する船社の管理体制を規定する

ための国際安全管理コード（ISMコード）が

SOLAS条約新IX章により強制化された。発効

時期は国際航海に従事するすべての客船、原

油タンカー、ケミカルタンカー、ガスキャリ

ア、バルクキャリアについては1998年7月1

日、前記以外の500％以上の船舶は2002年7月

1日以降適用される。

②　海上安全強化のための特別措置（同条約

XI章）

　操作要件に係わるポート・ステート・コン

トロールに条約上の法的根拠を与えること、

タンカーおよびバルカーに対する検査強化、

ガイドライン（総会決議744（18））の強制化、

すべての船舶を登録し船名が変更されても必

要に応じ追跡を可能にするためのIMOナンバ

ーの強制化、および船級協会など検査代行機

関の承認に関するガイドライン（総会決議

739（18））の強制化を内容とするSOLAS条約

新瓢章が制定された。発効時期は1996年1月

1日となっている。

⑧　船舶通報制度（同条約V章一8／1規則）

　IMOが策定する基準およびガイドラインに

基づいて、IMO承認の下に船舶通報制度が実

施される場合、それぞれの通報制度の規定に

従うこととされ、船長は要求される情報を報

告しなければならないこととされた。発効時

期は1996年1月1日となっている。

㈲　非常用曳航装置（同条約V章一15／1規

則）

　20，0QO％以上のタンカー（原油、プロダク

ト、ケミカル、液化ガス）は、主管庁の認め

る曳航設備を船首尾に備えなければならない

こととされた。発効時期は新造船については、

ユ996年1月1日以降、現存船についても1999

年1月3／日までの最初の入渠時に設置しなけ

ればならないこととされている。

（5）船橋視界の要件（同条約V章一22規則）

　長さ45m以上の船舶は、操船指揮位置から

船舶の長さの2倍あるいは500mのどちらか短

い距離より遠くの海面視界が遮られてはなら

ないなど、船橋からの視界についての要件が

定められた。発効時期は1998年7月1日であ

り、同日以降建造される新造船が対象となる。

現存船については、可能な限り規則を満たす

こととされているが、構造の改造や設備の追

加が伴う場合は必要ないとされている。

（6＞条約改正の早期発効

　船舶の安全対策など、緊急を要する条約改

正の手続きを、SOLAS条約締約政府会議に

おいて3／4以上の多数で可決され、かっ、

事務局が改正案を2カ月以内に回章することを

条件に、採択／発効までの期間を12カ月に短

縮（従来最短でも18ヵ月〉することが決議さ

れ、条約改正の早期発効の促進が図られた。

の　その他

　ω　燃料管の二重管化（同条約II章一2／

　15規則）

　　すべての船舶は高圧燃料管を二重管化し

　なければならないこととされた。発効時期

　は1998年7月1日であり、新造船について

　は同日以降、現存船についても2DO3年7月

　1日以降適用される。

　的）高速船コード（同条約X章）

　　高速船について規定された高速船コード

　　（HSCコード）がSOLAS条約新X章とし

　て制定された。発効時期は1996年1月1日

　となっている。

　の　国際ガスキャリアコード（同条約VII章）

　　SOLAS条約VH章（危険物の運送）におい

　て引用されている国際ガスキャリアコード

　（IGCコード〉のうち、貨物の最大積付け率

　計算式が策定され、タンクのベント管の背

せんきょう　平成6年7月号
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圧が具体的に明示された。発効時期は1998

年7月1日であり、同日以降の新造船から

適用される。

4．EO条問題小委員会の審議模様

　海上安全船員教育審議会船舶職員部会は、6

月24日、20条問題小委員会を開催し、別表の通

り外航船19隻（混乗近代化船18隻、その他1隻）

について、配乗基準の特例措置を承認した。

　これにより、同小委員会がマルシップ混乗船

として20条特例を承認した船舶の合計は、外航

〔別表〕二乗近代化船

　　　　　　　　　　1，．．．

船醸・近前歯なうた・
　なお、前述の外．航船．148隻には、売船、配乗替

え、新マルシップより混乗近代化船への移行な

どによるものも含ま’れており、就航中の船舶は

95隻（混乗近代化船26隻、その他69隻）である。

船　　　名　　　　　会　社　名 二種（別の内庫。言外職。〉 そ　の　他

大　八　洲　刈旭　海　運 ，努，，幕。1妻琴ピン人魂、，、 新マルシップからの移行

神　　　栖　　　丸　第一中央汽船 撤　積
V万4，843

日本人　　　　　8名フィリピン人　14名②

B実用船からの移行

筑　　　前　　　丸1第一中央汽船 撤　積
V万5，3GO

日本人　　　　　8名フィリピン人　14名②
新マルシップからの移行

・スモア・ド・メ列共栄タ・カー タンカー
P4万0，272

日本人　　　　　9名フィリピン人　16名（1）

新マルシップからの移行

コスモアス　トリア 共栄タンカー タンカー
P3万8，197

日本人　　　　　8名フィリピン人　16名②

新マルシップからの移行

コスモギャラクシイ 共栄タンカー タンカー
P3万6．681

日本人　　　　　8名フィリピン人　16名②
新マルシップからの移行

天　　　栄　　　丸　共栄タンカー　　　　　　　　　1 タンカー
R万9，257

日本人　　　　　9名フィリピン人　王5名③
新マルシップからの移行

神　　　宮　　　丸 日　本　郵　船
自動車　　1日本人　　　　8名2万1．267　ミャンマー人　王4名（2）

新マルシップからの移行

甲　　　　　　　　斐 日　本　郵　船 コンテナ
T万0．606

日本人　　　　　8名フィリピン人　14名②

新マルシップからの移行

能　　　代　　　丸 日　本　郵　船 石　炭
T万3，935

日本人　　　　　9名フィリピン人　13名（1）

新マルシップからの移行

エヌワイケイ　スターライト 日　本　郵　船 コンテナ
S万3．227

日本人　　　　　8名ミャンマー人　14名（2）

新マルシップからの移行

エヌワイケイ　サンライズ 日　本　郵　船 コンテナ
S万3，209

日本人　　　　　8名ミャンマー人　王4名②
新マルシップからの移行

高　　　嶋　　　丸 日　本　郵　船 タンカー
P3万8．320

日本人　　　　　8名フィリピン人　16名②
新マルシップからの移行

ぱ　　な　　ま　　丸 大阪商船三井船舶
貨　物1万7．139 日本人　　　　　8名

Cンドネシア人　王5名②
新マルシップからの移行

矢　　　作　　　丸 大阪商船三井船舶 石　炭
T万5，553

日本人　　　　　8名フィリピン人　14名②
新マルシップからの移行

センチュリーリーダー5 八　馬　汽　船
自動車2万2，890 日本人　　　　　8名フィリピン人　14名②

新マルシップからの移行

筑　　波　　山　　丸 国際エネルギー輸送 タンカー
P4万6．376

日本入　　　　　8名フィリピン人　14名②
新マルシップからの移行

山　　　陽　　　丸 タンダマリン
石　炭5万0．905 日本人　　　　　9名フィリピン人　13名（1）

B実用船からの移行

その他

船　　　名 会　社　名 船　種（％）
　配　　乗（（）内は外国人員外職員）

そ　の　他

明　　　洋　　　丸 明　治　海　運
自動車1万7．380 日本人　　　　　9名フィリピン人　13名③

A実用船からの移行
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業界探訪

訪問団体　石　油　連　盟

設
沿

立　昭和30年11月1日

革　石油連盟は、石油精製業の団体であ

　　つた「石油精製懇話会」と石油元売

　　の団体であった「石油元売懇話会」

　　とが発展的に統合した民間団体であ

　　る。

　　　石油精製懇話会は、太平洋岸製油

　　所の再開直後の昭和25年3月3日に

　　設立され、戦後初めて石油業界が自

　　主的に相互の連絡や親睦のために結

　　成した団体であった。

　　　石油元売懇話会は、石油需要の急

　　増とエネルギー革命の急速な進行の

　　中で、政府が石炭から重油への熱源

　　転換方針を短期間に外貨節約と石炭

　　鉱業の合理化を理由に重油から石炭

　　へ再転換する方針に変更したため、

　　元売各社にとって重大な問題となり

　　政府に対する折衝や他産業との交流

　　を行う必要が生じたこと、元売各社

　　はもともと販売活動の拠点となる団

　　体の結成を企図していたことなどか

会
　
会

　　ら、急きょ昭和29年2月5日に設立

　　された団体であった。その後、石油

　　業界が精製業界と販売業界に二分し

　　たままで業界の諸問題について活動

　　するのは得策ではなかったため、両

　　懇話会は昭和30年10月31日に解散、

　　発展的に両団体を統合して石油連盟

　　を昭和30年11月1日に設立した。

長　建内　保興（日本石油会長）

員　本連盟の会員は、原油の精製施設を

　　有して石油精製業を営むか、または

糠
灘
惣
擬

　
コ

（
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　　　　全国的に一般石油製品の元売業を営

　　　　　む石油業者をもって組織する。会員

　　　　数25社。

事務所東京都千代田区大手町1－9－4

　　　　　　　　　　　　　　　経団連会館

事業目的．石油業の健全な発達を図ることを目

　　　　　的とする。ただし、営利事業を行わ

　　　　　ない。

事業活動　1．会員会社相互の連絡、融和およ

　　　　　　び親睦に関する事項

2．石油に関する知識の啓発および

普及宣伝に関する事項

3．石油業に関する意見の発表およ

　び建議に関する事項

4．内外石油事情の調査研究および

統計に関する事項

5．大規模石油災害対応体制整備事

業に関する事項

6．その他本連盟の目的を達成する

　ために必要な事項

委員会組織図

識別剤小委員会

総

公正競争草岡検討小委員会

岳定整儲緒油所専門委員会

流通法制専門委員会

メタノール等問題小委員会

政策問題小委員会

常任理事会

会

理　事　　会
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灘二男ぜミナ｝：恥｝ル第52回

石油の登場で終わった

鯨たち最大の危難の時代

　18世紀の頃、米国・ニューイングランド沿岸

に住む人々にとって、捕鯨は、現在の石油産業

に匹敵する一大産業だった。当時の捕鯨の目的

は燃料としての鯨油の採取であり、中心となっ

たナンタケットは、捕鯨に携わる150隻もの船舶

を擁する世界最大の捕鯨基地だった。

　当初は沿岸でのセミ鯨の捕獲が中心だったが、

乱獲によってその頭数は激減し、やがて捕鯨船

は遠く西インド諸島から大西洋にまで出かける

ようになる。しかしここでも鯨の頭数は急速に

減り、ついには太平洋にまで進出するようにな

った。

　それまで、ほとんど捕鯨が行われていなかっ

た当時の太平洋はまさに鯨の宝庫だった。19世

紀半ばには、遠洋捕鯨に対応して船は大型化し、

隻数も増えた。その頃、捕鯨の中心基地となっ

ていたニューベッドフォードの住民一人当りの

欝

所得は世界一。現代の産油国並みの繁栄ぶりだ

った。

　しかしいかに広大な太平洋とはいえやがて鯨

の数は減り、必要な頭数を捕獲するにはより長

期の航海を余儀なくされた。

　ちょうどその頃、鯨油の格好の代替物があら

われた。石油である。それまで井戸直りの最中　　．（

に突然吹き出す始末の悪い泥水とみなされてい

たものが、じつは非常に効率の高い燃料である

ことに人々が気付いてから、石油が鯨油に代わ

る新エネルギーとして歴史の舞台に踊り出すま

でさしたる時間はかからなかった。19世紀の終

わりには海上油井の掘削にも成功し、蒸留技術

の進歩によって灯油やガソリンなどさまざまな

燃料や潤滑油が原油から取り出されるようにな

った。

　こうして鯨たちの最大の危難の時代は終わっ．

たが、すでに激滅してしまった頭数はその後も

回復してはいない。海洋資源の管理などという

考えがまだ存在しなかった頃の話とはいえ、そ

のッケは現在まで続いている。

「船は遅い」の常識を覆す
超高速滑走艇（ハイドロプレーン）

　船は、一般に遅い乗物というイメージがある。

例えば貨物船で最高速のコンテナ船でも航海速

力は24ノット（時速約44km）前後。軍用艦の中

で最も速い駆逐艦でも40ノット（時速74k④前

後で、航空機や鉄道、自動車と比べれば確かに

遅い。

　しかし競技用やスピード記録用の高速モータ

ーボートとなると話は違ってくる。こうした小

型艇は、船底をフラットにつくり、強力なエン

ジンの力で船体を浮かせ、ちょうどスキーのよ

（、

無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎
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　　　うに水面を滑走して走るもので、ハイドロプレ

　　　ーン（水上滑走艇）と呼ばれる。

　　　　航走中は水の抵抗がほとんどなくなるため極

　　　めて高速で、航空機用のターボジェットエンジ

　　　ンを積み、時速200kmを超す記録を生んだ艇もあ

　　　る。

　　　　しかしこのような高速になると、わずかな波
．）
　　　でも船体は水上をバウンドし、再び着水すると

　　　きに受ける水．而からの反動は、まるでコンクリ

　　　ートにぶつかったような衝撃を与える。

　　　　このためちょっとバランスを崩せば、船体を

　　　破損したり沈没したりという事故をまぬがれな

　　　い。スピードの極限を追求する船のF1レース

　　　の世界もまた、死の危険と背中合わせの世界な

　　　のである。

「トルデシーリャス条約」は

：地球まつ二つの山分けプラン

　　　　アフリカ回りのインド航路発見に乗り出し大

　　　航海時代の先陣を切ったポルトガルに対し、遅

　　　れをとったスペインは、コロンブスに資金援助
．）．

　　　して、西方航路によるインド到達を目指した。

　　　　コロンブスは、大西洋を西進して西インド諸

　　　島に達しスペインによる領有を宣言するが、す

　　　でにローマ法王からポジャドール岬（北緯26度〉

　　　以南のアフリカ沿岸部とその接続水域の領有権

　　　を認められていたポルトガルはこれに強く抗議

　　　する。ポルトガルは「接続水域」の概念を西に

　　　限りなく延長して解釈し、西インド諸島もその

　　　中に含まれるものと考えたのである。

　　　　ポルトガルとスペインの両国はローマ法王に

　　　調停を求め、1494年の6月、「トルデシーリャス

　　　条約」を結ぶ。その内容は、アフリカ沖のヴェ

　　　ルデ岬諸島から西に370レグア（約2，000km）の
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地点を通り南北に延長される経線で地球を真二

つに分割するというものだった。

　この分割線は、西経46度37分の経線とその裏

側を通る東経133度23分の経線に当たり、前者よ

り西（もしくは後者より東）で発見される非キ

リスト教徒の⊥地がスペインに、前者より東（も

しくは後者より西）で発見される非キリスト教

徒の土地がポルトガルに与えられた。

　現代の常識からすれば、あまりにも手前勝手

な条約だったが、新大陸の領有に関しては、こ

の条約は比較的よく守られた。中南米諸国の中

でブラジルだけがポルトガル語圏に属するのは

この条約による分割の名残である。

　しかしアジアを通過する分割線については、

ほとんど有名無実だった。この地域では、その

後、イギリスやオランダが自由に交易を行い、

17世紀にグロティウスが唱えた「公海自由の原

則」の影響もあって、ポルトガルとスペインの

二国間条約は無視された。両国がその権利を主

張するには、武力による実力行使しか方法がな

かったが、当時の両国の力ではそれも不可能だ

ったのである。

､1．
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　大阪は「難波津」と呼ばれ、その昔、遣唐使船の

発着場となるなど港は外交上、経済上、重要な位置

を占め、人と物とが往来する、ならではの拠点であ

った。そして近年ゆとりある社会の実現志向ととも

に、海洋性レクリエーションやウォーターフロント

につながる話題とともに、海や港湾への関心がとみ

に高まりつつある。こうした背景の中で、平成6年

9月4日待望の24時間空港である関西国際空港が開

港の時を迎える。この新空港オープンに先立つ50日

前、海と港湾がもたらす数々の恵みと役割を見つめ

直し、21世紀へ向け世界に開かれた大阪の新しい足

取りにふさわしい「第9回海の祭典」がスタートし

た。

　大阪湾岸各地においては、すでに昨年来’穿月20

日を国民の祝日「海の日」に”の署名運動に連動し

て“海の祭典”プレキャンペーンが随時進められて

きた。「海の日」の署名活動も一応終了し、運動の主

役は海の祭典へとバトンタッチされ、さらに8月後

半には関西新空港オープンへと力点が移行するとい

う絶好のタイミングのもとに一連の各種行事が進行

中である。

、、■’，

、
”
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21世紀に向かって成長していく、わんぱくな海のこどもを

波と太陽でイメージしたものです。

太陽の輝きは9本で、第9回「海の祭典」を表しています。

［第9回海の祭典］のあらまし

1．会場＝大阪港、堺泉北港、阪南港・二色の浜、

　　　　りんくうタウン、淡輪．・箱作海岸

2．期間；平成6年7月17日（日）～8月工4日（日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．へ
3，主催＝第9回「海の祭典」推進協議会

　　　　代表理事・大阪府知事、大阪市長

4．後援：運輸省、海上保安庁、気象庁ほか

5．催事の主なもの

（ll　7月17日　オープニングパレード

　　大阪市内、堺市内

（2）シンポジウム

　　　「大阪の海一二千年の歴史と未来一」

　①21日「古代大阪の国際交流」

　②22日「自由都市・国際貿易都市堺市と天下

　　　　　　の台所大阪の人と港」

　③23日「情報発信都市大阪、21世紀の海と空」

　（3＞主催・共催・協賛・後援の各種行事

　　①帆船、客船などの一般公開とクルージング

　　　（にっぽん丸によるデイクルーズとワンナイ

　　　トクルーズ・飛鳥によるワンナイトクルーズ

　　　など）　　　　　　　　　　　　　　　　　＿．

　　②日本丸帆走と漁船パレード見学会

　　③海の教室フェリーによるクルージング

　　④光と音のファンタジックシップショー

　　⑤大阪湾クリーンアップ作戦

　　⑥フィックス艇大阪湾大遠漕

　　⑦瀬戸内海研究会議シンポジウムなど

　〔4）地区別イベント

　　　大阪港ボート天国、舞洲野外コンサート、マ

　　リンフェアin大阪、海の絵画展・写真展、天保

　　山薪能、天神祭奉納ヨットレース、花火大会、

　　堺大魚夜市、堺たそがれコンサート、高石市民

　　レガッタ、国際ドラゴンボートレース、女子ビ

　　ーチバレー世界大会、泉大津ロマンフェスティ

　　バル、ジャパンボードセーリングマラソンなど。
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海運日誌 隆6月

1日　運輸省は、内航業界の体質強化を目的に、

　　オーナーとオペレーターの許認可基準見直

　　し、輸送の効率化とモーダルシフトへの取

　　り組みの強化など7項目からなる構造改善

　　指針を5年ぶりにまとめた。

10日　運輸省は、造船政策担当者による日韓造

　　船課長会議で、三星重工、現代重工、漢撃

　　重工の計5基の建造設備拡張を確認したこ

　　とを明らかにした。

15日　当協会は、第47回通常総会を開催した。

　　（P．2特別欄参照）

　◎　国民の祝日「海の日」制定推進国民会議

　　は、海運ビル前で、1，000万人署名達成記念

　　イベントを開催した。引き続き要望団が総

　　理府へ1，000万人の署名を届け、国会では羽

　　田総理大臣と面会し「海の日」の祝日化を

　　要望した。

20日　日本タンカー協会は通常総会を開催し、

　　吉田耕三会長（昭和海運社長）の任期満了

　　に伴い、新会長に南雲四郎・川崎汽船社長

　　を選任した。

21日　平成5年12月10日に船員中央労働委員会

　　よワ運輸大臣に答申のあった船員法の一部

　　を改正する法律案が可決成立した。

　　（本誌1994年1月号P．22海運ニュース1．

　　参照）

E2日　油濁損害賠償保障法の一部を改正する法

　　律が第129回通常国会で成立するとともに、

　　油濁2条約（69CLC／71FC）を改正する92年

　　議定書などをわが国として批准することが

　　承認された。同法の概要は、油濁損害につ

　　いての船舶所有者の責任限度額を引き上げ

　　る（約34億円→約93億円〉とともに、国際

　　基金からの補償限度額についても引き上げ

　　（約93億円→約209億円、最終的には約310

　　億円）、また、適用水域を領海内から200海

　　里水域内とするなど法律の適用範囲を拡大

　　することなどである。

24日　当協会は、運輸省海上交通局に対し、米

　　国入港船舶へのとん税引き上げを盛り込ん

　　だ新海運助成法案（H．R．4003）に反対する

　　要望書を提出し、運輸省を通じ政府間べ一

　　スでの善処を要請した。

　　（P．10シッビングフラッシュ参照）

　＠　海上安全船員教育審議会船舶職員部会は、

　　20条問題小委員会を開催し、混乗近代化船

　　8社18隻、新マルシップ混乗船1社1隻を

　　承認した。（P．27海運ニュース4参照＞

E5日　日本内航海運組合総連合会は、第29回通

　　常総会を開催し、松本泰徳会長の任期満了

　　に伴い、新会長に増井義己副会長を選任し

　　た。

80日目村山富市新首相は、閣僚名簿を発表し、

　　自民、社会、新党さきがけ三党による連立

　　内閣が発足した。運輸大臣には、元運輸政

　　務次官で自民党の亀井静香党副幹事長が就

　　任した。
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陳情書・要望書（6月）

宛先＝運輸省海上交通局外航課長

件　名；米国H．R．4003に対する反対についての

　　　　要望

要　旨：同法案は米国に入港する船舶に対する

　　　　トン税を大幅に引き上げる内容となつ

　　　　ており、その経緯等から米国海運業等

　　　　への助成のための財源として確保しよ

　　　　うとしているのは明らかとなっている。

　　　　当協会は同法案に強く反対するもので

　　　　あり、ついては運輸省においても、政

　　　　府間ベースにより善処願う旨要望した。

海運関係の公布法令（6月）

⑭　油濁損害賠償保障法の一部を改正する法律

　　（法律第53号、平成6年6月29目公布）

㊧　船員法の一部を改正する法律

　　（法律第75号、平成6年6月29日公布、平

　　成7年4月1日施行）

㊨　船員の雇用の促進に関する特別措置法第3

　　条第1項の就職促進給付金の臨時特例に関

　　する省令の一部を改正する省令

　　　（運輸省令第24号、平成6年6月24日公布、　（

　　平成6年7月1日施行）

㊨　港則法施行規則の一・部を改正する省令

　　　（運輸省令第28号、平成6年6月24日公布、

　　平成6年7月15日施行）

㊥　船員保険法施行規則の一部を改正する省令

　　　（厚生省令第44号、平成6年6月29日公布、

　　即日施行）

㊨　海難審判法施行規則の一部を改正する省令

　　　（運輸省令第32号、平成6年6月30日公布、

　　平成6年7月1日施行）

　　　　　　　「海の日」祝日化署名運動1，000万人達成

　国民の祝日「海の日」制定推進国民会議（会長、稲葉興作・石川島播磨重工業社長）が全国で進めて

いる署名運動が、1，000万人を超え、6月15日、海運ビル前で1，000万人達成記念イベントを開催した。

冒頭、主催者を代表して稲葉会長が挨拶に立ち、続いて原田憲海事振興連盟会長、泉信也参議院議員が

祝辞を述べた。また評議員の大儀見薫さん（日本セイルトレーニング協会理事長〉、加山雄三さん（俳

優）、岸ユキさん（俳優）、草柳文恵さん（テレビラジオキャスター）、柳原良平さん（イラストレータ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．、．㍉　　　　．．　　　　　　’　“　　．一）、土井全二郎さん（海事ジャーナリスト）がそれぞれの体験

を交え、海にまつわるエピソードを語った。

　イベント終了後、1，000万人の署名は4トントラック2台で総

理府へ運ばれ、根本二郎副会長ら要望団が総理府次長、内政審

議室長に署名を提出、国会では、羽田首相（当時）に面会し7

月20日の「海の記念日」を「海の日」として祝日化するよう要

望した。

幽霊樋繭i塾
　　　　　．1　　．エ三眠

（
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1．わが国貿易額の推移　　　　　　　　〔単位　百万ドル）

輸　出 輸　入
前年比・前年同期比（％）

年　月
（FOB） （CIF）

入（▲）出超

輸　出 輸　入

1980
129，807

140528　　　， ▲10721　　　　， 26．0 27．0

1985 175638　　　，

129，539
46099　　，

3．2 ▲　5．1
1990 286948　　　レ 234、，799

52149　　，

4．3 11．4

1991
314，525

236737　　　，

77，789 9．6 Q．8

1992 339650　　　， 233021　　　， 106628　　　，

8．0 ▲　1．6
1993 360872　　　， 240551　　　，

120，318 6．2 3．2

工993年6月
30487　　，

20，567

9
9
2
0
　
， 8．4 7．3

7 32227　　， 20390　　， 11836　　， 9．2 0．5

8
27，865

20373　　，

7，492 6．6 6．5

9 33342　　，

20，807
12534　　，

5．4 6．4

10 31377　　， 20446　　， 10932　　，

1．0 1．1

11
28，420

21002　　，

7，418 4．2 6．5

12
32，737 19，805 12，932 6ユ o．7

1994年1月
25968　　， 19899　　，

6，069 7．6 5．2

2 29563　　，

18，652
10910　　，

5．7 7．2

3
36，546

22578　　，

13，967 5．4 6．1

4 32936　　， 21779　　7 ll　156　　，

7．3 6．6

5 28116　　， 21560　　，

6，555 4．4 12．5

（注）　通関統計による。

B．不定期船自由市場の成約状況

十難黙撚騨懸一

2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年　月 謝平均 最高値 最安値

1985
238．54 200．50 263．40

1988 128．工5 120．8Q 136．70
1989 137．96 124．10 150．35．

1990
144．81 124．30 160．10

1991
134．55 126．35 ／41．80

1992
126．62 119．15 134．75

1993 111．19 100．50 125．75

1993年7月 107．73 105．9D 109．75
8

103．70 100．50 105．15
9 10529 104．30 106．25
1o

106．97 105．10 108．63
11

107．80 105．85 109．00
12

109．70 ／07．70 111．85

1994年1月 111．51 108．70 113．20
2

lO6．33 102．20 109．00
3

／05．17 103．15 106．50
4

103．53 105．05 102．50
5

103．99 101．55 105．05
6

102．72 99．05 105．33

（単位：千MIT）

d
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．
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鉱

船
用
海
航
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訳
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別
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叩
（
グ
ン

炭
石

物
穀

ル
海
シ
航

海
航
続
連

計
合

分
区
　
　
　
　
次
　
　
　
　
年

　
　
　
　
　
　
　
1
0
1
1
1
2
1
2
3
4
5
6
8
9
0
1
2
3
　
　
3
　
　
　
　
4
8
8
9
9
9
9
　
　
9
　
　
　
　
9
9
9
9
9
9
9
　
　
9
　
　
　
　
9
1
1
1
1
1
1
　
　
1
　
　
　
　
1

　（注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの合計。③年別は暦年。
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4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシヤ湾／日本 ペルシャ湾／欧米
月次 1992 1993 1994 1992 1993 1994

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2

62．50　37，50
T6．50　35．00
R7，50　31．00
S5．00　33．50
S5．00　42．00

SL50　33，00

T0．00　39．50
T2．00　45．50

S9、00　4L60
T4．50　47，00

U5．00　5L75
U2．50　49．00

58．00　49．00
T3．00　47．50
T0．OD　41，50
S6，00　44．00
S6．00　38．00
T3．00　38．00

U4，00　59．50
S7．50　40．50
T5．00　42．00
T0．00　42．05
E6．05　40．00
E3．05　34．00

42．50　32，00
R9，05　31．25
S6．00　37．50
R8．50　31，80
R7．00　35，00
S4，50　32．00

54．00　33．00
T5．00　32，50
R6．00　32．00
S5．00　31．00
S4．50　35．00
R8，00　32，00

S5．00　37．50
S5．00　42，50
S6，25　38．00
T0』0　40．00
U2．50　50、00

U0．00　4650

57．50　46．50
S5．00　42．50
T0．00　37．50
S7．50　40．00
S2，50　37．50
S8．50　36，00

T6，25　45．00
S7．50　39，00
S5．00　38．50
S5．00　39．05
S2，05　37．05

S000　3400

37．50　30，00
R5，00　30．00
S6．00　32，50
S1．00　32，00
R4，50　30．00
S2，50　30．00

（注）①日本郵船調査部資料による。②単位はワールドスケールレート。1989年1月以降

　　③いずれも20万DIW以上の船舶によるもの。④グラフの値はいずれも最高値。

5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）

新ワールドスケールレート。

（単位　ドル）

（

ガルフ／日本 北米西岸／日本 ガルフ／西欧
月次 1993 1994 1993 1994 1993 1994

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
23．50　22，00 23．50　20，65 12．85　12．25 一 12．05　11，50 10．25　　9．102
24．75　22，35 21．50　19．50 12．25　12．15 12．00 12，78　　9．80 9，30　　8、603
26．25　24，00 19，30　18．25 13．70 11．75　11．70 1225　U、40 8．45　　8．004
26．25　25．25 19，80　19．25 一 一 13．00　12．31 10．255
28，00　25．75 24．25　22，50 14．45 　 13．75　13．25 12．00

6
26．25　23，00 23．3G　20．25 一 一 13，75　11．00 10．50　　9，87

7
23．00　20．50 13．80　12．75 10．67　／0．508
24，85　21．00 13．80 11，42　　9．93

9
24，50　22、25 一 1L75　10．7010
23，80　21，75 13．10　13．00 10．65　　9．50

11
23，25　21，45 一 ／1、50　10．3012
21．90　20．50 一 1060　1000

（注）①日本郵船調査部資料による。②いずれも5万D〆W以上8万D／W未満の船舶によるもの。
　　③グラフの値はいずれも最高値。
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日．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位＝ドル）

ハンプトンローズ〆日本（石炭） ツバロン 日本（鉄鉱石） ッバロン／西欧（鉄鉱石）

月次 1993 1994 1993 1994 1993 1994

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

10．50 9．45 7．50 8．80 4．50 4．35
2

9．95 9．25 『・ 7．70 　 4．96
3

10．90 一 8．25　　7．8Q 一 5．45 5．6G　　　4．50
4

一 一 8．35 9．25　　7．90 6．50 6．25　　5．55
5

一 13．／0　12．40 一
／0．30 6．70　　6．50 6．50　　5．75

6
13．40 一 一 9．50　　9．10 『 5．75　　5．30

7
一 lG．OG 5．85　　5．80

8
｝ 10．50 　9
一 9．60 5．75

10
一 9．50 5．65　　5．20

／1 12．75 9．85 5．35　　5．1512
　 一 5．30　　4．95

（注）①日本郵船調査部資料による。②いずれも10万D／W以上15万D／W未満の船舶によるもの。
　　③グラフの値はいずれも最高値。

7．タンカー運賃指数

）． タ　　　ン　　カ　　　一　　運　　　賃　　　指　　　数

月次 1992　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1993 工994VLCC
中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D H。C

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
／
2

37．9

S8．9
S1．1

R3．9

S0．6

R9．4

R6．0

S3．5

S4．6
S3．d

S9．5
T6．8

86．6XL2
W3．8WL3
V1．6
V0．7

U8．9

V4．6

V1．7
V2．9

V9．3

U4．5

／20．6

P33．9
P40．7

P15．5
P10．2
P04．7

P03．9

tO．4
P13．6
P13．2

P15．9
P17．3

152．1

P84．7
Q08．5
P58．3
P60．8

P55．4

P71．8
P78．ユ

P65．O
P56．4
P64．7
P74．2

183．7
P947　　　－

P68．1

P53．6
P47．4
P60．0

P53．6
P54．7
P62．3
P61．7
P48．6
P76．6

52．2

T1．4

S4．9
S5．2
S2．5
R9．7

S5．9

T2ユ
S1．5
S2．3

S2．5

S1．2

98．3

X4．9
X8．1

X8．2
X3．1

P01．3

P01．9
W9．4

V8．4
W1．4

X2．0

X3．2

138．6

^30．1
P26．5

P32．2P4L2
P53．8

P40．7

P22．9
P10．8
P18．9
P25．8
P20．4

162．6

P67．4
P717　　　－

P87．6
P92．B

P77．3

P84．2

P84．1
P60．9
P54．D

P52．7

P59．3

193．2
P81．6
P69．2
P67．8
P53．7
P70．／

P61．9
P67．2
P7／．9

P75．7P863
Q10．2

37．6

R4．2

R7．1
R7．9
R6．6

90．6

W8．8

W8．1
W8．2
X3．6

133．7
P44．2

P30．8

P25．7
P24．5

161．9
P7LO
H75．2
P7L7
P69．1

211．7
Q21．3
Q19．2
Q03．5
P99．4

平均 43．0 76．4 116．7 169．2 158．2 45．1 93．4 130．2 171．2 175．7

（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　はロイズ　ォブ　ロンドンプレスと1987年ll月に合併）②タンカー運賃はワールドスケールレート。③タンカー運賃
　　指数の発表様式が87年10月よP次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　④VLCC＝15万LOOOトン（15万トン）以
　　上◎中型＝7万IOOO～15万トン（6万～15万トン）◎小型：3万6000～7万トン（3万～6万トン）∈）H・D究ハ
　　ンディ・ダーティ＝3万5000トン（3万トン）米満　㊧H・C＝ハンディ・クリーン；5万トン（3万トン）末満。

せんきょう　平成6年7月号 鷹
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B．貨物船用船料指数

・

貨物 船航海 用船料 指数 貨物 船定期 用船料 指数月次 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1989 1990
199／ ／992 1993

／994
1
197．8 204．3 215．0 208．0 194．0 189．0 312．0 349．1 306．4 343．0 323．0 327．0

2
204．9 208．3 198．0 202．0 192．0 185．0 334．0 356．5 318．0 326．0 326．0 320．03
202．4 203．3 199．0 195．0 191．O 185．0 363．7 357．6 325．0 320．0 327．0 324．0

4
212．1 176．4 207．0 192．0 194．0 198．D 329．8 288．7 335．0 30D．0 356．O 310．05
202．7 202．9 205．0 191．0 195．0 191．0 336．9 343．3 344．0 302．0 366．0 318．06
221．5 197．9 205．0 195．0 2D9．0 346．2 353．5 342．0 301．0 319．0

7
201．8 191．4 208．0 190．0 206．0 318．7 343．7 349．0 295．0 335．0

8
189．3 190．0 206．0 191．0 194．0 336．8 325．0 342．0 288．0 346．0

9
204．／ 197．0 206．0 191．0 196．0 324．3 328．3 318．0 293．0 328．0

10
193．0 195．0 205．0 191．0 188．0 327．5 329．5 325．0 301．0 351．0

11 工97．8 197．0 206．0 193．0 196．0 327．6 322．8 335．0 289．0 372．0
12
208．4 199．0 208．0 196．0 200．0 338．0 311．4 349．0 300．0 349．0

平均 203．0 ／96．9 205．7 194．6 196．3 333．0 334．1 332．4 304．8 34／．5

（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年ll月に合併）②航海用船料指数は1955．ア～1966、6＝ユ00定期用船料指数は
　　　1971＝100り （

9．係船船腹量の推移

1992 1993 1994

月次 貨 物船 タンカー 貨 物船 タンカー 貨物船 タンカー
隻数 千GIT 千DIW 隻数 千GIT 千DIW 隻数 千G／T 千DIW 隻数 千GIT 千D／W 隻数千GIT千D〆W 隻数千GIT千D／w

1 292
1，852 2，423

46
1，531 2，807

345
2β28 3，048

90 4，282 8，395 329　2，476　3，203 912，975　5，556
2 284

1，750 2，332
46
1，490 2，729

348
2，429 3，154

94
4，083 7，981 310　2，333　3，D／7 80　2，656　5，021

3 288
1，823 2，427

48
1，536 2，280

350
2，481 3，204

97
3，872 7，565 312　2，304　3，DOO 84　2，813　5，326

4 297 1，825 2，432 55 1，903 3，53S 331 2，3」7 2，988 92 3，737 7，285 303　2，198　2，808 812、534　4、749
5 292

1，868 2，569
57 1，981 3，7θ3 324 2，252 2，982 96 3，356 δ，408 29ユ　2，158　2，816 82　2，601　4，901

6 302
1，937 2，652

68 3，111 6，180 317 2，232 2，954
93
3，179 6，054 288　2，118　2，825 85　2，300　4．215

7 305
1，926 2，613

74 3，524 6，932
313
2，217 2，997

100
3，455 6，589

9 322
2，144 2，971

74
3，590 7，132

315
2
1
7
4
　
， 2，9D6

98 3，327 6，308
9 335 2，180 2，993 75． 3，621 7，203

315
2，248 3，069 ／06 3，316 5，279

10 336 2，216 3，011 74 3，540 6，989
313
2，250 3，041

103
3，287 6，218

11 332 2，241 3，039
85
3，947 7，789 32〔1 2，293 2，975

98 3，219 6，052
12 350 2，457 3，280

95
4，598 9，056

333
2，514 3，273

94
3，050 5，642

（注）ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドァップベッセルズによる。
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10．スクラップ船腹量の推移

1992 1993
／994

月次 乾貨物船 タンカー 乾貨物船 タンカー 乾貨物船 タンカー
隻数千GIT千D／w 隻数千GIT千D／W 隻数千GIT千DIW 隻数千GIT千DIW 隻数千G／T千D／W 隻数千GIT千DIW

1
44　　2邑9　　406 9　　140　　258 34　　392　　710 工5　　699　1，412 2D　　l85　　342 8　　226　　4392
53　489　7S6 6　　114　　238 45　　423　　744 15　　430　　843

3
62　　578　　944 ／8　　280　　508 47　　499　　897 20　5411、0434
34　　299　　542 10　　240　　487 31　　5D4　　901 9　　382　　747

5
44　　5S7　　980 18　5031，010 39　　310　529 18　7741．6026
38　　375　　637 23　7551，530 27　　360　　6D9 15　6411，218

7
29　491　859 8　　167　　298 19　　227　　438 12　649工，2748
19　　256　　419 14　7281，511 41　　441　　774 13　　420　　832

9
40　634　1．055 15　6781，435 20　　170　262 8　　101　　169lD
21　　286　　532 10　　427　　841 13　　107　　138 9　　354　　673

ll
32　　401　　691 ll　5781，196 60　　505　　854 13　5121，04012
32　6701，205 13　6961，406 14　　169　　292 ／0　6001，259

計 4485，3559，057 1555，30610，718 3904，1077，148 1576，ID311，572
（注） ①ブレーメン海運経済研究所発表によ る。②300G〆T

11．内航燃料油価格 （単位　円／kの

　　　　　区分
N次 A重油 B重油 C重油
1988

26，875 23，750 20，500
1989

28，050 25，200 21，250
1990

34，675 32，250 26，275
1991

35，075 33，000 26，350
1992

32，300
一 22，150

1993
29，800

一 18β00

1994　／～3 26，200
　 ／5，900

（注）　1．内航海運会社からの聞き取りによる。

　　　2．関東地区における精算実績平均値．
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　少ない情報で物事を判断する事

の危険さについては今更言う迄も

無い。情報洪水と言われる中で、

確かな情報を取りだす事も難しい。

　最近の話題と言えば例の政変劇

が挙げられるが、テレビ、新聞等

の報道はいわゆる三面記事的内容

であり、．大局的観点には乏しいと

感じた。どの党が右に行くのか左

に行くのか、間に合わせ的構想に

同意するのしないの云々。まるで

芸能人が誰かとくっついたり、離

れたりする場合と大差が無い。100

円を切った為替の問題はどうする

のか、北朝鮮対策は、行政改革は、

等々一日を争う問題が山積してい

る事実にどう対応するのか。政治

家のレベルはそれを選ぶ国民のレ

ベル以上ではあり得ないのであろ

うが、あまりにも悲しい現実であ

編集後記
る。

　マスコミの責任も大きい。マス

コミの姿勢については、かねがね

疑問を感じる事が多い。検証をし

ないまま放送される「驚異の……」

「……スペシャル」等のドキュメ

ンタリー。新聞には訂正記事の載

らない日は無いQ

　ふり返ってその情報の受け手で

あり、かつ有権者である我々はど

うだろうか。電車の中でもマンガ

に熱中する中年予備軍。女性の目

が気にはならないのか、側にいて

も恥かしい思いをすることがある、

スポーツ新聞の三面記事に読みふ

ける中高年。

　最近の会社の中での話題はリス

トラが中心である。出向、移籍、

退職等々、出る人．も残る人も大変

な状況にある。個々人の能力や業

務の質量を充分検討する余裕も無

く、一律何パーセント削減の場合

もある。余剰役人、過剰規制、不

要公務等の官公庁リストラを一つ

ひとつ検証し、実行していけば政

治不信はもとより、景気回復にも

大いに貢献するのではないか。

　政治のドタバタ劇や、政治家と

役人の確執を報道するばかりでは

なく、視聴者に対しあるべき情報

を伝え、あるべき方向に導く事も

マスコミの役割であろう。

飯　野　海　運

総務部課長　鈴木康昭

（

（、
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会員，，

会社名：ハ馬汽船㈱（英文名）HACHIUMA　S丁EAMSHIP　CO．，　LTD

代表者（役職・氏名）：取締役社長　藪内　宏

本社所在地：神戸市中央区磯辺通3－1－2

　　　　　　第三建大ビル9階

資本金二500百万円

創立年月日：1925年1月．7日

従業員数：海上109名　陸上31名　合計140名

　　　　

当協会会員は159社。

（平成6年7月現在）

所有船状況 趣）・近海・㊥　護 84」0囲　66』67％

運航船状況 唖〉近海・沿海　7隻 219，533％　　274、4日B％

）．．

主たる配船先＝北米、南米、豪州、アフリカ、三国間

事業概要：創立当時は上海、大連などに配船。海運集約で郵船グ

　　　　　ループに参加し所有船舶は日本郵船に貸船しているほ

　　　　　か、昭和47年に木材チップ専用船による自営に進出、

　　　　　現在7隻を運航するほか、22隻の船舶管理業務を営ん

　　　　　でいます。

ρ

’

’｝「

ワ

会社名：

代表者（役職・氏名）：取締役社長原俊一

本社所在地：東京都千代田区冨士見1－5－1

資本金：48百万円

創立年月日：1948年1月17日

従業員数：海上33名　陸上8名　合計36名

原海運㈱（英文名）HARA　SHIPPING　CO．，　LTD

〆

D
6

所有船状況 齢近演動 2隻 E，843％ E，40B％

運航船状況 遠洋・近海㊥ 5隻 日、09屠 14．02i鑑

主たる配船先；国内

事業概要：当社はセメント専用船（小型・中型・大型）により北

　　　　　九州から、北は北海道、南は宮古、石垣までセメント

　　　　　の海上輸送を行っています。



海への感謝をこめて、7月20日を国民の祝日「海の日」に。

騨　

冷

ρ



平成B年ア月20日発行　毎月】回20日発行　No．408昭和47年3月8日第3種郵便物認可　　　　　　　一llll　「灘ゴ愚＾。讐騰‘　　脳　．一「難婆　　　　　　騨難．〆　　　　　　　撃　　　　　　　…一し汀一　　　　　　　ム／．　　　「　　　　．／　．・＼．．一．蝟Di　　　　　　＼社団法人臼太船‡一会船協月報／1994年7月号目次　巻頭言円高と海運業界の対応★日本船掘会鑛噸法輪奏　　1∫特別欄日本船主協会第47回通常総会　　2：特別欄海技大学校一一一B　シッビングフラッシュ米国の新規運航補助金制度導入問題その後の動きについて　　　m　寄稿海運業界におけるEDlの現状★奎晶晶鷲（轟溢轟蝟・岡本秀徳　　131．書z「Eヨ精丸」に想う★鯨酬大学教授・織田政夫一一一20．海運ニュース1．サブスタンダード船排除のための欧州訪問について　　222．第口回アジアED　l　FAOTボード　　第3回運輸ワーキング・グループの模様一一243．1974年海上人命安全条約の改正　　　254．20条問題小委員会の審議模様　　　27　業界団体を訪ねて一石油連盟　海運雑学ゼミナール★第5徊　054ラζン4便り　　32磁海運日誌★6月　　33・…・海運統計　　　35桑編集後記　　　4皿3028癌船協だより★海運関係の公布法令・その他一一一34石炭専用船「能代丸」（、．（　　　一円高と海運業界の対応日本船主協会会長韓法輪　奏幽）　去る6月21日目始めて円が100円を突破（99円85銭）してから1カ月、今や流れは円高でなくてドル安であるといわれている。確かに米国でのドル、株、債券のトリプル安を嫌って起こった世界の資金の円、マルクへのシフトが、プラザ合意（85年）時と違って9千億ドルにまで膨れた非実需の為替投機資金と、10兆ドルを超えるまでになった金融派生商品（デリヴァテイヴ）を巻込んでの流れとなり得る今日では、為替の動きは1〜2年前までのようにファンダメンタルズ等の理論が働き難い投機性を強めていることを否めない。「理由なき円高」、「経済理論的におかしい」と嘆いてみても、世界のディーラー達がその方向へ流れを誘導して儲けられたらそれが勝ちという今日の動きは、ドルにあってはクリントン政権の国際経済と外交での弱さ、日本にあっては「異質の国」を露呈したような小児的政治混迷の中で思いのままの如き観を呈している。　そしてわが国にとって、次に予測される大きな危険は「ドル全面安」を恐れるアメリカが、国際的対応性を欠く日本にのみ責を負わせて「円独歩高」の方向に持っていくことによって自らが助かろうとする動きである。このように今や為替の世界は経済理論の問題以上に各国の戦略戦術を駆使しての仮借ない闘いの場の色を濃くしている。「誠心は必ず通じる」（6月29日指名を受けた村山首相言〉などと「理解」願望型の指導者を戴くわが国の先が思いやられる。今日、自国利害の防衛は影響力を持つ明瞭なコンセプトを強く世界に発信することにおいてのみ可能な時代だが、「海運」においても事は同様である。　海運が円高を嘆いて久しいが、一度でも意志を伴って円建タリフを荷主に提言交渉したことがあるか2　今やサービス継続まで危うくなっている定航の運賃修復を毎年やっても駄目とのセールスマン・レベルでの話し合いの繰返しでなく、大西洋協定のように経営者レベルでの3力年計画導入の努力にまで高めたことがあるかPわれわれは円高にも安売りにも半ば抗し難いものとして諦観的になり過ぎていないか2「神は自ら扶く者を助く」というが、海運も「自ら湧く」努力をもう一段高めるべき時に来たと考える。大方のご一考を乞いたい。せんきょう　平成6年7月号：i：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　塾　　．日本船主協会第47回通常総会匿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蓼情　当協会は、平成6年6月15日、日本海運倶楽部において第47回通常総会を開催し、下記の議案を原案どおり承認した。第1号議案　平成5年度事業報告書および収支　　　　　　決算書承認について第2号議案　平成6年度事業計画、収支予算お　　　　　　よび会費徴収方法承認について第3号議案　平成5年度通常総会以降における　　　　　　役員異動の承認について第4号議案　理事・副会長の補欠選任について第5号議案　決議について　なお、平成6年4月1日現在の当協会加盟の会員数は160社、会員登録船舶数595隻、1，446万5，938％、2，254万6，432％である。せんきょう　平成6年7月号（））決　わが国外航海運は世界貿易物資の安定輸送、就中、わが国およびNIES、　ASEAN等の国民経済を支える重要な使命を担っており、安全運航を基本に高品質のサービスを提供してきた。　しかしながら、近時の経済ファンダメンタルズから離れた異常ともいうべき円高ならびに国際レベルから遊離したわが国の高物価により、わが国外航海運産業は厳しい対応を迫られているQ　この難局を乗り越えるためには、自助努力として、混乗のさらなる推進等一層のドルコスト化はもとより、諸外国海運と協調しつつトレードの安定化を図るとともに、関係方面および国民一般の理解を得て、安全運航と高品質のサービスに見合う適正な運賃を確保しなければならない。さらに、円高および高物価については、内需拡大・市場開放・内外価格差の解消等、政府の適切な施策により一刻も早くこれが是正されるよう、経済団体等と連携して強力に働きかけていかなければならない。　また、船舶の安全運航、地球環境保全の観点から、サブスタンダード船の排除機運が世界的に盛り上がりを見せている。安全運航は海運の原点であり、サブスタンダード船は適切なポート・ステート・コン．トロール等を通じてすべからく海運市場から排除されるべきである。特に老朽船については、世界的枠組みで解撤促進に向けた努力を続けなければならない。　内航海運においては、国内経済の停滞下、輸せんきょう　平成6年7月号コ望口次送需要の減少に対応しつつ、一方で中長期的には内需重視の政策要請に対応して、企業基盤の一層の強化を促進していかなければならない。　かかる認識のもと、われわれは広く国民、政府ならびに関係各方面の理解と支援のもと下記項目の実現を期するものである。　　　　　　　　　　記1．トレード安定化の推進と適正運賃の確保な　らびに円建て収入の増大2．日本商船隊の国際競争力強化のための諸施　策の確立　（D　混乗の一層の推進と日本人乗組員の少数　　化　�A　船隊整備のための外貨建てを含む長期低　　利資金の確保　（3）海運税制の充実3．アジアおよび諸外国との密接な連携・協調　による国際海運諸問題への適切な対応4．サブスタンダード船の排除と老朽船の解撤　促進5．優秀な船員の育成・確保6．船舶の安全運航と環境保護に関する対策の　推進7．外航中小船主の経営安定化のための諸対策　の推進8．内航海運事業の経営基盤の確立9．客船事業振興のための諸対策の推進10．国民の祝日「海の日」の実現　以上決議する。「亘：平成6年度事業計画1．海運対策の推進（D　外航海運活性化方策の検討について�A　外航海運の国際競争力強化のための諸施　策の実現（3）船舶解撤対策の推進ゆ　規制緩和問題への対応�D　造船補助削減問題への対応（6）その他当面する海運対策の推進2．海運関係税制等の確立（1）海運関係税制の拡充　�A　租税条約等外国税問題　〔3）海運企業の経理・財務問題3．船員対策の推進　（D　日乗の拡大に伴う船員対策の推進　�A　船員に関する国際条約への対応　�B　船員の確保・育成および教育・資格制度　　問題　（4）船員制度の近代化　（5）船員関係法規の検討　（6）船員の社会保険制度　�F　乗組員の安全対策　（8）船員の福利厚生問題4．国際海運問題への対応　（1）定航関連の諸問題　（2）　GATT海運問題　（3）OECD海運問題　（4）アジア船主フォーラム　（5）二国間海運問題　（6）国際海運関係機関との連携・協調の維持5．海上運送業務の円滑化（D　有害危険物質の海上輸送についての責任　及び補償に関する条約（HNS条約）案問題（2）1990年米国油濁法問題（3＞国際油濁補償基金問題（4）1976年の海事債権の責任権限に関する条　約の改訂問題�D　漁場油濁被害救済制度問題（6）1952年の船舶アレスト条約の改訂問題（7＞情報システム化の推進と貿易手続きの簡　　易化問題6．内外における港湾諸間題への対応　（1）八大港けい留施設使用料金体系の見直し　�A　入港料改定への対応　�B　水先料金体系の適正化　�戟@水先業務の改善　（5）内地港湾関係諸料金の適正化　（6）外地港湾関係諸料金の適正化　（7）港湾の整備・管理運営への対応　（8）港運問題への対応了．船舶保険に関する諸条件の改定　（D　船舶保険料率・条件の改定　（2）船舶保険の自由化　（3）船舶戦争保険問題8．船舶の安全確保と運航の効率化　（1）貨物の目付け・輸送に関する諸問題　（2）害虫等の船舶による移入規制問題　（3）船舶の建造および保船業務　（4）海上人命安全条約の改正せんきょう　平成6年7月号�D　粗悪燃料油対策（6）船舶通信の改善�F　検疫業務の改善（8＞ポート・ステート・コントロールへの対　応�H　船舶修繕費・船用品費の調査�I　麻薬等の不正輸送防止問題9．海上交通ならびに港湾水路の安全対策の推進（1）海上交通安全対策�A　港湾における安全対策（3）マラッカ・シンガポール海峡の航行安全　　対策　（4＞海賊防止対策　�D　船舶の安全に関する情報の周知10．環境保護対策の推進　（D　海洋汚染防止に関する諸問題　�A　大気汚染防止に関する諸問題　�B　海上災害防止対策　翰諸外国におけるバラスト水排出規制問題11．国際船舶管理コードへの対応12．調査・広報活動の推進　（1）調査活動　�A　広報活動13．その他の活動　（D　国民の祝日「海の日」制定推進運動轄法輪会長挨拶．”硅　　卜　　i　　　第47回総会にあたり、ひと言ご挨拶申し上げ　　　ます。　　　　この一年間を振り返ってみますと、国内の政　　治では、55年体制の終焉と非自民連立政権の誕　　生があり、経済では円高の一段の進行が起こり）　　ました。1993年の為替相場は8月17日に（東京　　市場で）一時100円40銭の最高値となり、今年に　　　はいって2月15日に再度高騰して101円90銭をつ　　　けるなど今なお予断を許さない状況にあります。　　　1ドルー100円の為替相場の現状は、日本経済の　　　今後の発展にとって極めて憂慮すべき事態であ　　　り、これに対して対外的にも、また対内的にも　　　対応するために、わが国経済の規制緩和、市場　　　開放、輸入拡大、内外価格差解消が強く求めら　　　れています。」t＝蕪．　‘　．｝轡6．．1ミー．一．．．．．、議長せんきょう　平成6年7月号図石　そのためには、日本の政治を正常な軌道に戻して、平成6年度予算案の早期成立を図り、併せて世界を納得させる力と具体性をもった日本の貿易黒字縮小策を打ち出し、日米経済摩擦の解決に向かわねばなりません。　そのような対策と実行が遅れに遅れ、現在の円高状況が長引き、改善されないままとすれば、わが国社会は次第に雇用の不安を招き、現在の政治の混乱に一層の拍車をかけることが危惧されます。　このような情勢は、現在の国際環境の著しい変化によって、さらに加速される可能性があります。経済の東西冷戦が本年3月31日のココム　（対共産圏輸出統制委員会）の解体によって名実ともに終結し、今後の世界貿易は、昨年12月15日のガット・ウルグアイラウンド妥結、ならびにWTO（世界貿易機構〉設立の合意により、その拡大が予想されています。しかしながら、円の実際の購買力平価等より見て極めて異常な現在の円高がこの上続くとすれば、日本の主要な産業の競争力は疲弊を免れ得ないと懸念されます。　わが国の鉄鋼業、造船業、石油化学工業など戦後日本経済の発展の原動力であり、日本海運の発展を支えてきた重産業については、MES諸国の追い上げが激しく、NIES諸国の企業は円高メリットを享受し、急成長しているといえます。　エレクトロニクス、家電、繊維雑貨等の分野では、日本の企業が低コストで良質な労働力を求めてその生産拠点をASEAN諸国や中国に移転させつつあり、そしてそれら移転先から日本への逆輸出が増加している情勢にあります。これらの産業におけるわが国の空洞化現象は依然として進行していると見なければなりません。　世界貿易が今後北米、NIES、　ASEAN、中国を含むアジア、そして欧州の三極経済圏を構成しての展開が予想される中で、日本経済は否応なしに全産業にわたってリストラクチャリングが進行していくと思われますが、アジア経済圏にあって、今、中国が大きな変化をとげっっあります。同国の12億を数える大量豊富な低コスト労働力に北米・欧州、日本等先進諸国の投資　　（と最新の技術移転が結びついた場合、もたらされる世界に及ぶ価格破壊とマーケット支配力の衝撃は、はかり知れぬこととなり得ますが、既に中国政府は自由経済世界への参入政策を国を挙げて押し進めている点に注目したいと思います。　他方、米国経済も1980年代のデレギュレーション政策の浸透により、全産業にわたるリストラクチャリングをいち早く、かつ、ドラスティックに進行させ、各企業の経営トップが情報システムの力を最大限に活用したリエンジニアリングを徹底させてきた結果、ワシントンの円高　　（誘導政策と相侯って、先進国間にあって一歩先んじて相対的国際競争力を回復し、不況を脱しつつあるヒいえます。　1年前の我々の現状認識であった「世界同時不況」は明らかに変化しつつあり、わが国経済もようやく景気回復の軌道に乗りつつあるもののステップは遅れており、楽観は許されないと思わねばなりません。戦後40年間続いた日本経済の高度成長と日本を原動力とする世界貿易の拡大という図式は過去のものとなり、NIES、せんきょう　平成6年7月号））ASEANの成長とともにアジア域内貿易の拡大とアジア／北米、アジア／欧州の貿易が拡大していくとの構造の中で、生産の座標軸が日本からNIES／ASEANへ、そしてNIES／ASEANから中国へとシフトして．いるからです。　このため、わが国外航海運にあっては、世界貿易の拡大軌道から外れないようにするためには、日本を起終点とするマーケットから広く世界マーケットへ飛躍、拡大していくことが不可欠であります。今後の外航海運は、アジア・北米・欧州三極経済圏にまたがる多様なマルチ型の物流のニーズに応えていかねばなりませんが、このサービス・ネットワークの構築は今や一船社のみで実行できず、荷主の多様なグローバル。ニーズを満たしていくことは難しくなっています。このため、世界の外航海運は、国籍を越えての協調体制の構築に向かって進んでいます。　それは、一方で、オペレーションというハード面での協調・提携でもありましょうし、他方で、安定化協定のようなソフト面での協調・共同でもあります。　ハードの面については、最近の日本の外航定期の分野では、韓国、シンガポール、香港、オランダ、ドイツ、米国等大手船社との提携の実現が顕著な実例であり、また、日本の外航不定期の分野でも、様々な提携が進行しているといえます。　ソフトの面については、外航定期の分野では安定化協定の強化であるといえます。第3回アジア船主フォーラム北京会議で確認された基本精神すなわち「全ての船社の全ての安定化協定せんきょう　平成6年7月号への参加義務と安定化協定の機能強化への責任のわかちあい原則」です。　さらに、船員問題、安全運航の問題、解撤促進の問題、加えて新たに追加された保険の問題を含め、アジア船主フォーラムにおける5つの課題とその解決のための協同の努力に我々は積極的に参加していかねばなりません。　これら共通の諸問題について、共同して考え、共同して行動できるような土俵ができあがって始めて我々の求めている海運産業の収益力の再建を実現することになると確信します。　そのために、アジア各国の船主協会の中でその歴史が最も長く、最も充実した事務局とスタッフ、そして欧米船’協との対話チャンネルを長い期問をかけて築いてきた日本船主協会の国際的な場での努力が期待されるところであります。　さらに、わが国を取り巻く国際環境の変化はいずれ国内産業の大幅なリストラクチャリングの進行も加わって、内航海運の構造改善に影響してくるものと予想されます。　内航海運業の体質強化、内航輸送の効率化およびモーダルシフトの推進、内航船員の確保は常に基本的な課題であり、規制緩和等も視野に入れた取組みの強化が必要です。　私もこの上とも、日本船主協会の発展と日本海運の発展のため微力ながら誠心誠意努力してまいる所存でございます。　皆様のご支援、ご鞭健のほどよろしくお願い申し上げます。　ありがとうございました。り．老懸議懸・懸農工丑二二騒ず醜團課密轟1ザ轟擢盆楚　　　、、ヒトトミ．ゴ　　　ーミ呪「」を・　　　．．じ憲　　・瞬聾．　．薩ヒ．??D灘煮灘騰誕醗　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　艶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　嶺�`脇慧鑑轟腿海轡轟避鰭袖　海技大学校は、昭和20年4月に海上実歴のある者に対し、船舶運航に必要な学術技能を教授するために創立された海技専門学院に始まり、昭和3�J年7月に現在の芦屋市に移転、その後昭和36年に校名を「海技大学校」と改称し、今日まで我が国唯一の船員再教育機関として重要な役割を果たしてきました。　その歴史は半世紀におよび来年は創立50周年を迎えることとなっています。　平成4年4月には、近年の船員需要構造の変化、日本人船員の役割の変化等船員を取り巻く諸状況は大きく変化してきており、このような社会的ニーズに即応できるように教育課程の新設及び現行課程の一部を再編・改善・整理し、その内容等を改めました。　その課程の概要を簡単に紹介しますと、1．「海技士科」　船舶に乗り組むときに必要な海技資格（免許）を取得する課程。2．「講習科」　近代化対応、海運経営及び語学、コンピュータを主とする情報工学口広く海運界に貢献できる人材の育成を図る課程。と大きくこの二課程に分けられますが、さらに教育の機会均等の精神に基づいて、船の職場で働きながら学べる「通信教育」や陸上でも活用できる資格の取得を目的とする「技能講習」等幅広い課程が設置されています。　また、以前「本科」と呼ばれていた課程ですが、改革によりその教科内容を精選し、講習期間を分割・短縮し専攻科を講習科に新設し、　（D船舶技術管理課程（講習期間4月）　�A国際海運管理課程（講習期間4月）　（3）シミュレータ課程第一（講習期間1月）　（4）シミュレータ課程第二（講習期間1月）の課程となりました。これらの管理課程では、三級海技士以上の資格のある方を対象に特に語学力の錬成に力を入れており、他の科目については多くの選択科目を用意し、受講生各自の目的に合わせて自由に選択できるようになっています。　また、シミュレータ課程では、訓練用としては我が国で最初に企画・設計・設置された船橋シミュレータや機関室シミュレータを利用し、操船及び機関の取り扱いの習熟・訓練を実施しており、これら訓練は最近国際的にも海上経験せんきょう　平成6年7月号）に代わり得るものとして注目されている分野ですが、まさに本校がその先駆けを行っていると青っていいでしょう。　「海技士科」には、一級海技士や二級海技士の資格取得を目的とする課程のほか、特に三級海技士の資格取得希望者が多岐にわたるため、　（1）「三級海技士科第一J（修業期間　10月）　　部員の職員化のための課程。　�A　「三級海技士科第二」（修業期間3．5月）　　当直三級海技士免許所持者のための課程。　（3）「三級海技士科第三」（修業期間　4月）　　四級海技士免許所持者のための課程。等を設置しており、これらいずれの課程も活気ある雰囲気の中で学習し、その成果は国家試験の高い合格率からも明らかになっています。　�求@　「三級海技士科第四」（修業期間　2年）　　海員学校（本科）卒業後さらに上級の資格　　取得を目指す者のための課程。この課程は、平成5年4月から“海員学校の魅力化”の一環として開設したもので、2年生は現在航海訓練所の練習船において乗船実習（12月迄の9ケ月）に励んでいます。　　「講習科」には、多種多様な課程を設置しており、　（D　「三級海技士科」（講習期間　7月）　　　二級海技士（通信）免許所持者が航海又　　は機関の資格を取得するための課程。　�A　「四級海技士科」（講習期間3．5月）　　　三級海技士科（通信）免許所持者が航海　　又は機関の資格を取得するための課程。これらの課程は、乗船修学制度を適用し2ケ月　（7月課程）、1ケ月（3．5月課程）の教室でのせんきょう　平成6年7月号授業に出席し、修了試験に合格すれば6ケ月以上の海上実習後、国家試験時には筆記試験が免除されます。　これらの課程の他、政府開発援助の一環として開発途上国の海技従事者を対象とした「技術協力課程」（初級）及び（中級）も開設されており、国際色豊かな課程で、多数の受講生が学習に励んでいます。　また、海技大学校には分校があり、七尾市の七尾分校は平成4年3月に廃校になりましたが、倉敷市にある児島分校には、多くの修了生を船舶技士として送り出している「海技講習」課程や海陸互換性のある技能資格の取得を目的とする「技能講習」課程が設置されています。　その他、平成5年度から五級海技士科（2．5ケ月）を開講し、さらに内航海運界のニーズに応えるよう、その他の講習課程の検討を行っています。　また、課程の募集については、その都度官報、ポスター等で周知しています。　各課程とも経験豊富な教官を配置し、出来るだけ実地に即した教材を備え、実際にそれらを運転することにより、短期間であっても十分教育効果があがるようにカリキュラムを構成し、より上級の海技資格の取得のために学術の教授、研究に取り組んでおり、多くの方々の来校を待ち望んでいます。1σ．1臨シツビング．フラッシュ米国の新規運航補助金制度導入間題その後の動きについて　相変わらず財政赤字に苦しむ中、新しく補助金を出してまでも一定限度の米国籍船隊を保持しようと決めることは、もちろんアメリカの内政問題であり（GATTやOECD造船交渉上の問題はあるが）、また一部には米船社が存在しなくなるような事態となると海運法上の独禁法適用除外の特別扱いなどは廃止される恐れありとの意見もあって、その意味では米船社の存続が望ましいとの見方も可能だが、その財源をトン税引上げにより大部分外国船社の負担に依存するというのはどう考えても言語道断で、アメリカもここまで落ちぶれたかといわざるを得ない。この海運とさらに造船の新規助成法案H．R4003とS．1945のその後の動きについて概略ご報告する。1．下院商船・漁業委員会、行政府原案をさら　に改悪　行政府原案が議会に提出されたのは3月io日のことであったが、これを受けてまず下院の商船小委員会が3月17日に公聴会を開催したのを皮切りに、4月、5月と上下両院の商船小委員会が相当活発に動いた。まず下院の動きは次の通りである。（1）3月17日　商船小委員会第1回公聴会　ペニャ運輸長官とハーバーガー海事局長が証言、行政府原案を説明して議会の支持を要請した。　これに対し、造船派議員から建造助成（Se−ries　Transition　Paynlent−STP）が盛り込まれていないことに批判が集中した。（2）4月28日　小委員会第2回公聴会　米船社／海員組合／造船協議会／石炭輸出協会などが証言、それぞれの自己都合と利害に基づき、賛否両論が申し述べられた。（3）　5月24日　小委員会最終法案作成　この小委員会の最終法案作成審議（マーク・アップ）でリピンスキー委員長から先の行政府案に対する大幅修正提案が発表された。詳細は後述の通りであるが、運航補助対象隻数の増加、造船直接建造助成の復活、トン税増加額のさらなる引き上げが骨子となっている。（4）　5月26日　商船・漁業委員会最終法案作成審議　上記小委員会の最終法案提案を受けて、本委員会も直ちにマーク・アップ審議を行い、小委員会の提案を無修正でそのまま採択した。目「亙せんきょう　平成6年7月号1）　審議の過程では、それぞれの選挙区の利害を反映した修正要求が幾つか出されたが、スタッズ委員長や、野党（共和党）リーダーのベイトマソ議員をはじめとする主流派は、この法案は既に関係者間の複雑な利害を調整したいわば妥協の産物であり、これから委員会の場で修正の討議を行っていると法案自体の成立がおぼつかなくなるとして改定提案者を押さえ込み、強引に無修正可決に持ち込んだ。（5）歳入委員会、正式審議を決定　　トン税値上げという税収に関係するところがら本法案が歳入委員会に回附されることは最初から分かっていたが、リピンスキー委員長は早い時点で本件既にロステンコウスキー歳入委員長（当時）の了解取得済みと報告しており、歳入委員会は簡単に通過するものと受け取られていた。然るにその後ロステンコウスキー委員長が、汚職疑惑で委員長を解任、例のギボンズ議員が歳入委員長に就任したこ　とと、トン税値上げ反対（殊に小委員会による値上げ幅増加）の声が強くなってきたことにより、歳入委員会は7月15日目で予想以上の期間をかけて正規に審議することを決定し』た。2．上院は小委員会公聴会の後は模様静観（1）　4月25日目商船小委員会第1回公聴会　下院同様、ペニャ長官とハーバーガー海事局長が証言、行政府原案の支持を要請した。　これに対し、ホリングズ本委員長、ブロー小委員長などから対象隻数52隻では不充分であ　る、また造船建造補助も考える必要があろう　との意向が表明された。これに対しペニャ長　官はトン税値上げは行政府案が諸外国の反対　を何とか抑え得るギリギリの線であり、他に財源もないところがら隻数増加や造船補助は　とても考えられないとの態度を堅持した、�A　5月4日　小委員会第2回公聴会　　民間側の証言が行われたが、基本的には下せんきょう　平成6年7月号院における発言とほぼ同様であった。ただし、CSXのスノー会長が補助金受給の選に漏れた船、10年間の補助支給が終了、更改されない場合はいずれも海外移籍が認められることを明確に確認してほしいと要請したこと、ブロー委員長がストッカー全米造船協会理事長にOECD造船協議で諸外国に造船助成の廃止を要求しておきながら、国内では新たに建造補助や建造融資政府保証制度（タイトルXI）を輸出船にも拡大適用して造船助成を行うのは問題ではないかとの指摘がなされたが、ストッカー氏はOECDの合意成立に成功しても各国の国内批准などを考えれば実際に各国が造船助成をやめるのは相当先の話である。その間米国の造船界は何の援助もなしに放置されたのでは破産してしまう、従って短期の過渡的な助成が必要であり、また、それはOECDでも問題にならぬはずだと強弁したことなどが注目された。上院における具体的な動きは　6月末の時点ではここまでで、その後は下院の模様待ちとなっている。3．下院商船・漁業委員会の改悪案主要点（D　法案番号・タイトル名など　H，R，4003“Maritilne　Administration　andPromotional　Reform　Act　of　l994”となり、行政府提案の名称も変更された。これは行政府の原案に代えて昨年のHR．2151“MarltimeSecurity　alld　Competitiveness　Act　of工993”　を復活させ、同時に海事局関係の通常予算法案と一体化してカムフラージュし、トン税引　き上げは運航補助金1こ充当するのではなく、　コースト・ガードの一般経費（年間8〜／0億　ドル〉の一部補填のために実施するとの説明　をしゃすくすることを狙ったものであるが、　既にトン税引き上げの増収により運航補助の財源とする旨行政府、議会ともに公言したき　た以上、今更コースト・ガードの維持費の一　部に充当すると言い換えても納得されるもの「II：厘ではなかろう。（2）主な修正内容　（a）　トン税　　原案では西半球諸国からの入港船　　（＄0．09／NRT→＄0．24）とそれ以外の諸　国からの入港船（＄0．27→＄0．71）の2段　階制となっていたが、これを一本化して一　律＄0，53とする。ただし、1隻当たりの年　間上限を＄6．36とし、また寄港回数の上限　5回を12回に増加してそれだけ増税をさら．　に強める。　（註）　トン税の増加予想については、理論　的には西半球諸国からの入港船は14．1倍、　その他の地域からの入港船は4．7倍となる　が、当協会のある会員の実績に基づく試算　では、コンテナ船4倍、自動車船3倍〜6　倍、石炭船2倍となるケースがある模様。　（b）シリーズ船受注に対する建造補助金の　支給（STP）　　具体案としては、支給期間は1995年会計　年度以降5年間、支給総額5億ドル（初年　度は2億ドル）程度が考えられている。そ　の他修理船受注に対する援助も考慮される。　（c）運航補助対象隻数増加　　行政府案は52隻ヒされていたが、具体的　数字は示されていないものの、相当の増加　が考えられており（一部門は70隻以上との　説もある〉、この運航補助とSTPに対する　予算総額は17億ドルとされている。また、　これに加え、運輸長官に対し緊急時用、常　備軍用、船隊用の予算の未消化分を本プロ　グラムに流用する権限を認めている。なお、　　1隻当たりの年間支給額は第1年度230万ド　ル、第2年度以降210万ドルに修正され、1　隻当たりの総額は行政府案より若干減額さ　れている。4．トン税引き上げに抗議続出上記の下院商船・漁業委員会のトン税引き上げと海運／造船の助成案が発表されるや、多くの反対の声が上がり、さらに日を追うごとにその声は強まっている。　主なところを列記してみると次の通りである。　（1）ブロー上院議員　　反対とまでは言っていないが、下院がクリ　ントン政権の原案を大幅に上方修正したこと　により、本法案の成立は相当難しくなったと　のコメントを発表。（この辺はなかなか狡いと　いえるが）　（2）バネタ行政管理・予算長官ならびにパー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　バーガー海事局長　　建造補助（STP）を中心に下院案に対し反　対を表明、行政府の考えを示した。　（3）石炭、鉄道、農業その他の主要業界　　石炭、穀物およびその他の農産物、ケミカ　ル、木材などの輸出業界がこぞってトン価値　上げに反対ののろしを上げている。なお、こ　れらの業界は個別に異議申し立てを行うと同　時に、‘℃oalition　Opposed　to　the　VesseI　TQnnage　Tax”なる期成同盟を結成、共同抗　議書をギボンズ委員長あて提出した。これに　はCENSAも参加している。（合計48の団体、　個別企業が参加）　翰　各国船用、港湾局　　当然のことながら先進国の同社も強く反対　　＿　しており、CENSAは単独の抗議書を提出、当　協会も独自の反対意見書を上下院それぞれの　商船委員会ならびに下院歳入委員会に出状し　た。　　このような状況下、歳入委員会が本件をど　のようにさばくかが鍵となってきたが、目下　のところ予想を付け難く、引き続き時間とも　競争（今議会の閉会）する必要があり、この　H．R．4003が今年成立するかどうかは非常に微　妙になってきたと考えられる。このため米船　筋はますますFlag−outの準備に力を入れ出し　たとの観測も強まっている。せんぎょう　平成6年7月号海運業界におけるEDlの現状1．：大．阪　商　船　三　井　船　舶牟画部副部長（業務企画担当〉岡本秀徳　　　　情報システム関連の全社統括窓口という社内　　　的役割の中で、日本船主協会の情報システム専　　　門委員会委員としてここ数年EDI（Eiectronic）　　Data　Interchange：電子データ交換）の仕事に　　　携わって来た。　　　　EDIとは、「広く合意された標準的な規約を用　　　いて、異企業間で、商取引のデータを、コンビ　　　ュータ問で、通信回線を介して交換すること」　　　と一般に説明されているが、海運業界における　　　EDIの近況について取りまとめてみた。　　　　「EDI」を技術の世界としてではなく、日常業　　　務の中で業務の効率化を推進するための有効な　　　手段としてご理解頂きたいと思う。）1．「EDbの経営的意義　「情報」が第4の経営的資源といわれるようになって久しい。少し乱暴な表現かも知れないが、私は「EDIとはこの第4の経営的資源といわれる情報を企業の枠を超えて活用するための仕組み」と定義したい。　具体例としては、大手スーパーのジャスコが花王にPOS（Point　Of　Sales：販売時点情報管理システム）データを伝送し、これを受けた花王が既定のルールに従って在庫補充をすることにより年間1億円のコスト削減を図り、このシステムを他の仕入先であるライオンやP＆Gにも拡大しようとしているケースなどが挙げられる。　この例のようにEDIを使って業務合理化を実施する場合、三つの要件がある。　まず第一に、「データ活用のソフトウエア」が存在すること、ジャスコの例で言えば、POSデータから補充在庫量を算出するソフトウェアである。　第二に、「パートナーシップ／ネットワーク」の構築であり、ジャスコの例では仕入先との取引関係に基づくネットワークの構築である。　第三に、「標準フォーマット（書式）」の設定であり、EDIのパートナー数が増えればますます重要になってくる要件である。　海運業界のEDIに対する取組みは極めて早かっ々と言える。例えば、船社システムの基幹データであるB／L情報に関して手仕舞業務の合理化を目指してSHIPNETS（Shipping　CargoInfGrlnatiOn　NetwQrk　System）という業界VANをいち早く構築、1986年から運用開始している。　また、海運業界では国際間のEDIが避けられないという業務の性格上、国内他業界に先駆けて国際標準フォーマットであるUN／EDrFACT　（ED工For　Administration，　Commerce　AndTransport）の研究を行ってきている。まず、　EDIが今後重要な役割を担っていること、また、標準フォーマットの設定がEDI実施上不可欠の要件であることをご理解頂きたい。廿ん宍よ5　平成6焦7日異42．EDIFACTとその開発体制ED工をする際には、通信プロトコル（手順）とは別に、交換するメッセージについて必要なデータ項目と桁数や使用コードの特定、特殊なケースの表現方法の決定等、いわゆるビジネスプロトコルの標準化が必要となる。個別の取引をEDI化する都度、当事者間でこれらの作業を行う無駄を省くためには、あらかじめ標準フォーマットを決定しておくことが必要である。　企業間で取引される主要な書類について、この標準フォーマットの開発を推進しているのが国連の「欧州経済委員会」（UN／ECE）であり、具体的にはその下部機構である「貿易拡大委員会」（CDT）の中の「貿易手続簡易化作業部会」（ECE／WP．4）が中心となって行っている。　このECE／WP．4の下で国際標準フォーマット「EDIFACT」を開発していく体制は別表1の通りであり、世界を6地域に分割、アジア地域は商船三井出身の伊東健治氏がラボーターとなりその推進体制は別表2の通りとなっている。　日本では「アジアEDIFACTボード」の下で「EDIFACT日本委員会」が結成され、メンバーは各業界代表で構成されているが、運輸業界では日本郵船の下村業務企画部長が副委員長を、日本船主協会が運輸業界の代表幹事を引き受けている，運輸業界における実務遂行組織としては、1992年6月に3力年計画で発足した「物流EDI研究会」がEDI促進運動の中心となっており、その中のEDIFACT作業部会でEDIFACT関連メッセージの研究・開発が行われている。　「物流EDI研究会」の組織は別表3の通りである。　これらの推進体制の下で販売・物流・財務・建設等の各分野に属する取引文書について標準化活動が活発に行われているが、まず、最初にEDIFACTにおける標準化のレベルについて理解する必要がある。EDIFACTでは言語と同様に文法（Syntax　Rule＞と単語集（データエレメント集＋Code　List）が決められている。標準化の第一は、この文法と単語集に従って、企業取引の対象となる文書について標準メッセージ（UNSM）を開発することである。このような標準メッセージは、1993年9月24日現在既に開発されている169のメッセージのうち、運輸関連のメッセージは51開発されているが、これらはいわば模範文例というべきものであって、極めて汎用的なものとなっている。　従って実際の使用に当たってはユーザー・マニュアル（lmplementatlon　Guideline）の開発が必要であり、EDIFACTではこのユーザー・マニュアルについては、国や地域単位で自由に複数開発することが認められている。　標準化の第二は、このユーザー・マニュアルを作成することである。3．ベイプラン・メッセージの標準化　EDIFACTの標準メッセージ開発の実態をベイプランを例にとって説明したい。　ベイプランとは、コンテナ船用の積付プラン（第1図参照）のことをいい、船社やコンテナターミナルでは、本船上のコンテナの積付位置や積付状況を把握すると同時に、揚荷／積荷計画を作成するための基本情報として極めて重要なものである。　特に最近では揚荷あるいは積荷計画はコンピュータにより自動作成されることが多く、そのためにはベイプラン情報をコンピュータに入力することが不可欠となり、この情報をEDIによせんきょう　平成6年7月号（〔別表1〕）国連欧州経済委員会@　UN／ECE関連組織国際標準化機構@　ISO貿易手続簡易化作業部会@　　　WP　4　　　　　　，専門委員会　154@TC　l54ISOIIECIJTCI　　　第1専門家会議（GE．1）fータエレメントと自動データ交換第2専門家会議（GE，2）@　　手続と書類ITUITS｛JN／露DIFACTラポーター　汎　米dDIFACT@ボード　西　欧dDIFACT@ボード　東　欧dDIFACT@ボード豪州／ニュージーランド@　EDIFACT@　　ボード　アジアdDIFACT@ボードアフリカdDIFACT@ボード〔別表2〕）「アジア地域およびわが国における対応　　　一アジアEDIFACTボード組織ラ　ポ　一　タ　一　＆　副　ラ　ポ　一　タ　一ボード事務局i∫ASTPRO）ア　ジア　E　D　玉　FA　C　Tボー　ドメ　　　ン　　　バ　　　ー準メンバー日本EDIFACTﾏ員会　（JEC）韓国EDIFACTﾏ員会（KEC）中国EDIFACTﾏ員会（C2C）シンガポールED1ﾏ員会　　（田C）台北EDIFACTﾏ員会（TEC）運営委員会マレーシァEDIFACTﾏ員会　　（MEC＞インドEDIFACTﾏ員会　　（IEC）タイEDI協議会i事務局NECTEC）事務局連絡会議（運営委員事務局）［貿　易］日本荷主協会（JSC）［金　融］金融情報システムセンター〔FISC）［流　通］流通システム開発センター［運　輸］日本船主協会（JSA）［製造等］日本情報処理開発協会（JIPDEC）［建　設］建設業振興基金［その他］JASTPRONECTEC　N己tional　Electronics　　　　　and　Computer　　　　　Technol【）gy　Center啓蒙・普及（JASTPRO）手続・書類（JASTPRO）技術評価グループ　（JASTPRO）1メツセージ開発受発注／物品管理　・JiPDEC　・EIAJ　・JSC輸　送　関　係　・ISA　・JASTPROせんきょう平成6年7月号T百〔別表3〕物流EDI研究会の組織（平成6年4月現在）総　会　会長＝齋藤教授（東京大）幹事会　幹事長＝長岡理事長（圃物情セ）＊1合同で実施する普及・啓蒙作業部会座長N圓川教授　　　　〔東工大副座長日大塚助教授　　　　〔横浜国大国内物流EDI標準　　　　　　作業部会座　長…相田助教授　　　　　　（東京大）副座長N大塚助教授　　　　　〔横浜国大）港湾柑貝物四惜…報ネットワーク　　　　　　作業部会座　長日圓川教授　　　　　　〔東工大）副座長一大塚助教授　　　　　〔横浜国大∀EDI技術普及SWG　主査”大塚助教授　　　　　〔横浜国大基本方策SWG　主査　思川教授　　　　　　（東工大）鉄道貨物SWG　主査…横田部長　　　　　（JR貨物）トラック・倉庫SWG　主査口野田課長　　　　　（日本通運海上運送状普及SWG　主査目辻本副部長　　　　　（日本郵船ネットワーク問題SWG　主査”山内専務理事　　　　　　（港シ協V−タモデリングSWG＊王査　下村部長　　　　（日本郵船り入手することは入力作業の削減、また、より正確な情報の早期入手という点で業務の効率化に大きく寄与することになる。　私は「物流EDI研究会」EDIFACT作業部会の下でベイプランSWG（Sub　Working　Group＞の主査としてこのメッセージの標準化に取り組んできたので、このベイプランSWGの活動を中心に説明を進めていきたい。　�@日本標準ユーザー・マニュアルの開発　ベイプランメッセージに関しては、既1こ標準メッセージ（UNSM）が開発されており、開発．主体となったSMDG（Shipplaning　MessageDevelQpement　Group）という西欧EDIFACTボードのユーザーグループでは、ユーザー・マニュアルを開発している。ベイプランSWGの活動は、まずこのSMDGのユーザー・マニュアルをベースとして日本の実務慣行に即したユーザー・}ニュアルを開発することから始められた。　標準化の作業は、もちろんEDIFACTの基本ルールに準拠しなければならないので、技術的要件も関係するが、何よりも具体的業務要件に沿って整理していく必要がある。ベイプランSWGではまずメンバー各社の業務実態の調査を行っ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（．．た。船社とターミナル聞で交換されるべき情報の流れを整理した上でデータ項目、使用コード等の確定を行い、SMDGのユーザー・マニュアルとの相違点については1993年1月に開催されたSMDGマルメ（ノルウェー）会議において25項目にわたって改善提案を行い、約半数については改訂させることに成功した。しかし、日本の要求を完全に調整できなかったため、日本は日本の地域的必要項目に基づくユーザー・マニュアルを作らざるを得ず、これが「物流EDI研究会」の初年度の活動の成果物となった。並せんきょう　平成6年7月号\(eg1pa\) =tz7tmaOXFOi-o-esV･f7tz]Lt 10 OS 06 04 02 OO OI 03 Ol 07 OY 11:Eltw08 06r5J6]so4 e2 ol o3E0604tw05 07resgIG1486848212 ]o os o6 o4 o2 oo el o3 os o7 og llE'Ei:Etw08 06agN38o4 o2 ellese6tw03 0507   g i6   ii,86S482vL-i'ng\(f7tzOpm  HAN･1/NGOSCXV4763495NO U 1-d.S (Z! 10 16)  HAM/NGO HLCU,l3G3401l･IL IEi.41  C22 10 14\)[ HAMfSIIIl YSAL20253S･NY 9.T    22-10-]z  HAMtSII[HLCU43St302HL 10.5   L,2-10-10        F  HAMISHT[IILCU41zT432EIIL 15.6   2L, m-oe  HAIVSHIGSTUs225396MO 21.a   22-lo-og12 10"s s}fi04 D2eO OI D3 Ol b7DS 11lE]M58MJ8ris5-slooso6 o4o2ole3 oso7og'llE021614IZ10080604S886848212 ID eS06 D4 02 aD OI"3 "507 D9 11nJ4M35n34looso6 e4o2olo3 ese7og404040lEiEI0216141210os060488868482rHAMtNCO,SOUINGOSCXU43S5667ttttttttttttttt..tttt....tttttt[HLCU,ilz23!Zttttttttttttttttt....t......t/ttttttttttttttttttttttttttttNO[J14.5ttttttttttttttttt//--tt//ttttttttttttiHLgpLi･..'//t/..t//.tt//t..t...tt(LZOHT6)tt'C22OlL6\)ttttttttttttttt12202161zLtn316LtLtOi1fi22OT16.20916/IImMINGOIHLCU･lllSOTIHAM/TYOCOMUoos5069I･IAM/TYOHLCU4fi5DZ06HAM/TYeTPHU-106g7SOVINGOIILCU40･i29tigSOU/NGOscxu4sgGsg3SOUtNGOscpu"lsyGgSOU,'NGO,NYKU0300500/EOU,,NGOIJLsti/{onoo-lHL16.SC22OS14]lH-LU11.5Z2051,1H-LU11.5220･l14NYKO15.5OII40CM:2021411Lp.'.t{22Ul]4\)NYOIT.4OiH,n{2Z0314\)N･YOLO.7O/H,7fiC22O.'.14\)NYO16.0OH7SW/,/EC22OT14\)Nl'O19.1,O,tll/･ISC2Lt091-{\)'HAM/SE･ITIIAMINGOHAMtNGOHAMtNGOSOUINGOSOUII'GOSOV/VKHSOU/UKBSOU,tSHIHLCU403.E613}ILCU,13o56SSLILcuwo,illlnHLCU403799SHLCU.:3554egTl\)HU53882SlMOLU21546S3LEALJat.sT456MOLT,7NYKUb'T･7TOG5HL10.1I-IL12.6HLg.SUL]2.01[Ly.LtNYlo.fiMOLT.OENYs.322-OS-12CZL,OEIZ\)C22U4IL,\)C2202IL,\){22Ol12\)C220312\)ttZ0512I･22o71z-le.HAM.rSHiTIAMINGOLIITAMtNGoHAMt],GOSOUINGOsout.xcoSOU,,UKBSOUIUKBiSOU/SITIHLCLTq]7/,Lt'20CTIU･lon79S4IHLCU4129S62'ITLU52118･10HLCVg1310:,1YSAAzo24S2NYKUfi776S30MOLU41ooegLtMOLUSOLtOg66HL12.0MOB.ggHL13.'Ui･1011.9'HLg.2NY]O.9NYK13.4MOLII.1MO9.fiZZ･OS-10{220610\)CZZO･110)[\(220210}C!2Ol10\)C2203IO}!LtU5102Lt0710±t2-0910'IIAIVSHIHAMIiGOHAMINGO1H,u･uNGOSOUfXGOSOUINGOSOVIUKBSOU/SHISOUtSHIHLCU･M37,ISgHLCU4o43S19MOLUs04B304HLCU4034793HLCU41419[/8HLCU4oS0950NYKU6TS2e52MOLUSIG2r,33MOT.U-P15505･:1]L12.9HLls.･1MO13.2HLI6.0HLg.2IHL16.2NYK13.5i{O11.SMO11.S±tz-os-osC220608\)cz!ogos\)[zzo!os\)\(2!OlOS}l(L,L,o3OS)l22osoez2-oT-oa22-09-OstHAMtSHIHAMIXCOITAM?NGOITA,NVNGO'SOU/NC･OSOUIUI{B50VIUICBSOU,'SIIISOUiSHIHLCU4067930HLCU4oS774THLCU-9S3961･TLC.U･1139･IU7i[ILCU\(ogy3fi7JTLU5251,I,HNYKUG64S3･16MOLUS143g97T,IOLUs0462S2HL15.･1HL17.3HL16.6HLIG.4/HLg.2NYK1,l.ONYK13.9NtO12.0T･{Oe2.tt22-OS-06C220606\)C22o4efi\)C2202oG\)(ZZOI06)22030G2205062L,-07-OSL209-OGttHAM/SHIUAMISHI['HAMINGOHAMt,XGOSOUINC-OSeUIUKBSOUIUKBISOUiSHIGSTUS2/l21S4[ILCUII,IU630HLCU.lllS919HLCU417S635Tl{IU47796ssGSTUfi5262S!TOLU4S40257i"{oLIJso2ss3gMOle.922･OS-04IHL1/l.1i2z-OG-04]HLIG.fiC22O･:04)HL17.0Cz202O･DNY11.Y{22OlO-{\)NYK14.S!2030･tNOL15.1220ttD4'MO12.122･･07-04;1/･"HAMISIIIH.XMfNCOH.･XMtNCOSOLJ,,NCOSOVIUI{BSOUtUKBHLCU4370S!9HL13.s!2-06-uztttHLCU40r1930HL17,6(220402):.x'yKUet,7bl77NY21.6IC2LtO!02}i･TPHU4708400ts,yts.oCZZOI02\)MOLU21o467･lIMoL1fi.sl2Lt0302NYKUrm44/i30NYK16.3iLtZoso2Vfufk5Ynt6IE7He,1718�Aアジア標準ユーザー・マニュアルの開発　標準化というものは極力広い範囲で行うべきものであり、ベイプラン情報のように世界中の三社／ターミナル間で交換されるものは特にそうである。1992年10月にソウルで開催されたアジアEDIFACTボード（ASEB）の会議において、日本はTRANSPORT　WORKINGGROUP（AS−TWG）の設置の提案をした。日本の提案は満場一致で可決され、翌1993年5月のASEB北京会議において第1回のAS−TWGが開催された。日本が同WGの設置を提案したこと、また、当面の課題がベイプランメッセージであることから、私が議長、副議長には韓国の朝陽海運のMR．　J．　B．　Shin（常務）、ならびに中国交通部のMR．　Changsi　Cai（取締役）が選出された。参加メンバーは初回にもかかわらず30名を超え、オブザーバーを含めると約50名の大会議となった。　この会議で日本はベイプラン日本版の説明をし、アジア各国のコメントを求め、1993年10月のAS−TWGソウル会議において、各国のコメントを盛り込んでアジア版の内容を確定した。これらが「物流EDI研究会」の第2年度と成果物である。　�B世界統一ユーザー・マニュアルの開発　我々はこのアジア版とSMDGとの相違点をまとめ、SMDGに両マニュアルの統合化、即ち世界統一マニュアルの開発を提案した。工994年3月の英国サザンプトンで行われたSMDGの会議では約70名の参加者を得て統合化について議論され、アジアの要求項目はほとんど認められると同時に、SMDG（欧州）、　AS−TWG（アジア）、ISA（アメリカ）3地域の統一マニュアルを開発することが決定した。　ISA（lnforrnation　Systems　Agreelnent）とは汎米EDIFACTボードのユーザーグループであり、北米地域の要件を盛り込んだアメリカ版ユーザー・マニュアルを開発していた。　「物流EDI研究会」の最終年度に当たる平成6年度の課題は、この世界統一マニュアルを完成させることである。1994年6月12日、クアラルンプールで開催されたAS−TWGにおいては、SMDGで作成された世界統一マニュアル案について遂条審議し、今後アジア各国のコメントを取りまとめて、1994年9月にヘルシンキで開催予定のSMDG会議において内容の統一化を図ることになっている。ベイプランSWGの活動経緯については別表4をご参照頂きたい。　�Cシンガポール港における電子ベイプラン　システムの強制導入　上述した標準化活動の途中、1992年9月にシンガポールのコンテナターミナルを運営しているPSA（Port　of　Singapore　Authority）が、1993年7月1日よりベイプランメッセージのEDI化を全船社、全航路、全港、全コンテナについて強制とし、これに対応できず従来同様の書類で提出する船霊にはペナルティーを課超するとの発表を行った。これに対してベイプランSWGが中心となって対応策を協議の上、関係邦船虫共同で「実施の1年延期とペナルティーの廃止」を骨子とする文書をPSA宛に出陣した。結果として、実施は1994年4月1日中延期されると同時に、ペナルティー課徴も同年7月1日（最終的に8月1日）となり、また、ペナルティーの額も当初噂されていたものより大幅に下げることに成功した。このようなケースに迅速かつ的確な対応がとれたのも、ベイプランSWGのような組織があったからこそであったと同時に、せんきょう　平成6年7月号．）〔別表4〕ベイプランSWG活動経緯　（平成4年度）　91．12拡大EDIFACT研究会　92．6物流EDI研究会　92．　9　SMDGジェノア会議　92．10ASEBソウル会議　g3．1SMDGマルメ会議（平成5年度）93．5AS−TWG北京会議93．6SMDGカーディフ会議93．10AS−TWGソウル会議93．IG　SMDGニューヨーク会議g4．3SMDGサザンプトン会議（平成6年度）94．6AS−TWGクアラルンプール会議94．　9　SMDGヘルシンキ会議g4．／0　AS−TWG台北会議g5．3SMOGサレルノ会議日本版ユーザー・マニュアル完成VAN業者参加ターミナルオペレーター参加日本から初参加日本TRANSPORT　WORKING　GROUP（AS−TWG）設置提案日本の改善要求（25項目）にっき討議アジア版ユーザー。マニュアル完成日本版を元にアジア版ユーザー・マニュアル開発方針の決定アジア版ユーザー・マニュアルの内容確定SMDG／TOPAS／ISA　JOINT　MEETiNG世界統一版ユーザー・マニュアルの開発方針の決定世界統一版ユーザー・マニュアル完成（目標）世界統一版ユーザー・マニュアル案を審議　　　　　　　〃　　　　　　　審議（予定）　　　　　　　　〃　　　　　　　確定（予定）’）EDIFACT実用化の第1号としてベイプランメッセージを選んだことが誠に時宜を得たものであったということを示す好例としてあえて付言したい。4．EDIの今後の展開と課題　「EDI」を企業の枠を超えて情報を活用する仕組みと定義したが、その第一義の目的は業務の簡素化・効率化にある。ある意味では最近はやりのBPR（Business　Process　Reerlgineering）の極めて有効な手段ということが出来る。　昨年10月アメリカ連邦政府は年間2千億ドルにのぼる商品やサービスの．購入に対して、97年1月完全実施を目途にEDIにより調達プロセスの合理化を図るという大統領令を発令したが、これらもその好例と言える。　欧州でも早くから国際物流のゲートウェイである各回では、ハンブルグのDAKOSYやロッテルダムのINTISのように港湾局やターミナルが中心となって必要な情報交換のためのネットワークを構築、標準メッセージ開発に当たっても中心的役割を果たしている。　また、個別企業のレベルにおいても、欧米ではEDI専門の組織を設置、顧客や各種ベンダーとのEDIを積極的に推進することにより、顧客サービスの向上と業務の効率化を図っていくのが一般化しているように見受けられる。ある米船社ではEDI担当者だけでも20名強の要員を配置しているとのことである。　日本も、企業競争力を維持するためにも、海運業界として関連する他業界を巻き込んでEDI推進体制をこれまで以上に強化していかざるを得ない。物流EDI研究会も、明春で3年間の研究段階を終えることになるが、それ以降の実施段階に向けて、EDI推進母体の設置や各船社における取組み姿勢について官民一体となってさらに積極的に進展すべき時期が来ているように思う、廿んキよう　二平5墜6住7目暑Tg…随想＜璽「葺態�_輔　�J．レ「日精丸」に想う鯨酬大学獺◆織田政夫（　去る4月に思いがけなく鹿児島喜入基地に停泊していた東京タンカー�鰍ﾌ「日精丸」に乗船見学する機会を得た。世界最大の原油中継備蓄基地といわれる喜入の、東京ドームがすっぽり入る直径100メートルもある巨大タンク群が林立する一大パノラマにも驚かされたが、聞きしにまさる日精丸の巨体に目を見張らされた。　船の全長がなんと378メートル、幅62メートル、船底から操舵室までの高さが17階建のビルに相当する57メートルもある。とにかくデカイ。48万重量トンの巨大さを実感させられた。　同船は1回に56万キロリットル（350万バーレル）もの原油を運ぶことができる。しかし、それだけの量も日本の石油消費需要の0．8日分にしかならないという。わが国の石油消費量の大きさをあらためて認識させられた。　その日精丸も、船齢20年を間近に控え、引退の時期も近いという。思えば、同船が発注されたのはオイルショック前のまだ世界経済が「鉄」と「石油」を中心に高度成長を続けていた時期で、石油貿易が二桁ないしはこれに近い伸びを示していた。この頃、石油貿易はすでに世界海上荷動き量の57％も占めていたが、安価なエネルギー源として、また石油化学原料としてまだまだ伸びが続くと見込まれていたため、発注タンカーが大型化していた。　それが、1973年のオイルショックで石油をはじめとする天然資源が一挙に値上がりしたため、世界経済はそれまでの高度成長から一挙にマイナス成長ないしは低成長に構造変化した。これが石油利用産業に与えた影響は特に大きく、タンカー市場は未曽有の長期不況に入った。　日精丸が就航したのは、オイルショックの影響がタンカー市場にフルに現われ、係船量が4，00D万トン台を突破し5，000万トン台に向かって急増していた1975（昭和50）年であった。荷揚げを．（せんきょう　平成6年7月号　　　終えて赤い腹を見せている巨体を眺めていると、　　　そうした当時のいっ回復するか予想もつかない　　　深刻な海運不況が思い出された。　　　　そうした状況を体験しながら、日田丸は就航　　　以来、約50日の航海日数でペルシャ湾と日本の　　　間を往復し、まさに動くパイプラインの役割を　　　果たしてきた。この間の20年という日精丸の歴j　　史は、いわば現代世界海運の変革の歴史でもあ　　　る。便宜置籍船の急増、発展途上国および社会　　　主義国海運の進出、先進海運国船隊の減少、低　　　賃金国船員の配乗による先進海運国船員の減少、　　　先進海運国における第二船籍制度と混乗制度の　　　一般化、定期航路秩序の不安定化などがそれで　　　あり、そしてこの歴史的変革はまだ終わってい　　　ない。　　　　いまや先進海運国では、コスト競争力を維持　　　確保するために、船籍の如何を問わず実質的に　　　所有支配する船舶に低賃金国船員を配乗し、と　　　きには船舶管理会社に管理させているものを運　　　航するのが、通常のパターンになっている。　　　　この船舶運航管理（船費）部門で進展してい　　　る「国際化」は、今後より一層徹底して行われ　　　るだろう。そればかりではない。過当競争下の　　　コスト削減圧力から、一般管理費（店費）の徹　　　底した節減を必要ならしめられるので、海外店　　　所・人員の見直しや本社業務の海外移転など、せんきょう　平成6年7月号海運業経営の構造変化の波は今後本社および陸上業務体制をも大きく変革させることになるだろう。　しかも、菓アジアの高い経済成長と工：業化の進展が、こうした先進国の海運業経営の構造変化を誘引する外部的要因になっている。　21世紀に向かって世界でもっとも高い経済成長率と工業化の進む地域が、引き続き東アジアにおいてNIEsからASEAN、そして中国、ベトナム、カンボジアへと広がる見通しにあるので、この地域が将来も拡大成長を続ける船腹需要源として船社の拠点整備を誘引する。それだけではない。この地域は先進諸国に比べて人件費およびその他一般管理費（店費）において割安となり、コスト競争力を確保できる。加えて、一部の主要都市は航空輸送分野も含めた効率的経済的な複合輸送体制の整備、質の高い物流情報システみの構築などに適した立地条件も備えている。　それゆえ、先進国川社の一部本社業務のアジア諸都市への移転が今後ますます目立ってくると考えられる。特に円高基調の定着で一段のコスト低減を追られている日本海運は、コストの徹底削減とドルコスト化のために、本社業務の一部東アジア地域への移転を促されるだろう。r−．ス運　≒海胆h41．サブスタンダード船排除のための欧州訪問について2．第8回アジアEDIFAOTボード　第3回運輸ワーキング・グループの模様3．19ア4年海上人命安全条約の改正4，20条問題小委員会の審議模様1．サブスタンダード船排除のための欧州訪問について　既報の通り、船協／造田船舶解撤問題共同検討委員会は本年4月第3回委員会を開催し、1994年度の活動方針としてサブスタンダード船の市場からの排除を推進するために、国内の関係者をはじめとし、欧州ほかの船主、造船業界に対して共同で当該国船級協会、損害保険、荷主に支持・協力を要請するよう働き掛けることを決定している。（本誌1994年6月号シッビングフラッシュ2．参照）　本決定に基づき、同検討委員会は見井幹事長を団長に訪欧団を組織し、本年5月30日から6月10日までの間、欧州の主要海事関係団体、船主、造船業界などを訪問、関係者に対して訪欧団の目的、サブスタンダード船対策についての基本的考え方を説明した上で本問題および船舶解撤問題について幅広く意見交換を行った。その概要は下記報告の通りである。　　サブスタンダード船排除キャンペーン　　訪欧団報告1．メンバー（順不同、敬称略）　見井団長（NKK）、飯塚副団長（大阪商船三井　船舶）、河村副団長（三井造船）、杉浦団員（日　本郵船）、赤塚団員（当協会事務局）、井上団員　　（当協会事務局）、桐明団員（日本造船工業会　事務局）2．日程及び訪問先　5月30日�求@オスロ　　ノルウェー船主協会国際独立タンカー船主’協会　　　　　　　　　　　（INTERTANKO）5月31日ψO　オスロパルテック国際海運協議会会長との懇談6月！日�戟@ロンドン英国船主協会欧州・日本船主協会評議会（CENSA）　国際ドライカーゴ船主協会　　　　　　　　　　　（INTERCARGO）　二一日本海事関係者との懇談6月2日休｝ロンドン　国際海事機関（IMO）　石油会社国際海事評議会（OCIMF）　国際海運会議所（ICS）6月3日轡　ロンドン　ロンドン海上保険業協会（ILU＞　プレスとの懇談　国際海事産業協議会αM工F）　国際船級協会会議（IACS）（中止）6月6日（月）アテネ／ピレウス（せんきょう　平成6年7月号　　　　ギリシャ船主協会　　　　6月7日�戟@アテネ／ピレウス　　　　POSEDON工A　94　JAPAN　DAY参加者と　　　　　の懇談　　　　6月9日（掴マドリード　　　　西欧造船工業会（AWES）　　　　6月10日�激pリ　　　　　経済協力開発機構（OECD）　　　3．概　要　　　　当方より本委員会の活動経緯とサブスタンダ　　　ード船対策についての基本的考え方をベースに．＿　　今回の「サブスタンダード船排除キャンペーン　　　訪欧団」派遣の趣旨を説明し、サブスタンダー　　　ド船排除についての先方の意向を聴取するとと　　　もに、広くサブスタンダード船問題および船舶　　　解撤問題について意見交換を行った。　　　　〔1）　5月にDONALDSON　REPORT（英国　　　　運輸大臣に対する答申）が発表されるなど、　　　　欧州ではサブスタンダード船問題に対する関　　　　心が高まっており、今回のミッション派遣は　　　　非常にタイミングが良かった。　　　　　これまで、IMOをはじめ各海事関係機関が　　　　独自にサブスタンダード船対策を検討してき　　　　たが、それぞれ内部事情を抱えているため、　　　　効果的な対策の実施までは到っておらず、これを促進させる意味から日本の海運・造船両業界が共同してキャンペーン活動を展開することは誠に時宜を得た活動として、各訪問先から歓迎された。また、大方の訪問先から本キャンペーンへの支持・支援を得ることができ、大きな成果が得られたものと思われる。　総論においては賛同を得られたものの、「老齢船が必ずしもサブスタンダード船ではない」との指摘がなされるなど、今後、いかにして具体的にサブスタンダード船を排除していくのか、また、サブスタンダード船をどのようにして特定するのか、の各論展開においてはせんきょう　平成6年7月号各種議論が予想される。�A　IMO、　IACSの場における検査強化策はほぼ固まってきており、後はいかに実行に移すかの段階にあり、その成果が各方面から期待されている。このような状況において、寄港国政府のポートステートコントロールのみならず、旗国政府、船級に課される責任は重大との関係者の一致した認識である。これら旗国政府・船級の義務が、いかに厳正かっ公平に運用されるか、IMO、IACSに対する関係者の早期実施に向けての期待が強く表明された。（3）保険・荷主業界ではサブスタンダード船の存在を許容している旗国政府および船級への不信感が高まっており、まずはそれら旗国政府および船級の管理強化が最優先課題であるとの意見が多々あった。（4＞サブスタンダード船の問題には、現在の海運マーケットが大きく影響しているとの指摘があった。即ち、船主が船のメンテナンスに十分目費用をかけられないような市場が問題であり、この点では荷主（チャータラー）・保険会社も責任の一端を担っている。　要は海事関係者のすべて、即ち、船主・船級協会・保険会社・銀行・荷主がそれぞれ責任を負っていることを自覚すべきとの指摘があった。　また、一方でそれぞれが市場で競争を行っている現実もあるとの指摘もなされ、市場経済を前提とするなかで、本問題解決の難しさが改めて浮き彫りにされた。（5＞ポートステートコントロールについては、欧州はパリMOUをベースに実施されており、昨年12月、パンパシフィック地域において合意が得られた東京MOUの動向も注目されている。今後、南米・アフリカ・アラブなど、他地域もこれに追随する動きがあり、最囎1終的には全世界ネットワークが構築されていくものと思われる。�求@本年3月、日・韓・欧造船首脳会議において採択されたサブスタンダード船対策に関する造船業界からの提言に基づき、各国造船業界から自国の政府ならびに関係業界に対し働き掛けることとなっているが、その一環として欧州においても日本同様海運業界との連携を強化するため、AWESよりECSA（Euro−pean　CGmmunity　Shipow1ユers’Associati（＞n欧州共同体船主協会）に対し、共同歩調を採るよう働き掛けている。（7）欧州においては、船舶解撤そのものを巡る現状および問題点に関する理解が必ずしも進んでおらず、当方より93年3月にとりまとめたWHITE　PAPER　ON　GLOBAL　SHIP−SCRAPP正NG　INDUSTRYに基づき、現状の解撤能力は1，000万％程度までは確保できるものの、今後70年代目に建造された大型船が大量に解撤に向かえば解撤能力がショートする恐れがあること。また、現在解撤を実施している国々は解撤船の購入資金、伸鉄スクラップ材の需要などに問題を抱えており、今後の解撤能力の増強は楽観できない旨指摘した。　また、今後、解撤業を安定的に発展させるためには解撤工事量の平準化が必要であり、そのためには解撤船供給サイドの努力も必要とされることも説明した。（8）検船データのデータベース化が各所で開発中、もしくは実施に移されているが、そのデータベースの運用にあたっては、情報の開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．（示と乱用の防止について懸念を示す関係者もあった。　OCIMF…SIREシステム／パリMOU／USCG／IMO…ISIDシステムetc．（9）サブスタンダード船を市場から排除する方策とともに、サブスタンダード船の新造船への更新を支援するための優遇措置が考えられないかとの指摘もあった。例えば、D／Hタンカーの入港税、トン税の軽減。2．第B回アジアED　I　FACTボード　　　第3回運輸ワーキング・グループの模様　国連欧州経済委員会（UN／ECE：UnitedNations／Economic　Commission　for　Europe）では、EDI．iElectronic　Data　lnterchange：電子データ交換一企業や行政機関が、互いにコンピュータを利用し、広く合意された規則に基づき情報交換を行うこと）のための統一規則として、UN／EDIFACT（United　Nations／Elec．tronic　Data　Interchange　fQr　Admin正stratiQn，Commerce　and　Transport）の開発。保守・啓蒙普及などの作業を行．っており、これを世界的に推進するため、ラポーター（Rapporteur）と呼ばれる専門家を西欧・東欧・汎米・豪州／NZ・アジア・アフリカの6地域で1名ずつ任命し、その支援組織と．して、各地域にEDIFACTボードを設置している。　アジア地域では、当協会情報システム専門委員会委員でもある伊東健治氏（日本貿易関係手続簡易化協会理事）がラポーターに任命され、その活動を円滑に推進するためのアジアEDIFACTボード（ASEB：Asia　ED正FACTBQard）が組織されている。　（船協月報1992年6月号内外情報6参照）1．第8回アジアEDIFACTボード会合　1994年6月7日〜8日、同ボードの第8回会合がクアラルンプールで開催され、正式メンバーの台湾、インド、日本、韓国、マレーシア、．（．図せんきょう　平成6年7月号．）「中国、シンガポール、タイのほか、フィリピン、香港、インドネシア、そしてESCAP、UN／ECE／WP．4からのオブザーバーを含め、約180名が参加し、当協会からは下記の7名が参加した。棄雛獣勇灘細魚レ肇墾煙騨岡本秀徳NYKシステム総研　主席研究員川崎汽船　港湾事業部副部長日本郵船　業務企画部課長大阪商船三井船舶　企画部業務企画グループ主任海技士当協会　業務部業務第一課長　〃　　業務部業務第一課細貝　丈明鬼頭　吉雄辰巳　　順村田　嘉隆園田　裕一笠原　永子　今回の会合では、新ボード・メンバーおよびメンバーの交代の紹介、規約改正の検討が承認され、UN／EDIFACTに関する世界的動向や去る3月14日〜18日に開催された第39回ECE／WP．4会合および4月25日〜29日に開催されたJRT会合（オタワ）の模様（本誌1994年6月号海運ニュース参照）などが報告された。2．第3回運輸ワーキング・グループ　ボード会合に先立ち、6月6日〜7日の両日、その下部組織である各ワーキング・グループ（以下WG）が開催され、運輸WGの第3回会合も開催された。　「司WGへの参加者は、台湾、香港、インド、日本、韓国、マレーシア、シンガポール、タイ、の6島国2地域から31名であった。　同WGは、第5回アジアEDIFACTボード会合（92年10月ソウル）で日本から設立提案を行ったもので、議長には、第1回会合以来、日本の岡本秀徳氏（物流EDI研究会・EDIFACT作業部会・ベイプラン小作業部会主査）が就任している。また、事務局は日本が議長国である間は当’協会が行っている。　今回の会合の主な議題は、コンテナ船積付プラン（ベイプラン）に関するUN／EDIFACTメッセージ（BAPLIE）の世界統一マニュアル案について検討することであった。　具体的には、第2回WGにおいて採択されたアジア版マニュアルと、既存の欧州版および米国版のそれぞれのマニュアルの内容を勘案して作成された三者共通の新マニュアル案を逐条審議したものである。　会議では、各項目毎に討議が行われ、ベイプランの専門家によるサブワーキング・グループを設置して詳細な問題点の抽出が行われた。その結果、本WGとして基本的に同案に合意できることが確認され、細部については94年9月に開催されるSMDG会合（共通マニュアルのベースとなった欧州版を開発した西欧EDIFACTボード傘下のユーザーグループ）にアジアとしての意見を提出することとなった。　同WGの次回会合は、94年U月に台湾で行われる第9回アジアEDIFACTボードの際に開催される予定である。3．1974年海上人命安全条約の改正　国際海事機関（IMO）は、5月16日〜25日の問、第63回海上安全委員会（MSC）およびSO−LAS条約締約政府会議を開催し、1974年海上人命安全条約（74／78SOLAS条約）の改正案などを審議した。　採択された改正案のうち主要なものは次の通りであるが、SOLAS条約のほか、タンカーに乗り組む者のための特別訓練要件に関するSTCW条約第V章の改正についても採択（本誌1993年4月号参照）されており、これにより、1989年以陶こ頻発したタンカー、バルカーの安全対策にかかわる条約改正は一段落した形となった。せんきょう　平成6年7月号匿〔1）国際安全管理コード（＄OLA＄条約選章）　船舶を運航する船社の管理体制を規定するための国際安全管理コード（ISMコード）がSOLAS条約新IX章により強制化された。発効時期は国際航海に従事するすべての客船、原油タンカー、ケミカルタンカー、ガスキャリア、バルクキャリアについては1998年7月1日、前記以外の500％以上の船舶は2002年7月1日以降適用される。�A　海上安全強化のための特別措置（同条約XI章）　操作要件に係わるポート・ステート・コントロールに条約上の法的根拠を与えること、タンカーおよびバルカーに対する検査強化、ガイドライン（総会決議744（18））の強制化、すべての船舶を登録し船名が変更されても必要に応じ追跡を可能にするためのIMOナンバーの強制化、および船級協会など検査代行機関の承認に関するガイドライン（総会決議739（18））の強制化を内容とするSOLAS条約新瓢章が制定された。発効時期は1996年1月1日となっている。�G　船舶通報制度（同条約V章一8／1規則）　IMOが策定する基準およびガイドラインに基づいて、IMO承認の下に船舶通報制度が実施される場合、それぞれの通報制度の規定に従うこととされ、船長は要求される情報を報告しなければならないこととされた。発効時期は1996年1月1日となっている。�求@非常用曳航装置（同条約V章一15／1規則）　20，0QO％以上のタンカー（原油、プロダクト、ケミカル、液化ガス）は、主管庁の認める曳航設備を船首尾に備えなければならないこととされた。発効時期は新造船については、ユ996年1月1日以降、現存船についても1999年1月3／日までの最初の入渠時に設置しなければならないこととされている。（5）船橋視界の要件（同条約V章一22規則）　長さ45m以上の船舶は、操船指揮位置から船舶の長さの2倍あるいは500mのどちらか短い距離より遠くの海面視界が遮られてはならないなど、船橋からの視界についての要件が定められた。発効時期は1998年7月1日であり、同日以降建造される新造船が対象となる。現存船については、可能な限り規則を満たすこととされているが、構造の改造や設備の追加が伴う場合は必要ないとされている。（6＞条約改正の早期発効　船舶の安全対策など、緊急を要する条約改正の手続きを、SOLAS条約締約政府会議において3／4以上の多数で可決され、かっ、事務局が改正案を2カ月以内に回章することを条件に、採択／発効までの期間を12カ月に短縮（従来最短でも18ヵ月〉することが決議され、条約改正の早期発効の促進が図られた。の　その他　ω　燃料管の二重管化（同条約II章一2／　15規則）　　すべての船舶は高圧燃料管を二重管化し　なければならないこととされた。発効時期　は1998年7月1日であり、新造船について　は同日以降、現存船についても2DO3年7月　1日以降適用される。　的）高速船コード（同条約X章）　　高速船について規定された高速船コード　　（HSCコード）がSOLAS条約新X章とし　て制定された。発効時期は1996年1月1日　となっている。　の　国際ガスキャリアコード（同条約VII章）　　SOLAS条約VH章（危険物の運送）におい　て引用されている国際ガスキャリアコード　（IGCコード〉のうち、貨物の最大積付け率　計算式が策定され、タンクのベント管の背せんきょう　平成6年7月号．へ．）圧が具体的に明示された。発効時期は1998年7月1日であり、同日以降の新造船から適用される。4．EO条問題小委員会の審議模様　海上安全船員教育審議会船舶職員部会は、6月24日、20条問題小委員会を開催し、別表の通り外航船19隻（混乗近代化船18隻、その他1隻）について、配乗基準の特例措置を承認した。　これにより、同小委員会がマルシップ混乗船として20条特例を承認した船舶の合計は、外航〔別表〕二乗近代化船　　　　　　　　　　1，．．．船醸・近前歯なうた・　なお、前述の外．航船．148隻には、売船、配乗替え、新マルシップより混乗近代化船への移行などによるものも含ま’れており、就航中の船舶は95隻（混乗近代化船26隻、その他69隻）である。船　　　名　　　　　会　社　名二種（別の内庫。言外職。〉そ　の　他大　八　洲　刈旭　海　運，努，，幕。1妻琴ピン人魂、，、新マルシップからの移行神　　　栖　　　丸　第一中央汽船撤　積V万4，843日本人　　　　　8名フィリピン人　14名�AB実用船からの移行筑　　　前　　　丸1第一中央汽船撤　積V万5，3GO日本人　　　　　8名フィリピン人　14名�A新マルシップからの移行・スモア・ド・メ列共栄タ・カータンカーP4万0，272日本人　　　　　9名フィリピン人　16名（1）新マルシップからの移行コスモアス　トリア共栄タンカータンカーP3万8，197日本人　　　　　8名フィリピン人　16名�A新マルシップからの移行コスモギャラクシイ共栄タンカータンカーP3万6．681日本人　　　　　8名フィリピン人　16名�A新マルシップからの移行天　　　栄　　　丸　共栄タンカー　　　　　　　　　1タンカーR万9，257日本人　　　　　9名フィリピン人　王5名�B新マルシップからの移行神　　　宮　　　丸日　本　郵　船自動車　　1日本人　　　　8名2万1．267　ミャンマー人　王4名（2）新マルシップからの移行甲　　　　　　　　斐日　本　郵　船コンテナT万0．606日本人　　　　　8名フィリピン人　14名�A新マルシップからの移行能　　　代　　　丸日　本　郵　船石　炭T万3，935日本人　　　　　9名フィリピン人　13名（1）新マルシップからの移行エヌワイケイ　スターライト日　本　郵　船コンテナS万3．227日本人　　　　　8名ミャンマー人　14名（2）新マルシップからの移行エヌワイケイ　サンライズ日　本　郵　船コンテナS万3，209日本人　　　　　8名ミャンマー人　王4名�A新マルシップからの移行高　　　嶋　　　丸日　本　郵　船タンカーP3万8．320日本人　　　　　8名フィリピン人　16名�A新マルシップからの移行ぱ　　な　　ま　　丸大阪商船三井船舶貨　物1万7．139日本人　　　　　8名Cンドネシア人　王5名�A新マルシップからの移行矢　　　作　　　丸大阪商船三井船舶石　炭T万5，553日本人　　　　　8名フィリピン人　14名�A新マルシップからの移行センチュリーリーダー5八　馬　汽　船自動車2万2，890日本人　　　　　8名フィリピン人　14名�A新マルシップからの移行筑　　波　　山　　丸国際エネルギー輸送タンカーP4万6．376日本入　　　　　8名フィリピン人　14名�A新マルシップからの移行山　　　陽　　　丸タンダマリン石　炭5万0．905日本人　　　　　9名フィリピン人　13名（1）B実用船からの移行その他船　　　名会　社　名船　種（％）　配　　乗（（）内は外国人員外職員）そ　の　他明　　　洋　　　丸明　治　海　運自動車1万7．380日本人　　　　　9名フィリピン人　13名�BA実用船からの移行せんきょう　平成6年7月号業界探訪訪問団体　石　油　連　盟設沿立　昭和30年11月1日革　石油連盟は、石油精製業の団体であ　　つた「石油精製懇話会」と石油元売　　の団体であった「石油元売懇話会」　　とが発展的に統合した民間団体であ　　る。　　　石油精製懇話会は、太平洋岸製油　　所の再開直後の昭和25年3月3日に　　設立され、戦後初めて石油業界が自　　主的に相互の連絡や親睦のために結　　成した団体であった。　　　石油元売懇話会は、石油需要の急　　増とエネルギー革命の急速な進行の　　中で、政府が石炭から重油への熱源　　転換方針を短期間に外貨節約と石炭　　鉱業の合理化を理由に重油から石炭　　へ再転換する方針に変更したため、　　元売各社にとって重大な問題となり　　政府に対する折衝や他産業との交流　　を行う必要が生じたこと、元売各社　　はもともと販売活動の拠点となる団　　体の結成を企図していたことなどか会　会　　ら、急きょ昭和29年2月5日に設立　　された団体であった。その後、石油　　業界が精製業界と販売業界に二分し　　たままで業界の諸問題について活動　　するのは得策ではなかったため、両　　懇話会は昭和30年10月31日に解散、　　発展的に両団体を統合して石油連盟　　を昭和30年11月1日に設立した。長　建内　保興（日本石油会長）員　本連盟の会員は、原油の精製施設を　　有して石油精製業を営むか、または糠灘惣擬　コ（せんきょう　平成6年7月号　　　　全国的に一般石油製品の元売業を営　　　　　む石油業者をもって組織する。会員　　　　数25社。事務所東京都千代田区大手町1−9−4　　　　　　　　　　　　　　　経団連会館事業目的．石油業の健全な発達を図ることを目　　　　　的とする。ただし、営利事業を行わ　　　　　ない。事業活動　1．会員会社相互の連絡、融和およ　　　　　　び親睦に関する事項2．石油に関する知識の啓発および普及宣伝に関する事項3．石油業に関する意見の発表およ　び建議に関する事項4．内外石油事情の調査研究および統計に関する事項5．大規模石油災害対応体制整備事業に関する事項6．その他本連盟の目的を達成する　ために必要な事項委員会組織図識別剤小委員会総公正競争草岡検討小委員会岳定整儲緒油所専門委員会流通法制専門委員会メタノール等問題小委員会政策問題小委員会常任理事会会理　事　　会）政策委員会常　務　　会精製専門部会需給専門部会油濁専門委員会空港委員会空港専門委員会備蓄委員会備蓄専門委員会広報専門委員会タンカー事故対策検討委員会運輸委員会外内陸航航運専専専門門門委委委員員員会会玉石．油税制委員会石油諸税専門委員会財務委員会財務専門委員会会社法問題専門委員会品製潤産民自質造滑業生動難畷Fr門門鱒専・・奢惣員員貝員員員ムムムムムム∬耳五　π五π環境安全委員会設消高防労環大正防州災騰気賦・茎繋専門専門専整専蒙製禦員貝員貝員員員△A△△A△△五π　写　互五五　耳調査委員会長期エネルギー需給検討専門委員会IAB専門委員会海外調査専門委員会新エネルギー問題専門委員会せんきょう　平成6年7月号灘二男ぜミナ｝：恥｝ル第52回石油の登場で終わった鯨たち最大の危難の時代　18世紀の頃、米国・ニューイングランド沿岸に住む人々にとって、捕鯨は、現在の石油産業に匹敵する一大産業だった。当時の捕鯨の目的は燃料としての鯨油の採取であり、中心となったナンタケットは、捕鯨に携わる150隻もの船舶を擁する世界最大の捕鯨基地だった。　当初は沿岸でのセミ鯨の捕獲が中心だったが、乱獲によってその頭数は激減し、やがて捕鯨船は遠く西インド諸島から大西洋にまで出かけるようになる。しかしここでも鯨の頭数は急速に減り、ついには太平洋にまで進出するようになった。　それまで、ほとんど捕鯨が行われていなかった当時の太平洋はまさに鯨の宝庫だった。19世紀半ばには、遠洋捕鯨に対応して船は大型化し、隻数も増えた。その頃、捕鯨の中心基地となっていたニューベッドフォードの住民一人当りの欝所得は世界一。現代の産油国並みの繁栄ぶりだった。　しかしいかに広大な太平洋とはいえやがて鯨の数は減り、必要な頭数を捕獲するにはより長期の航海を余儀なくされた。　ちょうどその頃、鯨油の格好の代替物があらわれた。石油である。それまで井戸直りの最中　　．（に突然吹き出す始末の悪い泥水とみなされていたものが、じつは非常に効率の高い燃料であることに人々が気付いてから、石油が鯨油に代わる新エネルギーとして歴史の舞台に踊り出すまでさしたる時間はかからなかった。19世紀の終わりには海上油井の掘削にも成功し、蒸留技術の進歩によって灯油やガソリンなどさまざまな燃料や潤滑油が原油から取り出されるようになった。　こうして鯨たちの最大の危難の時代は終わっ．たが、すでに激滅してしまった頭数はその後も回復してはいない。海洋資源の管理などという考えがまだ存在しなかった頃の話とはいえ、そのッケは現在まで続いている。「船は遅い」の常識を覆す超高速滑走艇（ハイドロプレーン）　船は、一般に遅い乗物というイメージがある。例えば貨物船で最高速のコンテナ船でも航海速力は24ノット（時速約44km）前後。軍用艦の中で最も速い駆逐艦でも40ノット（時速74k�C前後で、航空機や鉄道、自動車と比べれば確かに遅い。　しかし競技用やスピード記録用の高速モーターボートとなると話は違ってくる。こうした小型艇は、船底をフラットにつくり、強力なエンジンの力で船体を浮かせ、ちょうどスキーのよ（、無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎1劃せんきょう　平成6年7月号　　　うに水面を滑走して走るもので、ハイドロプレ　　　ーン（水上滑走艇）と呼ばれる。　　　　航走中は水の抵抗がほとんどなくなるため極　　　めて高速で、航空機用のターボジェットエンジ　　　ンを積み、時速200kmを超す記録を生んだ艇もあ　　　る。　　　　しかしこのような高速になると、わずかな波．）　　　でも船体は水上をバウンドし、再び着水すると　　　きに受ける水．而からの反動は、まるでコンクリ　　　ートにぶつかったような衝撃を与える。　　　　このためちょっとバランスを崩せば、船体を　　　破損したり沈没したりという事故をまぬがれな　　　い。スピードの極限を追求する船のF1レース　　　の世界もまた、死の危険と背中合わせの世界な　　　のである。「トルデシーリャス条約」は：地球まつ二つの山分けプラン　　　　アフリカ回りのインド航路発見に乗り出し大　　　航海時代の先陣を切ったポルトガルに対し、遅　　　れをとったスペインは、コロンブスに資金援助．）．　　　して、西方航路によるインド到達を目指した。　　　　コロンブスは、大西洋を西進して西インド諸　　　島に達しスペインによる領有を宣言するが、す　　　でにローマ法王からポジャドール岬（北緯26度〉　　　以南のアフリカ沿岸部とその接続水域の領有権　　　を認められていたポルトガルはこれに強く抗議　　　する。ポルトガルは「接続水域」の概念を西に　　　限りなく延長して解釈し、西インド諸島もその　　　中に含まれるものと考えたのである。　　　　ポルトガルとスペインの両国はローマ法王に　　　調停を求め、1494年の6月、「トルデシーリャス　　　条約」を結ぶ。その内容は、アフリカ沖のヴェ　　　ルデ岬諸島から西に370レグア（約2，000km）のせんきょう　平成6年7月号地点を通り南北に延長される経線で地球を真二つに分割するというものだった。　この分割線は、西経46度37分の経線とその裏側を通る東経133度23分の経線に当たり、前者より西（もしくは後者より東）で発見される非キリスト教徒の⊥地がスペインに、前者より東（もしくは後者より西）で発見される非キリスト教徒の土地がポルトガルに与えられた。　現代の常識からすれば、あまりにも手前勝手な条約だったが、新大陸の領有に関しては、この条約は比較的よく守られた。中南米諸国の中でブラジルだけがポルトガル語圏に属するのはこの条約による分割の名残である。　しかしアジアを通過する分割線については、ほとんど有名無実だった。この地域では、その後、イギリスやオランダが自由に交易を行い、17世紀にグロティウスが唱えた「公海自由の原則」の影響もあって、ポルトガルとスペインの二国間条約は無視された。両国がその権利を主張するには、武力による実力行使しか方法がなかったが、当時の両国の力ではそれも不可能だったのである。､1．ひ戦．−05ン4ヌ〔ン4便り　大阪は「難波津」と呼ばれ、その昔、遣唐使船の発着場となるなど港は外交上、経済上、重要な位置を占め、人と物とが往来する、ならではの拠点であった。そして近年ゆとりある社会の実現志向とともに、海洋性レクリエーションやウォーターフロントにつながる話題とともに、海や港湾への関心がとみに高まりつつある。こうした背景の中で、平成6年9月4日待望の24時間空港である関西国際空港が開港の時を迎える。この新空港オープンに先立つ50日前、海と港湾がもたらす数々の恵みと役割を見つめ直し、21世紀へ向け世界に開かれた大阪の新しい足取りにふさわしい「第9回海の祭典」がスタートした。　大阪湾岸各地においては、すでに昨年来’穿月20日を国民の祝日「海の日」に”の署名運動に連動して“海の祭典”プレキャンペーンが随時進められてきた。「海の日」の署名活動も一応終了し、運動の主役は海の祭典へとバトンタッチされ、さらに8月後半には関西新空港オープンへと力点が移行するという絶好のタイミングのもとに一連の各種行事が進行中である。、、■’，、”）、■’關21世紀に向かって成長していく、わんぱくな海のこどもを波と太陽でイメージしたものです。太陽の輝きは9本で、第9回「海の祭典」を表しています。［第9回海の祭典］のあらまし1．会場＝大阪港、堺泉北港、阪南港・二色の浜、　　　　りんくうタウン、淡輪．・箱作海岸2．期間；平成6年7月17日（日）〜8月工4日（日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．へ3，主催＝第9回「海の祭典」推進協議会　　　　代表理事・大阪府知事、大阪市長4．後援：運輸省、海上保安庁、気象庁ほか5．催事の主なもの（ll　7月17日　オープニングパレード　　大阪市内、堺市内（2）シンポジウム　　　「大阪の海一二千年の歴史と未来一」　�@21日「古代大阪の国際交流」　�A22日「自由都市・国際貿易都市堺市と天下　　　　　　の台所大阪の人と港」　�B23日「情報発信都市大阪、21世紀の海と空」　（3＞主催・共催・協賛・後援の各種行事　　�@帆船、客船などの一般公開とクルージング　　　（にっぽん丸によるデイクルーズとワンナイ　　　トクルーズ・飛鳥によるワンナイトクルーズ　　　など）　　　　　　　　　　　　　　　　　＿．　　�A日本丸帆走と漁船パレード見学会　　�B海の教室フェリーによるクルージング　　�C光と音のファンタジックシップショー　　�D大阪湾クリーンアップ作戦　　�Eフィックス艇大阪湾大遠漕　　�F瀬戸内海研究会議シンポジウムなど　〔4）地区別イベント　　　大阪港ボート天国、舞洲野外コンサート、マ　　リンフェアin大阪、海の絵画展・写真展、天保　　山薪能、天神祭奉納ヨットレース、花火大会、　　堺大魚夜市、堺たそがれコンサート、高石市民　　レガッタ、国際ドラゴンボートレース、女子ビ　　ーチバレー世界大会、泉大津ロマンフェスティ　　バル、ジャパンボードセーリングマラソンなど。せんきょう　平成6年7月号海運日誌隆6月1日　運輸省は、内航業界の体質強化を目的に、　　オーナーとオペレーターの許認可基準見直　　し、輸送の効率化とモーダルシフトへの取　　り組みの強化など7項目からなる構造改善　　指針を5年ぶりにまとめた。10日　運輸省は、造船政策担当者による日韓造　　船課長会議で、三星重工、現代重工、漢撃　　重工の計5基の建造設備拡張を確認したこ　　とを明らかにした。15日　当協会は、第47回通常総会を開催した。　　（P．2特別欄参照）　◎　国民の祝日「海の日」制定推進国民会議　　は、海運ビル前で、1，000万人署名達成記念　　イベントを開催した。引き続き要望団が総　　理府へ1，000万人の署名を届け、国会では羽　　田総理大臣と面会し「海の日」の祝日化を　　要望した。20日　日本タンカー協会は通常総会を開催し、　　吉田耕三会長（昭和海運社長）の任期満了　　に伴い、新会長に南雲四郎・川崎汽船社長　　を選任した。21日　平成5年12月10日に船員中央労働委員会　　よワ運輸大臣に答申のあった船員法の一部　　を改正する法律案が可決成立した。　　（本誌1994年1月号P．22海運ニュース1．　　参照）E2日　油濁損害賠償保障法の一部を改正する法　　律が第129回通常国会で成立するとともに、　　油濁2条約（69CLC／71FC）を改正する92年　　議定書などをわが国として批准することが　　承認された。同法の概要は、油濁損害につ　　いての船舶所有者の責任限度額を引き上げ　　る（約34億円→約93億円〉とともに、国際　　基金からの補償限度額についても引き上げ　　（約93億円→約209億円、最終的には約310　　億円）、また、適用水域を領海内から200海　　里水域内とするなど法律の適用範囲を拡大　　することなどである。24日　当協会は、運輸省海上交通局に対し、米　　国入港船舶へのとん税引き上げを盛り込ん　　だ新海運助成法案（H．R．4003）に反対する　　要望書を提出し、運輸省を通じ政府間べ一　　スでの善処を要請した。　　（P．10シッビングフラッシュ参照）　＠　海上安全船員教育審議会船舶職員部会は、　　20条問題小委員会を開催し、混乗近代化船　　8社18隻、新マルシップ混乗船1社1隻を　　承認した。（P．27海運ニュース4参照＞E5日　日本内航海運組合総連合会は、第29回通　　常総会を開催し、松本泰徳会長の任期満了　　に伴い、新会長に増井義己副会長を選任し　　た。80日目村山富市新首相は、閣僚名簿を発表し、　　自民、社会、新党さきがけ三党による連立　　内閣が発足した。運輸大臣には、元運輸政　　務次官で自民党の亀井静香党副幹事長が就　　任した。せんきょう　平成6年7月号，譲穣鍛灘留ド陳情書・要望書（6月）宛先＝運輸省海上交通局外航課長件　名；米国H．R．4003に対する反対についての　　　　要望要　旨：同法案は米国に入港する船舶に対する　　　　トン税を大幅に引き上げる内容となつ　　　　ており、その経緯等から米国海運業等　　　　への助成のための財源として確保しよ　　　　うとしているのは明らかとなっている。　　　　当協会は同法案に強く反対するもので　　　　あり、ついては運輸省においても、政　　　　府間ベースにより善処願う旨要望した。海運関係の公布法令（6月）�M　油濁損害賠償保障法の一部を改正する法律　　（法律第53号、平成6年6月29目公布）��　船員法の一部を改正する法律　　（法律第75号、平成6年6月29日公布、平　　成7年4月1日施行）�堰@船員の雇用の促進に関する特別措置法第3　　条第1項の就職促進給付金の臨時特例に関　　する省令の一部を改正する省令　　　（運輸省令第24号、平成6年6月24日公布、　（　　平成6年7月1日施行）�堰@港則法施行規則の一・部を改正する省令　　　（運輸省令第28号、平成6年6月24日公布、　　平成6年7月15日施行）��　船員保険法施行規則の一部を改正する省令　　　（厚生省令第44号、平成6年6月29日公布、　　即日施行）�堰@海難審判法施行規則の一部を改正する省令　　　（運輸省令第32号、平成6年6月30日公布、　　平成6年7月1日施行）　　　　　　　「海の日」祝日化署名運動1，000万人達成　国民の祝日「海の日」制定推進国民会議（会長、稲葉興作・石川島播磨重工業社長）が全国で進めている署名運動が、1，000万人を超え、6月15日、海運ビル前で1，000万人達成記念イベントを開催した。冒頭、主催者を代表して稲葉会長が挨拶に立ち、続いて原田憲海事振興連盟会長、泉信也参議院議員が祝辞を述べた。また評議員の大儀見薫さん（日本セイルトレーニング協会理事長〉、加山雄三さん（俳優）、岸ユキさん（俳優）、草柳文恵さん（テレビラジオキャスター）、柳原良平さん（イラストレータ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．、．�_　　　　．．　　　　　　’　“　　．一）、土井全二郎さん（海事ジャーナリスト）がそれぞれの体験を交え、海にまつわるエピソードを語った。　イベント終了後、1，000万人の署名は4トントラック2台で総理府へ運ばれ、根本二郎副会長ら要望団が総理府次長、内政審議室長に署名を提出、国会では、羽田首相（当時）に面会し7月20日の「海の記念日」を「海の日」として祝日化するよう要望した。幽霊樋繭i塾　　　　　．1　　．エ三眠（…並せんきょう　平成6年7月号．）．）・一黙一一黙一一C運統言1．わが国貿易額の推移　　　　　　　　〔単位　百万ドル）輸　出輸　入前年比・前年同期比（％）年　月（FOB）（CIF）入（▲）出超輸　出輸　入1980129，807140528　　　，▲10721　　　　，26．027．01985175638　　　，129，53946099　　，3．2▲　5．11990286948　　　レ234、，79952149　　，4．311．41991314，525236737　　　，77，7899．6Q．81992339650　　　，233021　　　，106628　　　，8．0▲　1．61993360872　　　，240551　　　，120，3186．23．2工993年6月30487　　，20，5679920　，8．47．3732227　　，20390　　，11836　　，9．20．5827，86520373　　，7，4926．66．5933342　　，20，80712534　　，5．46．41031377　　，20446　　，10932　　，1．01．11128，42021002　　，7，4184．26．51232，73719，80512，9326ユo．71994年1月25968　　，19899　　，6，0697．65．2229563　　，18，65210910　　，5．77．2336，54622578　　，13，9675．46．1432936　　，21779　　7ll　156　　，7．36．6528116　　，21560　　，6，5554．412．5（注）　通関統計による。B．不定期船自由市場の成約状況十難黙撚騨懸一2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）年　月謝平均最高値最安値1985238．54200．50263．401988128．工5120．8Q136．701989137．96124．10150．35．1990144．81124．30160．101991134．55126．35／41．801992126．62119．15134．751993111．19100．50125．751993年7月107．73105．9D109．758103．70100．50105．15910529104．30106．251o106．97105．10108．6311107．80105．85109．0012109．70／07．70111．851994年1月111．51108．70113．202lO6．33102．20109．003／05．17103．15106．504103．53105．05102．505103．99101．55105．056102．7299．05105．33（単位：千MIT）dO．neP船用期定P．nT他のぞ料肥糖砂鉄屑石鉱船用海航）訳門別目口叩（グン炭石物穀ル海シ航海航続連計合分区　　　　次　　　　年　　　　　　　101112123456890123　　3　　　　4889999　　9　　　　9999999　　9　　　　9111111　　1　　　　1　（注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別は暦年。せんきょう　平成6年7月号酉．’@　郷班雛　表雛惣獺雛徽渡　・　照繊一灘ε冊細150＝ひ口冊。原油〔ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧栄〕F　…………ぺ・．レシ乱蛸／ロ本…3…………　　　1　　　．　　　　　　　　！　　「　　　　　　r　　、　　　　　　　’｢　　ハ’ρ　1　　　　　　　ノ　　両All　L、　i、∫Y，　　　…　　　…@　　…@　　；ﾜ　1・＼i　　ベルシ鳶・湾／陵米　　　F．戸ノ督〜　　　　1　1」1ヨ朋⊂鋤　　　　1鰯　　　　　卜5田1　　　　朋2　　　　1ヨ93199‘定50Q　と置�p150Ioα59302520「〜105O　　　　o穀物（がルフ／口本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧｝5＝1．解本1…ilヒr．…＝「1＝＝…脚．　　　　　　　5k栄酵／H亭i■磁　…引．へ　　11　　　　　　印　　　　11�d＿　、、ハ’　　、、、i》、、＾　「　　　　　　r’　　　　　、　　　　　、　　　　　　、、．竃ガルフ／西1蚊，】　　四rIg朋〔年〕卜｝］o」き91F9兜19］ヨ1冊‘35Vル”30「5四1，田5o（、4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシヤ湾／日本ペルシャ湾／欧米月次199219931994199219931994最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低12345678910111262．50　37，50T6．50　35．00R7，50　31．00S5．00　33．50S5．00　42．00SL50　33，00T0．00　39．50T2．00　45．50S9、00　4L60T4．50　47，00U5．00　5L75U2．50　49．0058．00　49．00T3．00　47．50T0．OD　41，50S6，00　44．00S6．00　38．00T3．00　38．00U4，00　59．50S7．50　40．50T5．00　42．00T0．00　42．05E6．05　40．00E3．05　34．0042．50　32，00R9，05　31．25S6．00　37．50R8．50　31，80R7．00　35，00S4，50　32．0054．00　33．00T5．00　32，50R6．00　32．00S5．00　31．00S4．50　35．00R8，00　32，00S5．00　37．50S5．00　42，50S6，25　38．00T0』0　40．00U2．50　50、00U0．00　465057．50　46．50S5．00　42．50T0．00　37．50S7．50　40．00S2，50　37．50S8．50　36，00T6，25　45．00S7．50　39，00S5．00　38．50S5．00　39．05S2，05　37．05S000　340037．50　30，00R5，00　30．00S6．00　32，50S1．00　32，00R4，50　30．00S2，50　30．00（注）�@日本郵船調査部資料による。�A単位はワールドスケールレート。1989年1月以降　　�Bいずれも20万DIW以上の船舶によるもの。�Cグラフの値はいずれも最高値。5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）新ワールドスケールレート。（単位　ドル）（ガルフ／日本北米西岸／日本ガルフ／西欧月次199319941993199419931994最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低123．50　22，0023．50　20，6512．85　12．25一12．05　11，5010．25　　9．10224．75　22，3521．50　19．5012．25　12．1512．0012，78　　9．809，30　　8、60326．25　24，0019，30　18．2513．7011．75　11．701225　U、408．45　　8．00426．25　25．2519，80　19．25一一13．00　12．3110．25528，00　25．7524．25　22，5014．45　13．75　13．2512．00626．25　23，0023．3G　20．25一一13，75　11．0010．50　　9，87723．00　20．5013．80　12．7510．67　／0．50824，85　21．0013．8011，42　　9．93924，50　22、25一1L75　10．701023，80　21，7513．10　13．0010．65　　9．501123，25　21，45一／1、50　10．301221．90　20．50一1060　1000（注）�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも5万D〆W以上8万D／W未満の船舶によるもの。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。せんきょう　平成6年7月号5．謙醗．＝戴．’燃．　灘馬羅．’）画ρFεN〜52日5Ie石炭いンプトンローズ／口本レ鉄鉱石〔ツバロン／日本’ツバロン／西慰F95臼〔哨1990「蛉11992脚993199‘野　　＾。o＆　　掲コ。　　2冊25初　　　　冨隠15　　　F囲田　　　　Ioo500　　　　　0運賃指数4m殉「」，蒐「しへ1、｝昏a「l　　lv・F戟@IF11L1111ハノデf’1闘z団タリー．」@　　「1覧’3’旨r　　7闘2四　、?_凶テ‘一隔　r噤vノ1、　　　　「@＼　匡し、　　　’　　7／」7レr’　　　、@　　」、　！「’、真茶ﾏレ1　ノ”150，二型　／　　　　’民〜〜　ノLL戸当100V〉、！〜孕聖v一�dイv、、「Lcc50口国9瓢鋤1圏o19田IggzIg93199司日．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位＝ドル）ハンプトンローズ〆日本（石炭）ツバロン日本（鉄鉱石）ッバロン／西欧（鉄鉱石）月次199319941993199419931994最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低110．509．457．508．804．504．3529．959．25『・7．70　4．96310．90一8．25　　7．8Q一5．455．6G　　　4．504一一8．359．25　　7．906．506．25　　5．555一13．／0　12．40一／0．306．70　　6．506．50　　5．75613．40一一9．50　　9．10『5．75　　5．307一lG．OG5．85　　5．808｝10．50　9一9．605．7510一9．505．65　　5．20／112．759．855．35　　5．1512　一5．30　　4．95（注）�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも10万D／W以上15万D／W未満の船舶によるもの。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。7．タンカー運賃指数）．タ　　　ン　　カ　　　一　　運　　　賃　　　指　　　数月次1992　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1993工994VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DH。C1234567891011／237．9S8．9S1．1R3．9S0．6R9．4R6．0S3．5S4．6S3．dS9．5T6．886．6XL2W3．8WL3V1．6V0．7U8．9V4．6V1．7V2．9V9．3U4．5／20．6P33．9P40．7P15．5P10．2P04．7P03．9tO．4P13．6P13．2P15．9P17．3152．1P84．7Q08．5P58．3P60．8P55．4P71．8P78．ユP65．OP56．4P64．7P74．2183．7P947　　　−P68．1P53．6P47．4P60．0P53．6P54．7P62．3P61．7P48．6P76．652．2T1．4S4．9S5．2S2．5R9．7S5．9T2ユS1．5S2．3S2．5S1．298．3X4．9X8．1X8．2X3．1P01．3P01．9W9．4V8．4W1．4X2．0X3．2138．6^30．1P26．5P32．2P4L2P53．8P40．7P22．9P10．8P18．9P25．8P20．4162．6P67．4P717　　　−P87．6P92．BP77．3P84．2P84．1P60．9P54．DP52．7P59．3193．2P81．6P69．2P67．8P53．7P70．／P61．9P67．2P7／．9P75．7P863Q10．237．6R4．2R7．1R7．9R6．690．6W8．8W8．1W8．2X3．6133．7P44．2P30．8P25．7P24．5161．9P7LOH75．2P7L7P69．1211．7Q21．3Q19．2Q03．5P99．4平均43．076．4116．7169．2158．245．193．4130．2171．2175．7（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　はロイズ　ォブ　ロンドンプレスと1987年ll月に合併）�Aタンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　指数の発表様式が87年10月よP次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　�CVLCC＝15万LOOOトン（15万トン）以　　上◎中型＝7万IOOO〜15万トン（6万〜15万トン）◎小型：3万6000〜7万トン（3万〜6万トン）∈）H・D究ハ　　ンディ・ダーティ＝3万5000トン（3万トン）米満　��H・C＝ハンディ・クリーン；5万トン（3万トン）末満。せんきょう　平成6年7月号鷹一懸選三撚　＿．．　画一＿＿賄戯漏・綴＿欝撚翻4α9脚『閲＝口。国叩用船料捲数‘m　　50oo　万DrW3鶉3m500ゆ姻030002000囮，　Iooo1朋600600硲。2ひ，係船船腹15日ヨ嘩｝1ヨ引1992L四5旧日翻〔B．貨物船用船料指数・貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次19891990199119921993199419891990199／／9921993／9941197．8204．3215．0208．0194．0189．0312．0349．1306．4343．0323．0327．02204．9208．3198．0202．0192．0185．0334．0356．5318．0326．0326．0320．03202．4203．3199．0195．0191．O185．0363．7357．6325．0320．0327．0324．04212．1176．4207．0192．0194．0198．D329．8288．7335．030D．0356．O310．05202．7202．9205．0191．0195．0191．0336．9343．3344．0302．0366．0318．06221．5197．9205．0195．02D9．0346．2353．5342．0301．0319．07201．8191．4208．0190．0206．0318．7343．7349．0295．0335．08189．3190．0206．0191．0194．0336．8325．0342．0288．0346．09204．／197．0206．0191．0196．0324．3328．3318．0293．0328．010193．0195．0205．0191．0188．0327．5329．5325．0301．0351．011工97．8197．0206．0193．0196．0327．6322．8335．0289．0372．012208．4199．0208．0196．0200．0338．0311．4349．0300．0349．0平均203．0／96．9205．7194．6196．3333．0334．1332．4304．834／．5（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年ll月に合併）�A航海用船料指数は1955．ア〜1966、6＝ユ00定期用船料指数は　　　1971＝100り（9．係船船腹量の推移199219931994月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千GIT千DIW隻数千GIT千DIW隻数千G／T千DIW隻数千GIT千D／W隻数千GIT千D〆W隻数千GIT千D／w12921，8522，423461，5312，8073452β283，048904，2828，395329　2，476　3，203912，975　5，55622841，7502，332461，4902，7293482，4293，154944，0837，981310　2，333　3，D／780　2，656　5，02132881，8232，427481，5362，2803502，4813，204973，8727，565312　2，304　3，DOO84　2，813　5，32642971，8252，432551，9033，53S3312，3」72，988923，7377，285303　2，198　2，808812、534　4、74952921，8682，569571，9813，7θ33242，2522，982963，356δ，40829ユ　2，158　2，81682　2，601　4，90163021，9372，652683，1116，1803172，2322，954933，1796，054288　2，118　2，82585　2，300　4．21573051，9262，613743，5246，9323132，2172，9971003，4556，58993222，1442，971743，5907，1323152174　，2，9D6983，3276，30893352，1802，99375．3，6217，2033152，2483，069／063，3165，279103362，2163，011743，5406，9893132，2503，0411033，2876，218113322，2413，039853，9477，78932〔12，2932，975983，2196，052123502，4573，280954，5989，0563332，5143，273943，0505，642（注）ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドァップベッセルズによる。せんきょう　平成6年7月号、）’）墜螢器器灘避璽璽鼠甕艶灘繋撚提聾簾篇難一愚繊＿一一璽蝋鵜紐＿・万謂『ゆ口口o1叩スクラップ船腹跳，w3ゆ。隅n口10．スクラップ船腹量の推移19921993／994月次乾貨物船タンカー乾貨物船タンカー乾貨物船タンカー隻数千GIT千D／w隻数千GIT千D／W隻数千GIT千DIW隻数千GIT千DIW隻数千G／T千D／W隻数千GIT千DIW144　　2邑9　　4069　　140　　25834　　392　　710工5　　699　1，4122D　　l85　　3428　　226　　439253　489　7S66　　114　　23845　　423　　74415　　430　　843362　　578　　944／8　　280　　50847　　499　　89720　5411、043434　　299　　54210　　240　　48731　　5D4　　9019　　382　　747544　　5S7　　98018　5031，01039　　310　52918　7741．602638　　375　　63723　7551，53027　　360　　6D915　6411，218729　491　8598　　167　　29819　　227　　43812　649工，274819　　256　　41914　7281，51141　　441　　77413　　420　　832940　634　1．05515　6781，43520　　170　2628　　101　　169lD21　　286　　53210　　427　　84113　　107　　1389　　354　　673ll32　　401　　691ll　5781，19660　　505　　85413　5121，0401232　6701，20513　6961，40614　　169　　292／0　6001，259計4485，3559，0571555，30610，7183904，1077，1481576，ID311，572（注）�@ブレーメン海運経済研究所発表による。�A300G〆T11．内航燃料油価格（単位　円／kの　　　　　区分N次A重油B重油C重油198826，87523，75020，500198928，05025，20021，250199034，67532，25026，275199135，07533，00026，350199232，300一22，150199329，800一18β001994　／〜326，200　／5，900（注）　1．内航海運会社からの聞き取りによる。　　　2．関東地区における精算実績平均値．市罐4府輸三．．一　r．．〆。デ〜〜4八7せんきょう　平成6年7月号唐切．．．．．．　少ない情報で物事を判断する事の危険さについては今更言う迄も無い。情報洪水と言われる中で、確かな情報を取りだす事も難しい。　最近の話題と言えば例の政変劇が挙げられるが、テレビ、新聞等の報道はいわゆる三面記事的内容であり、．大局的観点には乏しいと感じた。どの党が右に行くのか左に行くのか、間に合わせ的構想に同意するのしないの云々。まるで芸能人が誰かとくっついたり、離れたりする場合と大差が無い。100円を切った為替の問題はどうするのか、北朝鮮対策は、行政改革は、等々一日を争う問題が山積している事実にどう対応するのか。政治家のレベルはそれを選ぶ国民のレベル以上ではあり得ないのであろうが、あまりにも悲しい現実であ編集後記る。　マスコミの責任も大きい。マスコミの姿勢については、かねがね疑問を感じる事が多い。検証をしないまま放送される「驚異の……」「……スペシャル」等のドキュメンタリー。新聞には訂正記事の載らない日は無いQ　ふり返ってその情報の受け手であり、かつ有権者である我々はどうだろうか。電車の中でもマンガに熱中する中年予備軍。女性の目が気にはならないのか、側にいても恥かしい思いをすることがある、スポーツ新聞の三面記事に読みふける中高年。　最近の会社の中での話題はリストラが中心である。出向、移籍、退職等々、出る人．も残る人も大変な状況にある。個々人の能力や業務の質量を充分検討する余裕も無く、一律何パーセント削減の場合もある。余剰役人、過剰規制、不要公務等の官公庁リストラを一つひとつ検証し、実行していけば政治不信はもとより、景気回復にも大いに貢献するのではないか。　政治のドタバタ劇や、政治家と役人の確執を報道するばかりではなく、視聴者に対しあるべき情報を伝え、あるべき方向に導く事もマスコミの役割であろう。飯　野　海　運総務部課長　鈴木康昭（（、せんきょう了月号　No．408（VGL　35　No．7）　　　発行◆平成6年7月20日　　　創刊◆昭和35年8月10口　　発行所◆社団法入日本船主協会　　　　　　〒102東京都千代田区平河町2−6．．4〔海運ビル）　　　　　　TEL．（03）3264−7181（調査広報部）編集・発行人◆植松英明　　　製作◆大洋印刷産業株式会社定価◆400円〔消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を徴収している〕せんきょう　平成6年7月号会員，，会社名：ハ馬汽船�梶i英文名）HACHIUMA　S丁EAMSHIP　CO．，　LTD代表者（役職・氏名）：取締役社長　藪内　宏本社所在地：神戸市中央区磯辺通3−1−2　　　　　　第三建大ビル9階資本金二500百万円創立年月日：1925年1月．7日従業員数：海上109名　陸上31名　合計140名　　　　当協会会員は159社。（平成6年7月現在）所有船状況趣）・近海・��　護84」0囲　66』67％運航船状況唖〉近海・沿海　7隻219，533％　　274、4日B％）．．主たる配船先＝北米、南米、豪州、アフリカ、三国間事業概要：創立当時は上海、大連などに配船。海運集約で郵船グ　　　　　ループに参加し所有船舶は日本郵船に貸船しているほ　　　　　か、昭和47年に木材チップ専用船による自営に進出、　　　　　現在7隻を運航するほか、22隻の船舶管理業務を営ん　　　　　でいます。ρ’’｝「ワ会社名：代表者（役職・氏名）：取締役社長原俊一本社所在地：東京都千代田区冨士見1−5−1資本金：48百万円創立年月日：1948年1月17日従業員数：海上33名　陸上8名　合計36名原海運�梶i英文名）HARA　SHIPPING　CO．，　LTD〆D6所有船状況齢近演動2隻E，843％E，40B％運航船状況遠洋・近海��5隻日、09屠14．02i鑑主たる配船先；国内事業概要：当社はセメント専用船（小型・中型・大型）により北　　　　　九州から、北は北海道、南は宮古、石垣までセメント　　　　　の海上輸送を行っています。海への感謝をこめて、7月20日を国民の祝日「海の日」に。騨　冷ρ

